
　産業成長戦略（専門分野）進捗管理シート　総括表
　　　　　　　　　　　　　《第２四半期》

目　　次

　　　１　農業分野　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　　１　　　　

　　　２　林業分野　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　３１　　

第１回高知県産業振興計画
フォローアップ委員会資料

平成２２年９月２２日

参考１

　　　５　観光分野　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　８１

　　　３　水産業分野　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　４７

　　　４　商工業分野　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　６３



産業成長戦略の取り組み状況と成果　【農業分野】

①量販店とのパートナーシップの構築

○流通関係者（卸、仲卸、量販店等）と信頼できる
パートナーシップの構築。協力量販店との関係強
化　(関東２社、関西各２社）
○パートナーシップ量販店の消費者について、高
知県の取組（環境保全型農業の取組等）認知度を
毎年５％アップさせる （２０年度対比で１０％アッ
プ）
○パートナーシップ量販店の拠点店舗での高知野
菜販売額を現状の1５％アップさせる。
（対２０年度対比）

○環境保全型農業など、高知県の優れた取り組
みが評価され、有利販売に向けた流通販売体制
の強化

・量販店とのパートナーシップの構築
　　　（継続した販売促進活動の展開）
・消費者に産地の取り組みを伝えるＰＲの展開

○新需要開拓マーケティング協議会総会開催（５／２１）
○各社との協議（東京青果、東急ストア、セイミヤ、中青、関西スーパー、
森田商店、東果、おおさかパルコープ、カネイ）
○東急ストアでのフェア開催（４～６月：１２回、７～８月：8回）
○セイミヤでのフェア開催（４～６月：３回、７～８月：１回）
○関西スーパーでのフェア開催（４～６月：1回、７～8月：1回）
○環境保全型農業の取組理解のための産地招へい（おおさかパルコー
プ、セイミヤ）
○関西スーパー担当者への出前授業実施（１回）
○東急ストア、東京青果との検討会（8/5）

農業
１ 競合に打ち勝つ高知ブランドを再構築
〔まとまりのある産地づくり〕

１ 生産から流通・販売までの一元的支
援体制の構築

(1) 生産から流通・販売にいたるまで
トータルに支援

◆消費流通構造の変化に対応でき消費
地に評価されるよう生産から流通・販売ま
での一元的支援体制の構築

戦略の柱
取組方針

施策
項目名及び事業概要
（◆これからの対策）

産業成長戦略（専門分野）

主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

○既存規格品の業務加工仕向け取引のニーズ
対応強化
○規格外品の加工仕向け出荷の仕組みづくりと
販路開拓

➀業務加工用青果物の販路拡大
○新需要開拓マーケティング協議会開催（5/21）
○企業への商材提案（１５社＋1団体）
➁県内加工の推進

◆消費流通構造の変化に対応でき消
費地に評価されるよう生産から流通・
販売までの一元的支援体制の構築

◆消費流通構造の変化に対応でき消
費地に評価されるよう生産から流通・
販売までの一元的支援体制の構築

販路開拓

業務需要取引の現状把握・ニーズ調査・課題を
明確化にし、実需者のニーズに対応できるよう県
と園芸連で産地調整を行いながら新たな販路を
開拓する。
　 また、価格のみでなく、消費地でのＰＲや、安
定した取引など、産地にとって波及効果が望め
る業務需要の掘り起こしを行う。

➁県内加工の推進
○加工部会開催
○農業振興センターを通じての県内ＪＡの加工動向調査実施

②中食・外食等への販路拡大

○卸売会社と連携して卸から先の実需者に向け
た新たな需要創出等を狙い、実需者との合意形
成、産地の安定供給を基本として取り組む

○事業主体と県外事務所との連携・パートナー
の選定と詳細なスケジュール調整
○フェア後の顧客対応。効果・評価の産地への
フィードバック
○評価及び量販店等との継続取り引きに向けた
提案

○市町村担当者会での説明、呼び掛け
○取組組織(２団体)との随時の協議・調整
○新規取組候補地区への取組紹介と協議(1地区・１団体)

③地域野菜等の販売戦略として、飲食店等での効
果的なフェア等の展開を行い、販売拡大や生産拡
大につなげる地域の活動を支援する

○地域野菜の販売拡大や生産拡大につなげるた
め、地域の他の一次産品や観光資源等をツール
として活用しながらストーリー性を持たせ、飲食店
等での効果的なフェア等を展開する。
　卸と連携したパートナーの選定を行い、飲食店
等での地域メニューフェア等開催による販路開拓・
販売拡大・継続取引へつなげる。
○本年度は、３地区で地域フェアを開催する。



○今後のフェア展開等について取組の合意ができた。（各社）
○高知野菜を紹介する常設コーナー設置（東急ストア大森店　4/10～）
○東急ストアの基幹３店舗では、「土佐鷹」指定の販売展開
○おおさかパルコープのカタログ販売で、エコシステムを紹介する販売展開に
ついて合意
○量販店担当者の産地招へいにより、環境保全型農業の取組や供給体制な
ど、高知県の良さが理解された。
○関西地区での展開が遅れ気味であったが、関係者との協議により戦略の
共有化が図られ始めた。
○東急ストア、東京青果と２１年度の課題抽出及び２２年度計画について協
議。計画的な展開を進めることで合意。
○セイミヤ、東京青果と２１年度の課題抽出及び２２年度計画について協議。
計画的な展開を進めることで合意。(予定）
○関西スーパー、中青（卸）と２１年度の課題抽出及び２２年度計画について
協議。計画的な展開を進めることで合意。（予定）
○おおさかパルコープ、東果(卸)と２１年度の課題抽出及び２２年度計画につ
いて協議。計画的な展開を進めることで合意。（予定）

【参考：２１年度】
○青果販売担当者との取り組み合意
セイミヤは社長と担当部長、東急ストアは青果販売責任者の産地
訪問が得られ、産地の取り組みについて理解され、人脈もできた。
今後の販売戦略の展開など、スムースな進め方が期待できる。
○関東Ａ社：基幹3店舗の売り上げ、前年対比１２２％（1月フェア実
績）
○関西Ｂ社：高知なすの販売、前年対比２８０％（11～１２月）

○パートナーシップ量販店の消費者について、高
知県の取組（環境保全型農業の取組等）認知度を
１５％アップさせる。（現状は認知されていない）
　
○パートナーシップ量販店の拠点店舗での高知野
菜販売額を現状の２０％アップさせる。
　
　　　　　（目標数値は２０年度比）

アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

を示すこと>
目標（H２３）

アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に

現れた形を示すこと>

➀業務加工用青果物の販路拡大
○高知野菜のメニュー化（新規５社）大森東急Ｈ、ＮＨＫカフェ、天狗、アントニ
オ、椿山荘）
○量販店とのパートナーシップ強化を展開している量販店との関係づくりによ

【参考：２１年度】
➀業務加工用青果物の販路拡大
○業務加工需要への取組の成果が見られ始めた。
○野菜ソムリエとの関係づくりができて、野菜ソムリエの知識や人

 業務加工需要の顧客開拓数　（２１年度：５件、２２
年度：１０件、２３年度：１０件　計２５件）

○量販店とのパ トナ シップ強化を展開している量販店との関係づくりによ
り、グループ内（ホテル）でのメニューフェアにつながった
○業務加工需要開拓に向けて、東京青果開発２部と協力して展開することを
合意した。
○飲食店に納めている仲卸との信頼関係ができ、仲卸と取引あるそれぞれの
顧客への展開につながっている
○ホテルレストランが作った「ハスイモのピクルス」について、産地商品化への
アドバイスを得た

➁県内加工の推進
○県域での加工に向けた検討を進めることについて関係機関と合意
○部会で検討対象とする品目の決定（9月）

○野菜ソムリエとの関係づくりができて、野菜ソムリエの知識や人
脈を活かした販路開拓ができるようになった。
○国産野菜の生産・利用拡大優良事業者として、農林水産省生産
局長賞を高知園芸連・横浜丸中青果・秋本食品グループが受賞

➁県内加工の推進 加工品の販売（２品目２社）

○詳細計画の策定(室戸、嶺北)
○嶺北地域農林業振興連絡協議会
　　・コープ香川に「れいほく野菜」の常設棚が設置された
　　・コープ香川でコラボの一環としての出前授業実施
　　　高松市立花園小学校：３年生４４名
　　・コープ香川うたづ店での消費者を対象とした学習会、
　　　同栗林店での米なす、カラーピーマン、ミニトマト等による
　　　「夏の八祭（はちまつり）」及び「親子料理教室」の開催

対象とした地域野菜等の販売額アップ
　２３年度目標：対２０年度販売額の10％増
　パートナー量販店との継続取り引き



戦略の柱
取組方針

施策
項目名及び事業概要
（◆これからの対策）

産業成長戦略（専門分野）

主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

◆消費流通構造の変化に対応でき消
費地に評価されるよう生産から流通・
販売までの一元的支援体制の構築

土佐文旦：県域で文旦のあり方を検討する場が
なかっため、これまで個別販売が主体であった
が、これからは情報を共有し、高知県の土佐文
旦として売る体制づくりが必要である。
新高梨：県内市場への安価な県外物の流入によ
る競合や、贈答需要の低迷などで、販売単価が
低迷、農家所得が減少している厳しい現状を踏
まえて、首都圏への高級ブランド果実販売や海
外への輸出及び、アンテナショップの活用による
新たな販売戦略の構築と実践を図る。
ユズ：近年、ユズの新改植が進み、ユズ酢の生
産増加が見込まれ、需用と供給バランスが崩れ
ることが懸念される。そこで、県域でユズ果汁の
需給バランスに応じた対策がうてるしくみ作りを
行う。

文旦：
○土佐文旦振興対策協議会運営委員会の開催　1回
○土佐文旦振興対策協議会　地区座談会の実施　３ヶ所
○文旦の加工用（むき身）に関する勉強会　３回
○第2回土佐文旦振興対策協議会総会（9月下旬予定）
ユズ：
○ゆず振興対策協議会加工部会設立準備会　１回
○ゆず振興対策協議会総会　１回
○ＦＨＡ2010(シンガポール食品見本市）参加（4/17～24）
○シンガポール伊勢丹四国フェアによる販促活動(7/24～8/1)
○輸出に関する活動支援（3回）
○ゆず振興対策協議会加工部会及び準備会（２回）
○ゆず振興対策協議会　ユズ果汁消費拡大宣伝イベント（3回）
　　試食や協議会で作成したパンフレットやユズ果汁入りスティックの配布
を行い、7月からは青玉の
　　配布も始め、青果の消費宣伝も協議会で開始。
　　・東海岸のうまいもん市(5/5)
　　・ごめんなはり線記念イベント(7/4)
　　・スーパーよさこい「原宿表参道元氣祭じまん市」(8/28,29)
○ユズ搾汁施設に関する高知県版HACCP説明会(7/20)
梨：
○針木梨組合活動支援　３回

④特産果樹（土佐文旦、ユズ、新高梨）の生産販
売のあり方を検討する場づくり及び系統共販に向
けた産地体制の整備、アンテナショップ等を視野
に入れた県外への販路開拓

土佐文旦：文旦協議会を中心に、各産地の現状や
課題を共有すると共に、県域での共通課題を探
り、全国展開に向けた規格統一やロット確保、効
果的な消費宣伝等について協議実践する。なお、
地域段階では、土佐市、宿毛市の２大産地を中心
とした協議会（幡多・中央地区）により具体的な取
組に繋げる。
新高梨：各出荷組合を主体にＪＡや県関係機関等
と連携し、厳しい現状を踏まえて、首都圏への高
級ブランド果実販売や海外への輸出による販路開
拓など新たな販売戦略を構築するとともに、産地
のまとまりづくりを強化する。
ユズ：ゆず振興対策協議会と連携を図り、ユズ酢
の活用ＰＲなどをとおして消費拡大を支援する。

◆消費流通構造の変化に対応でき消
費地に評価されるよう生産から流通・
販売までの一元的支援体制の構築

　
各産地が実態に応じてマーケットインのものづく
りを目指し、農業団体・県・消費地市場の連携の
もと、アンケートを作成し産地が直接業務筋を
ターゲットに、消費地のニーズ調査やＰＲを行う、
その後：関係づくりや、産地ごとの生産販売体制
の強化を行う。

・花き流通対策委員会の開催(5/19)
・Ｈ２１アンケート結果を基にして産地と調整を行った。
・Ｈ２２モニタリング調査を、両協議会との打合せにおいて、昨年の各単協
による調査から、県域での調査内容にし、高知県フェアとして関東・関西
各主要４市場において同時開催し、更なる情報収集を図る。

⑤モニタリングによる実践的な花店への営業活動
を通じ、花きに対する実需者ニーズを把握すること
により、販売流通、生産出荷体制について産地ビ
ジョンと販売戦略を確立

○花きモニタリング調査の実施：関東・関西を中心
市場 主要 品目を中心 産地ごと タ

◆一元集出荷体制の強化 ○集出荷の仕組みづくりの検討
・農協や出荷場ごとの生産者負担、管理運営方
法の違い、課題克服のための各種組織での合
意形成

・対象地域、品目等を絞り込んだモデル的な取
組みの実施

○「集出荷場の実態調査」の実施
・県下の集出荷場の実態が客観的ﾃﾞｰﾀにより判明した。

○産地調整の実施
・検討するﾓﾃﾞﾙ地域の選定について合意が得られた。

○園芸戦略推進会議に向けた事前調整
・園芸連との間で円滑な調整が行われた。

★産地側、実需者側の多様なニーズに対応できる
販売の検討

○こだわり販売への対応
　こだわり園芸品を独自に販売している生産者を
園芸連流通へ誘導するための仕組みづくり

に８市場で主要３品目を中心に産地ごとのモニタリ
ング調査を実施する。
○Ｈ２１の調査結果をもとに、産地交流事業を行
い、消費地でのモニタリング調査を実施する。

◆一元集出荷体制の強化 ○環境保全型農業など、高知県の優れた取り組
みが評価され、有利販売に向けた流通販売体制
の強化

・農協や出荷場ごとの生産者負担、管理運営方
法の違い
・園芸連による売り先の確保や既存販売方法等
との調整
・価格安定制度など各種制度との調整
・上記の課題克服のための各種組織での合意形
成

・対象地域、品目等を絞り込んだモデル的な取
組みの実施

○園芸連及び部内での協議（４月上旬～）
○「系統外販売の実態調査」の実施
○「系統販売におけるこだわり販売の実態調査」の実施
○第18回高知県園芸戦略推進会議（６月４日）
○PTの中に部会を設置し活動を開始
・モデル品目の絞り込み　　土佐鷹ナス、特別栽培ピーマン、エコシステム
・モデル毎の具体的な取り組みの検討
・パートナー量販店を軸にしたモデル販売の検討
○量販店等のPBの実態調査

★集出荷の仕組みづくりの検討
　　生産振興や高品質化を図るための、農協内や
農協を超えた広域の集荷への仕組みづくり



アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

を示すこと>
目標（H２３）

アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に

現れた形を示すこと>

文旦：
○ぶんたん祭りの成果や今後の活動について県全体で共有できた。
○協議会活動を円滑に行うため、協議会事務局をJAの職員が担う事となっ
た。
ユズ：
○ゆず協は新たな体制で「ユズ需要拡大緊急対策事業」を活用し、ＰＲ活動を
中心に消費の拡大につなげることとした。
○ゆず協の販促資材ができ、各ＪＡやイベント等で配布による宣伝活動を開
始。
○「東海岸のうまいもん市」から、協議会での消費宣伝活動が始まり、協議会
全体での消費宣伝活動の必要性も理解され定着しはじめている。
○次年度以降の協議会の活動について検討が行われ始めた。
梨：
○生産組合が園芸連出荷の拡大を決定した。
○アンテナショップでの販売について準備が進む。

園芸連の県外販売量
・土佐文旦：2,500t
・ユズ酢：200t（適正在庫）
・新高梨：60t

【参考：２１年度】
ある産地では、市場ニーズに対応した生産をする必要性が強く意
識され始めた。

Ｈ２１：各産地アンケート作成（現状課題共有化）花
き生産販売のための仕組みの構築（モニタリング
調査による情報収集）（各産地各品目レベル）

・花き普及員（産地）とのアンケート結果を基にした課題を共有できた。

○第18回高知県園芸戦略推進会議
・検討の方向性に向けて承認が得られた。

○ﾓﾃﾞﾙ地域の決定
・農協を超えた集出荷体制の強化については、JA南国市、JA長岡、JA十市
のﾋﾟｰﾏﾝをﾓﾃﾞﾙ地域とする。

・農協内の庭先・横持ち集荷の検討については、大豊町についてﾓﾃﾞﾙ地域と
する。

※Ｈ２２新規シート ※H22目標

・集荷体制の整備（ﾓﾃﾞﾙ箇所）　２ヶ所

○「系統販売におけるこだわり販売」、「系統外販売の実態調査」から、現状が
明確となった。
○第18回高知県園芸戦略推進会議において、今後の検討の方向性を協議す
ることができ、モデル品目が具体化された。
○「顔の見える」、「こだわり」販売への園芸連での区分整理が進み、モデル販
売の実践につなげる。
○パートナー量販店のPBとのマッチングや基幹店舗でのモデル販売に向け
た具体化が進む。
○「顔の見える」、「こだわり」販売について産地とも方向性等への共有が進
む。

※H22目標
・既存流通の中でこだわりが見える販売の強化モ
デル　２件
・パートナー店で、エコシステム栽培品を説明する
ＤＶＤ放映やポップ資材等の掲示（現状：フェア時と
県コーナーのみ→目標：売り場での継続的表示）
・こだわり販売の新たな園芸連流通開始　２件



戦略の柱
取組方針

施策
項目名及び事業概要
（◆これからの対策）

産業成長戦略（専門分野）

主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

(2) 農産物輸出の推進

◆品目の取組進度に応じた輸出の拡
大

１　商習慣の違いによる、国内とは比較にならな
い大きさのリスクの管理
　・クレーム発生時の対応、処理、代金回収
　・外国為替の変動に伴う為替リスク、検疫条
件、各種証明手続き
　・信頼できるパートナーの確保と継続した販売
展開
２　輸出品目、方法、時期等の調整
　・園芸連、JAとの戦略の合意と共有
　・関係機関と連携した支援
　・海外事務所との連携、調整

○市町村担当者会での説明、呼び掛け
○補助金の交付決定(大豊町(JA土佐れいほく) 1,000千円、園芸連 800千円、香南
市(JA土佐香美園芸部メロン部会 602千円))
○取組組織(５団体)との随時の協議・調整
○園芸連、貿易協会、地産地消・外商課を交えた輸出促進部会での協議。
　（具体的計画策定に向けての情報交換と整理）業界等への経済波及効果のみならず、産地に夢

と活力をもたらすため、農産物輸出に関する情報
収集と高知県農産物輸出促進事業費補助金を活
用し、輸出を促進する。

ま ま ある園芸産地 構築

・高知やさい体操の普及
・効果的な事業計画の意見の引き出しと検討
・参加型消費宣伝の意識づけ
・関東関西圏における県産園芸品の認知度ラン
クアップ

・販売促進事業実行委員会で、事業実績及びこれまでの流れをくんだ事
業計画が承認された。
・園芸こうち販売促進事業実行委員会負担金の交付決定
　　14,921千円（全体事業費　30,000千円）
・委託事業の内容決定
・委託契約の締結

◆県産園芸品の総合的なＰＲを行い、
関東、関西など大消費地におけるイ
メージアップや、消費拡大に繋げる

環境保全型農業のトップランナーをキャッチフレー
ズに、本県の取り組みについて、ＣＭ放映などメ
ディアの活用や、佐藤弘道氏による「高知やさい
体操」、アンパンマンの原作者やなせたかし氏によ
る「高知野菜１１人きょうだい」キャラクターを効果
的に活用するなど、県産園芸品の総合的なＰＲを
行い、関東関西など大消費地におけるイメージ
アップや、消費拡大に繋げる。

○篤農家の優れた生産技術を、産地の生産者
に速やかに移転できるよう、相互に学び教え
あう仕組みをつくり、高収量・高品質を確保
する生産者のまとまりの形成を目指して取組
を実践する。

○「学び教え合う場」の事業効果を生産者に
普及するために、系統・系統外を問わず参加
を呼びかけることにより対象農家数の拡大と
系統への誘導出荷を行い、系統率の向上を目
指す。

○篤農家の協力を得て、学び教えあう場を170
箇所程度設置して、計画的に現地検討会を開
催し参加率80%を目指す。また、生産出荷計画
を農業団体と策定・共有しその実現に向けて
取組を行う。

　県が、農業団体の主体性を誘導しながら、生産
者、農業団体などの関係者と一体となり、まとまり
のある産地づくりを図るため、県域と13地域の戦
略推進会議において実施する。

(2) まとまりのある園芸産地の育成
○「学び教えあう場」の仕組みづくりが効果的に
行われ、参加者の増加に繋がっているか。（現地
検討会など）

○農業振興ｾﾝﾀｰ、農業改良普及所にて事業の
趣旨が徹底されて実践されているか。

○参加率・収量目標の達成状況を把握し、その
結果生じた課題や目標の達成について、その結
果を次年度にどのように活用していくか。

○生産出荷計画の共有と実現に向かって農業
団体と連携した取組が行われているか。

○系統率向上について、農業団体との連携した
取組が行われているか。

○「学びと教えの場」を県下３４品目、１７７箇所（昨年度１７０箇所）に設置
し、対象農家数も４，３８０名（昨年度４，２３８名）と１４２名の増加となって
いる。（７月末時点）

○担当者会（４／２３実施）や各振興ｾﾝﾀｰでの意見交換により、事業趣旨
の徹底を図ってきた。

○毎月の進捗管理（学び教えの場の開催回数・参加者の把握）を開始（５
月末集計）

○各地域の農協と農業振興ｾﾝﾀｰが産地の基礎ﾃﾞｰﾀ及び生産・出荷に関
する目標について共有することができた。

○生産出荷指標及び生産出荷計画に関する園芸連との協議

(1) 園芸戦略推進会議における戦略
　の共有と実践

◆県域・地域における農業者と農協
が信頼関係で結ばれる産地の
　まとまりの再構築

・農業団体の主体性をどう誘導するか。
・販売への対応や担い手育成など、本県の園芸
農業を取り巻く課題に対し、危機感を共有し、対
応策を協議すること。

・第18回高知県園芸戦略推進会議の開催

２ まとまりのある園芸産地の再構築

◆学び教えあう場の仕組みづくり



アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

を示すこと>
目標（H２３）

アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に

現れた形を示すこと>

【参考：21年度】
(園芸連)　アジアを中心に、高知野菜・果物を少量ながら定常的に
輸出できている。取引を通じて、輸出パートナーの力量を確認し、
今後の対応を考えるヒントを得た。
(大豊町）　シンガポール伊勢丹で、ゆずごまドレッシングが定番商
品化された。
(佐川町）　タイで、優品（2,500円／5玉）が高評価を得た。輸出パー
トナーとの関係を強化した。
(高知市)　シンガポールでは、新規取引先の開拓に繋がる動きがあ
り、輸送上の問題点が確認できた。ニューヨークでは、取引拡大の
可能性を確認し、輸送上の問題点が確認できた。また、輸出パート
ナーとの関係強化ができた。

○FHAシンガポール食品見本市への参加(３団体)
　　JA土佐あき：ゆずオイル、ゆず果汁販売、商談
　　JA土佐れいほく：ゆず加工品販売、商談
　　園芸連：関係農協の支援、現地市場調査
○香港そごう四国フェアへの参加(２団体)
　　園芸連：メロン10ケース（60個）を3日で完売。翌週、追加発注10ケース。
　　JA土佐れいほく：ゆず加工品(柚子ジュース1,200本完売)
○シンガポール伊勢丹四国フェアへの参加(４団体)
　　（園芸連：みょうが、ニラ、ネギ、小ネギ、ししとう 計400パック約13万円の売上）
　　（JA土佐香美：エメラルドメロン120個中92個約37万円の売上）
　　（JA土佐れいほく：ゆず加工品　約115万円の売上）
　　（JA高知市三里園芸部：グロリオサＰＲ目的で提供。会場装飾に使用。）

(支援団体数)
　４団体→５団体
(花き)
　グロリオサの輸出数量5,000本／年→25,000本／
年
(青果物)
　重点品目と重点国の明確化。
　上海市場における新高梨の国内価格並での販
売に向けたテスト輸出の支援。
 (技術開発等)
　グロリオサの長距離輸送に伴う鮮度保持技術導
入の支援。

・高知やさい体操の活用など、これまでの流れをくんだ事業計画について、合
意形成ができた。
・高知やさい体操を活用した事業展開と具体的な事業内容の意志決定ができ
た。
・新需要マーケティング事業費との連携が方向付けできた。

【平成21年度】
高知野菜の認知度、関東７位、関西３位を維持。
きゅうりで認知度ランクアップ（関東７位→６位、関西２位→１位）

高知野菜の認知度向上
（目標）
　関東５位、関西１位
（現状）
　関東７位、関西３位

【平成22園芸年度(6月末)成果事例】
＜ナス＞
・安芸集出荷場
→H22園芸年度出荷量：3,807t（対前年比97% ）
＜キュウリ＞
・須崎集出荷場
→H22園芸年度出荷量：3,804t（対前年比104%）
＜シシトウ＞
・ＪＡ南国市中央・南部集出荷場
→H22園芸年度出荷量：383t（対前年比111%）

【今後の対応】
・新園芸年度が始まり、「学び教えあう場」の設置箇所数の見直しを
進めることにより、対象農家数の拡大を図ってゆく。

○「学び教え合う場」の設置数：１７０箇所程度
　・参加率　100%、各地域の収量目標の達成
　・生産計画の推進による園芸連販売額650億円
の達成
　・系統率の向上

※H２２年度の活動目標　「学び教え合う場」の設
置箇所数：170箇所程度、収量目標設定農家の８
５%が達成、「学び教え合う場」参加率：８０％、対象
農家数：4,500戸以上、各集出荷場における生産出
荷計画の共有

【平成21年度参考】
・産業振興計画の実現に向けての決意を共有した。
・販売や担い手育成への危機意識を共有した。
・これまでの活動の総括、総括を踏まえた各PTの再編など新体制
の構築を行った。
・計画的な生産出荷を実現するために、農業振興ｾﾝﾀｰと各農協が
連携した取り組みを行う体制を構築した。
【今後の対応】
・集荷ｼｽﾃﾑの再構築と多様な販売体制の構築を目的としたﾀｽｸ
ﾌｫｰｽにおいて検討の結果を来年5月の第18回園芸戦略推進会議
にて協議する。、

○H23目標
高い品質と収量を確保する生産者のまとまりづくり
により、生産戦略、流通戦略を共有し、消費地に信
頼される産地を形成

※H21の到達目標
年2回の県域会議の開催、それぞれのPTの進捗
管理を行う。

○「学びと教えあう場」の設置箇所数や対象農家数の増加もあり、事業の広
がりが見られている。

○これにより、年間計画や課題を篤農家、生産者、普及、ＪＡ間での共有が図
られた。

○「学び教えあう場」の活動を発展させ、県域の品目別推進会議（ﾆﾗ（8/26）、
小ﾅｽ（8/27））、生産者交流大会（9/17）を開催した。

○県と農協団体が共有する生産出荷指標及び生産出荷計画が作成できた。

・産地側と実需者側の多様なニーズに対応した販売の強化や産地での集出
荷体制の検討、集荷のモデル的取り組みについて意見交換を行い、今後の
方向性について理解を得るように努めた。



戦略の柱
取組方針

施策
項目名及び事業概要
（◆これからの対策）

産業成長戦略（専門分野）

主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

(3) 有望品目の導入・定着
○PT会で取り組む有望品目の選定。
○取り組む範囲を県域あるいは地域に分け、県
域で取り組む品目には、普及拡大検討会を主催
して、新規栽培者のフォローアップと新規参入を
促す。
○地域で取り組む品目には、振興センターや関
係機関への支援を行う。
○販路開拓、販売促進を支援する。

○PT会を開催して、実績及び計画を協議・共有。
○促成ニガウリを普及拡大するために、県域の検討会を開催し、新規栽
培を促した。

(4) 足腰の強い花き産地づくりの支援

◆水稲後作への有望品目の導入
○市町村での予算確保
○事業実施主体の確保
○有望品目選定と栽培技術の習得（フォローアッ
プ）
○計画的な収穫、出荷、販売
○次年度展開の検討

○高知市（６月議会）、四万十市（６月議会）、南国市（９月議会）、大月町
（９月議会）で事業予算を議会決議予定。

○水稲後作への有望品目の導入・産地づくり
に向け、市町村や農業振興センターが実施す
る農業者団体への説明会や事業実施主体の確
保に支援するとともに、地域が提示した有望
品目について、販路拡大と産地化に向けた取
り組みを支援する。
○具体的には、有望品目を１ｈａ以上５ヶ所
程度で栽培、出荷、販売する。

○有望品目の定着・産地づくりに向け、プロ
ジェクトチーム会を中心に、地域に提示した
有望品目について、販路拡大と産地化に向け
た取り組みを実施する。
○現状で売上５，０００万円をクリアーでき
ているのはハスイモ、パプリカ、アスパラガ
スのみ。従って本年度は販売額の増加が期待
できる品目を絞り込み、県域に広げるために
品目毎の普及拡大検討会（戦略会議）を園芸
連と連携して実施し、生産量の拡大を図る。

◆実証栽培による栽培技術の確立
や販路開拓活動の支援

○花き新品目の導入・普及

◆花き新品目の試験栽培、モデル
栽培、実証販売により花き産地強
化を支援

(5) 園芸用ハウス面積の確保

◆レンタルハウス整備事業の充実
・本年度計画面積の12.6haの整備。

・新たな要望が多くあり、入札残を活用した可能
な限りのハウス建設を実施。

・H23年度予算の確保。

・作年度積極的にPR活動
・例年、4月段階で県へ要望した事業量より市町村が予算化した事業量が
減少し、県予算に残額が生じているため、予算編成時にヒヤリングを実施
し要望額を精査した
・7月の市町村予算額調査の結果、事業量の減少した市町村があり、計画
的実施の働きかけを継続中。(6市町村、4農業協同組合）。
　また、県予算に余裕が生じたため省エネ等区分の募集を開始した。

○新品目の探索及び地区適性の評価

○補助金事業を活用したモデル栽培の実践

○足腰の強い産地づくりのためには核となるオリ
ジナル品種があれば有利。オリジナル品種の作
出には育種の資質を備えた生産者の存在が不
可欠。育種には長期間を必要とするため、10年
後を見据えた人材育成の種まきが必要。

○補助金交付要綱、事業実施要領の制定
○事業実施計画策定及び新品目導入にかかる担当者間での情報共有
（自主企画課題解決研修）
○新品目の探索・導入できる体制整備（地区プロジェクト、自主企画課題
解決研修）
○新品種育種が行える人材の育成にかかる研修の開催（11月開催予定）

(4) 足腰の強い花き産地づくりの支援

　・農業協同組合が農業者にレンタルする園
芸用ハウスを建設する場合に、ハウスの建設
にかかる経費に対して県と市町村が補助を行
い、県内ハウス面積の確保に繋げる。



アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

を示すこと>
目標（H２３）

アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に

現れた形を示すこと>

○新たに取り組む品目として、１１品目が提案された。今後これらの品目の試
作・検討が始まることとなった。

＜成果＞
○平成21園芸年度の販売金額（園芸連調べ）では
・ハスイモで9,625万円
・アスパラガスで6,424万円
・ニガウリで4,139万円
・葉ニンニクで1,102万円
となり、短根ゴボウと茎ブロッコリーは1,000万円以下であった。
なお、重点６品目以外にパプリカが8,171万円の販売額であった。
＜今後の対応＞
本年度活動の総括を行い、次年度から始まる新規事業に取組を継
続する。

販売額5,000万円以上の品目

平成23年度：５品目

平成22年度：４品目

○補助事業を活用して水稲後作に導入する品目として、ブロッコリー（四万十
市、高知市）、業務用加工ネギ（南国市）、ソラマメ（大月町）が予定されてい
る。なお、四万十市では市が補助金１／３を上乗せして、普及推進することと
なった。

販売額5,000万円以上の品目

平成23年度：５品目

平成22年度：４品目

○事業の制定を受けて、幡多地区（黒潮町）では品目選定を開始した。 Ｈ２２年新規課題

・昨年度積極的にPRを行った結果、事業要望が増え、県内ﾊｳｽ面積の維持確
保に繋がっている。
・4月の市町村予算額調査の結果、減少はなく県予算を約20，000千円上回っ
た。

【H21年度】
制度の見直しやPRの結果、農業者の投資意欲を刺激できた。
・平成21年度整備面積（９．３ha）
　H20年度比約１．７ha増。
【H22】
・H22年度の要望面積全ての事業実施に向けて、予算化を行った。
１２．６haの整備計画。

園芸用ハウス面積
　1,520haを確保

○導入品目数：６品目



戦略の柱
取組方針

施策
項目名及び事業概要
（◆これからの対策）

産業成長戦略（専門分野）

主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

◆消費者に安全・安心と信頼を！
◆農業者に誇りとやりがいを！
◆後継者に夢と未来を！

農業による環境への負荷を最小限とするとと
もに、農産物の安全性を高めるため、化学合
成農薬に頼らない総合的な病害虫管理技術の
確立を図る。

環境保全型農業を県内全域・全品目に普及す
る
・生産者および関係者の意識改革（産地自ら
が環境保全型農業の取組のファンに）
・全国のトップランナーの地位を構築（消費
者から選ばれる産地へ）

(2) ＩＰＭ技術の開発と県内全域へ
　の普及

◆ＩＰＭ技術について全品目、県
内全域への技術確立と普及

・虫媒ウイルス病が問題となる品目でのIPM技術
が確立していない。
・天敵類を導入しにくいまたはその必要のない品
目でのIPM技術への理解が県職員、JA、生産者
共に進んでいない。
・主要品目でのIPM技術体系の充実と産地での
面的普及が必要である。
・新規導入産地への支援策の充実が必要であ
る。
・消費者向けの啓発資料がないため新規に作成
し、活用できるようにする。

・実証展示ほの設置（県内：夏秋5か所）
・IPM技術部会の開催（２回）
・IPM技術マニュアルの新規品目検討
・普及指導員に対する研修会の開催（7回）
・生産者を対象に講習会を開催(3回)
・農業大学校等で後継者対象の講習会を開催(7回)
・生産者や消費者に対する啓発活動（4回）
・IPM技術資料の配布（計6,160部）
・IPM技術資料の新規作成（計1,500部）

・６つの作業部会の運営活性化
（販売戦略部会の見直し）
・成長戦略での県域課題の全普及課・所との十
分な共有と役割分担
・IPM技術、こうち環境・安全・安心点検システム
（高知県版GAP）の普及
・生物多様性年を生かした効果的なPR
・環境保全型農業の取組認知度の向上

【部会】土づくり施肥改善部会,IPM技術部会､有機栽培技術部会(各２回)､
認証・GAP部会、販売戦略部会､省エネルギー部会(各1回)開催
【関係機関】出先機関長会、担当者等（５回）、全普及課・所への巡回(２
回),市町村へのヒアリング巡回（1回）、全市町村・JA説明会(１回）
【補助金】１４市町村、43,671千円交付決定
【IPM関連】講習会、講演会等（２１回）
【直販】安心係等推進打ち合わせ（1回）、安心係養成講習会(3回）
【全国大会】COP10関連イベント打ち合わせ（２回)
【消費者PR】ＴＶ番組取材対応（２回）、まるごとエコ事業プロポーザル審査
会(１回)、学習用DVD製作
【オランダ】オランダ訪問（２回）、講演会等（10回）、環境保全型農業夢実
現コンクール（１回）、大使館でのセレモニー(１回）

３ 環境保全型農業のトップランナーの
　地位を確立

(1) 環境保全型農業の目指す姿

◆省エネ対策の徹底
◆重油代替暖房機実証への支援と
普及（木質バイオマス、ヒートポ
ンプ等）
○園芸用ハウスの節油対策の点検と導入、耐
低温性品種の開発と実証、重油代替ボイラー
の実証と普及などにより県下の園芸用Ａ重油
使用量を削減する。
○併せて県内の野菜生産に係るＬＣＡ調査を
実施し、炭酸ガス排出量と省エネの関連性を
把握する。

有機農業をさらに推進するため、指導者の育
成や有機農業栽培技術実証、有機農業研修施
設への支援に加え、有機栽培技術マニュアル
の作成、有機農業者の受け入れ体制づくり、
有機JAS認定の普及を行う。

(5) 省エネルギー対策
○省エネ点検チェックリストを用いた日常の点検
活動を県域で行うこと。
○節油機器の実証結果を広く県域に紹介するこ
と。
○重油代替ボイラーの現地実証に支援し、情報
を収集すること。

○平成２１年度年間園芸用A重油使用量調査
○省エネ対策プロジェクトチーム会の開催（7/2）
○木質ペレットボイラー、ヒートポンプ実証結果の共有
○Ａ重油単価推移調査及び情報提供

○家畜ふんたい肥の製造の改善
○家畜ふんたい肥の利活用の促進
○適正施肥管理の推進

(4) 有機農業の推進

◆計画的な有機農業の普及・推
進、研修受け入れ農家への支援

・実証内容の充実と成果の共有
・職員、市町村、JAへの意識啓発及び推進体制
の整備
・新規参入者の地域への定着支援
・有機農業者間の連携強化
・有機農業に対する認知度の向上

・有機栽培技術部会の開催（１回）
・有機のがっこう運営協議会の開催（６回）
・ふるさと雇用再生有機農業技術定着支援事業委託（Ｈ２２事業費：
6,875,494円以内）
　　野菜15品目の栽培実証及び経営評価（調査中）
　　有機農業実践農家のネットワークづくり（３回）
・高知県環境保全型農業普及推進事業費補助金交付実績（有機ＪＡＳ認
定手数料補助）：２事業者、61,000円
・有機農産物普及推進パンフレット作成委託：787,500円
・有機栽培先進地事例調査：愛媛県２回、青森県１回
・有機農業普及振研修：２名

(3) 土づくりと施肥の改善

◆家畜ふんたい肥利用による肥料
高騰対策

○堆肥の品質確保
○利用しやすい供給体制の構築
○適正施肥のための土壌診断体制の構築
○施肥基準の活用と指導者の育成

・施肥改善指導能力向上のための研修計画・講師依頼等実施
・施肥防除研究会と連携し、低成分肥料利用実証ほを設置・検討
・ステップアップ土づくり事業説明・募集
・農家講習会を主体とした国事業への参画誘導
・堆肥マップの増刷（２万部）



アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

を示すこと>
目標（H２３）

アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に

現れた形を示すこと>

・普及指導員のべ73名が研修を受講
・講習会に生産者のべ129名、後継者のべ202名が出席
・県内農業関係者にIPM技術資料を送付
・生産者・消費者のべ161名に対して環境保全型農業をPR

・2009年度の天敵購入量で、高知県が全国でダントツNo1が公表
・数年来大問題となっていたコナジラミ類の被害が激減

◆IPM技術体系数：12品目
◆品目別天敵普及率（戸数）
　ナス類　　　　　　　　　：６５％
　ピーマン・シシトウ類 ：８０％
　ミョウガ　　　　　　　　 ：９０％
◆土着天敵リレーの体制（温存ハウス活用市町村
数）
　17市町村（50％）

◆消費者に安全・安心と信頼を！
◆農業者に誇りとやりがいを！
◆後継者に夢と未来を！
・品目別天敵普及率(戸数)
　　ナス類：65%、ピーマン類：80%、ミョウガ：90%
・土壌診断処方点数（野菜）：9,200
・有機農業就農者数：平均5名/年
・県内消費者の有機農業の認知度：75%
・生産履歴記帳率：100%、農薬残留事故発生：０件
・高知県版ＧＡＰその１普及・・・H23：100％
・高知県版ＧＡＰその２普及・・・H23：16ＪＡ
・エコシステム栽培認証取得率(販売金額)：80%

【部会】参加者(125名）
【関係機関】県内関係機関（250名）
【補助金】84戸、204haで環境保全型農業の新たな取り組みが実践
【IPM関連】農業者（331名）
【直販】新規店舗：９，新規参加者：105名
【全国大会】参加者（20名）
【消費者PR】参加者（161名）、全国版ＴＶ番組での取組紹介（１回）、県内での
ＴＶ特集番組（１回）、学習用DVD完成、COP１０関連イベント（生物多様性交流
フェア）へのブース出展が決定
【オランダ】講演会参加者(410名）、オランダへの訪問団（3名＋46名）、コン
クール12名参加

・新病害虫により減少していた天敵利用農家が、土着天敵等の利
用により増
・高知県の2009年度天敵購入量が全国でダントツNo1（上図参照）
・生産者145名をエコファーマーに認定
・エコシステム栽培認証が微増（平成22園芸年度)
　　品目数：14品目、登録農家数：1,474戸(9戸増)
　　栽培面積：279ha（2ha増）

1位：

２位：

３位：

平成22年度目標
県内の園芸用年間重油使用量：７０，０００ｷﾛﾘｯﾄﾙ

平成23年度目標
県内の園芸用年間重油使用量：７０．０００ｷﾛﾘｯﾄﾙ

・有機農業の支援体制を整備している市町村数：10市町村(29%)
　高知市、四万十市、香美市、馬路村、本山町、大豊町、土佐町
　大川村、いの町、仁淀川町
・平成２２年度産地収益力向上支援事業実施地区：２地区
　高知ものべ川有機農業推進協議会、高知県４３９協議会

◆有機農業就農者数：平均5名/年
◆支援体制設置市町村：17市町村(50%)
◆有機JAS認証農家戸数：100戸
◆県内消費者の有機農業の認知度：75%

○県内のヒートポンプ導入累計台数はH20：206台、14.3ha→H21：255台、
17.3ha、木質ペレットボイラー導入累計台数はH20：８台→H21：59台に拡大。

○平成21年度年間園芸用A重油使用量の実績：70,000キロリットル
（H22.6調査、H20は67,000キロリットル）

・指導者向け研修は（施肥改善）研修に参加した普及指導員、営農
指導員からの評価が高かった。

○家畜ふん堆肥の余剰
　　　０ｔ
○土壌診断処方点数（野菜）
　　　９，２００点数
○施肥基準の策定
　　　野菜：27品目
　　　花き：10品目
　　　果樹：10品目

・有機のがっこうに５期生１３名が入塾し研修中（県内７名、県外６名うち１名は
６月から研修開始）
・５期生１３名中１名が７月末で卒業。人脈を作るため８月から窪川アグリ体験
塾に入学した

・施肥改善能力向上のための土壌肥料研修実施（39名参加）
・施肥改善協議会の設置および事業申請
・堆肥マップを農振センターを通じて配布（１万部）



戦略の柱
取組方針

施策
項目名及び事業概要
（◆これからの対策）

産業成長戦略（専門分野）

主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

高知県産農産物の安全安心と信頼の確保
・農薬を売るとき・・県内の農薬販売窓口
で、誰が、いつ、どんな農薬を購入しても、
農薬の適正使用や飛散防止の説明、記帳の確
認と推進を徹底

◎地域版・品目版ＧＡＰの普及
◎ウォッチャーシステム構築

農産物の生産から出荷販売までの全ての工程
を点検し、見直し、改善する工程管理手法
（こうち環境・安全・安心点検システム）に
取り組む産地を育成することによって、高知
県産園芸品の品質・衛生管理レベルを高め、
消費地での異物混入事故や農薬残留事故の発
生件数ゼロを目指す。

(7) 生産履歴記帳・農薬の適正使用
　の徹底

◆農薬を売るときの生産者への対
応徹底
◆農薬を使うときの対応徹底（記
帳・回収・点検）
◆農産物を出荷する（預かる）と
きの対応徹底（記帳・回収・点
検）
◆県産農産物の生産工程管理ウ
オッチャーシステムの構築

・県産農産物で残留農薬事故が発生（H2１年度：
１件)
・危機意識の希薄化と取組のマンネリ
・購買（農薬を売る立場）、営農（農薬を使う時の
指導をする立場）、販売（農産物を預かる立場）
の情報共有と連携
・農薬事故発生再発防止の仕組みが未整備
・県内全域で生産履歴記帳・回収・点検を徹底
・安全安心への取組全体を消費者を含み第三者
も交えて点検していく仕組みが未整備

・ＪＡ肥料農薬初級職員研修（50名程度）
・無人ヘリ防除講習会（45名程度）
・農薬危害防止啓発巡回指導（ＪＡ：13店舗、農薬小売店：12店舗）
・農薬安全使用講習会（農薬小売店60名程度）
・農産物直販所安心係養成講習会（中央、幡多、東部３カ所で開催）

(6) 農業環境規範やＧＡＰの取組

◆高知県版ＧＡＰをそれぞれの地
域や、品目に応じた形で発展普及

○高知県全体運動としての取組
○ＧＡＰ指導者の育成
○品目・地域に応じたＧＡＰシートの見直し
○ＧＡＰ実行の信頼性の確保
○啓発資料の作成と活用

・ＧＡＰ啓発資材（点検シート、研修資料、ポスター等）の配布
・ＧＡＰ実践研修会の開催（土佐香美、四万十町、高知市、安芸市）
・地域版ＧＡＰの作成（安芸農業振興センター）
・環保ＰＴ「認証制度・ＧＡＰ部会」の開催（1回）
・ウォッチャー制度の立ち上げ
・直販所安心係要請講習会（3回）
・国のGAP研修に職員を派遣(3回)
・GAP講習会の開催(2回)
・こうち環境・安全・安心点検シートその２の増刷(1,000部)
・こうち環境・安全・安心点検シート品目別の増刷(300部)
・GAP啓発資料の増刷(300部)

出前授業の実施や高知野菜サポーターの活用

○出前授業や高知野菜サポーターの活動を通
じて、関東関西などの大消費地に環境保全型
農業の取り組みをＰＲし、高知のファンづく
りと県産園芸品のイメージアップを図り、消
費拡大を目指す。

○平成23年度の目標を出前授業受講者2,000
人、高知野菜の認知度を関東５位、関西１位
とする。

エコシステム栽培認証への集約と推進体制の
強化、品目数及び登録農家数の拡大に向けた
エコシステム栽培認証の要件の見直しと充
実、県認証の整理、ISO14001実践農家グルー
プの自己宣言方式による信頼性確保とGAPを含
めた農業マネージメントシステムへ発展

(9) 環境を軸としたイメージアップ
　と販売戦略の展開

◆出前授業の実施や流通関係者と
産地の交流

○講師等スタッフとの事業趣旨の共有。
○販売拡大に繋がるような実施方法の工夫。
○新需要開拓マーケティング事業や高知野菜サ
ポーターとの連携

・関西２校、関東３校で出前授業の実施。
・量販店高知フェアで出前授業の実施。
・パートナー量販店の青果担当者を対象に出前授業を実施。
・一般消費者を対象に出前授業を実施。

(8) 認証制度等の整理と活用

◆エコシステム栽培認証等の推進
と環境保全に貢献できる仕組みづ
くり

・県内には高知県無農薬・減農薬栽培農産物認
証（県認証）、特別栽培農産物に係る表示ガイド
ライン（特栽ガイドライン表示)、エコファーマー、
ISO14001認証、エコシステム栽培認証、有機
JAS認証など各種の認証制度があるが、県内全
域への普及には至らず、各認証制度の内容や
違いがわかりづらく、実需者や消費者の認知度
も引くく、有利販売につながりにくい。

・部会の開催（認証・GAP部会１回、販売戦略部会１回）
・各普及課・所との連携会（各１回）
・生産出荷指標検討会（７回）
・現地での勉強会（２回）
・環保センターとの協議（２回）、協議会（１回）
・品目別会議（ショウガ、１回）
・エコファーマー認定会議（３回）
・ISOグループへの巡回（３回）
・県認証各グループからの計画承認（随時）

認と推進を徹底
・農薬を使うとき・・生産履歴の記帳・回
収・点検100%の達成、適正使用や飛散防止指
導の徹底、IPM型防除の検討・作成・活用
・農産物を出荷する（預かる）とき・・農産
物（商品）と生産履歴はｾｯﾄである意識徹底、
自主残留農薬検査の継続、生産履歴記帳ｼｽﾃﾑ
の活用促進



アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

を示すこと>
目標（H２３）

アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に

現れた形を示すこと>

・ＪＡ肥料農薬初級職員研修（50名参加）
・無人ヘリ防除講習会（45名参加）
・農薬危害防止啓発巡回指導（ＪＡ：13店舗、農薬小売店：12店舗で実施）
・農薬安全使用講習会（農薬小売店60名参加）
・農産物直販所安心係養成講習会（105名参加）

・JAグループ電算システムによる納品書への農薬の安全使用への
啓発実施（１６JA中１５JAで実施）
・農産物直販所安心係設置数：１１３店舗（今年度：９店舗増）、安心
係登録者数：379名（今年度の登録者数：99名）

・生産履歴記帳率（記帳、回収、ﾁｪｯｸ）：100％達成
・農薬残留事故の発生数：０件

・平成２１年度ＧＡＰ導入生産者　７，０７５名（５９％）
・平成２１年度集出荷場でのＧＡＰ導入ＪＡ　１１ＪＡ
　　　　　　　　　（平成２２年３月３１日　環境農業推進課調べ）
・地域でのGAP点検の実施
　　（JA土佐あき、JA土佐れいほく、JA津野山）

○高知県版ＧＡＰその１普及・・・H23：100％
○高知県版ＧＡＰその２普及・・・H23：１６ＪＡ
○異物混入事故の発生・・・・・・H23園芸年度０件

・GAPの普及啓発
　　講習会参加者　235名
　　こうち環境・安全・安心点検シート（直販所用）　２０００部
　　こうち環境・安全・安心点検シート（品目別）　１００部
　　ＧＡＰ研修会資料　400部
　　高知県ＧＡＰ手法導入マニュアル　２４０部
　　ＧＡＰ啓発ポスター　５０部
・GAP指導者の育成
　　GAP実践研修会参加者　138名
　　国のGAP研修参加者　5名

・出前授業の参加者数
　関西１４１人、関東４６８人、合計６０９人

【参考：Ｈ２１年度】
（出前授業）
○給食の食材に高知野菜が使われるなど、より効果的な実施が実
現した。
○「高知の野菜を選んで買いたい。」など、本県の取り組みを理解し
イメージアップが図れた感想文が数多く寄せられ、成果への繫がり
が期待される。
（産地交流）
○市場との交流により、生産現場の取り組みを仲卸等が理解し、今
後の販売につなげた。

○出前授業受講者2,000人。
○高知野菜の認知度を関東５位、関西１位。

・H23園芸年度に向けて、ショウガ、キュウリのエコシステム栽培が
大幅拡大見込み
（H22園芸年度エコシステム登録実績：1474戸、280ｈａ）
・エコファーマーに新たに145名認定予定

◆エコシステム栽培認証取得率(販売金額)
　　80%

・部会参加者：25名
・連携会：（9カ所開催、のべ参加者70名）
・全品目の出荷指標を関係団体で共有
・現地での勉強会（のべ65名参加）

・品目別会議（20名参加）
・エコファーマー（各地から145名申請）
・ＩＳＯグループ巡回（40名参加）
・県認証計画承認(23グループ）



戦略の柱
取組方針

施策
項目名及び事業概要
（◆これからの対策）

産業成長戦略（専門分野）

主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

◆新しい食－農－観光の産業コラ
ボレーション等による新しい需要
や
①協議会による新たな販路開拓と有利販売へ
の支援
・流通関係者（卸、仲卸、量販店等）と信頼
できるパートナーシップの構築。協力量販店
との関係強化　(関東２社、関西各２社）
・パートナーシップ量販店の消費者につい
て、高知県の取組（環境保全型農業の取組
等）認知度を毎年５％アップさせる （２０年
度対比で１０％アップ）
・パートナーシップ量販店の拠点店舗での高
知野菜販売額を現状の1５％アップさせる。
（対２０年度対比）

②特産野菜等コラボレーション事業
・地域野菜の販売拡大や生産拡大につなげる
ため、地域の他の一次産品や観光資源等を
ツールとして活用しながらストーリー性を持
たせ、飲食店等での効果的なフェア等を展開
する。
　卸と連携したパートナーの選定を行い、飲
食店等での地域メニューフェア等開催による
販路開拓・販売拡大・継続取引へつなげる。
　・本年度は、３地区で地域フェアを開催す
る。

(10) オランダウエストラント市－高
知友好園芸農業協定の締結

プ 本 高知 境保全 農業 ダ 大使館 参加 高知産花き

◆高知のエコ農産物を活用した新
メニュー等の提案・開発

①協議会による新たな販路開拓と有利販売への
支援
・量販店とのパートナーシップの構築
　　　（継続した販売促進活動の展開）
・消費者に産地の取り組みを伝えるＰＲの展開

②特産野菜等コラボレーション事業
・事業主体と県外事務所との連携・パートナーの
選定と詳細なスケジュール調整
・フェア後の顧客対応。効果・評価の産地への
フィードバック
・評価及び量販店等との継続取り引きに向けた
提案

①協議会による新たな販路開拓と有利販売への支援
・新需要開拓マーケティング協議会総会開催（５／２１）
・各社との協議（東京青果、東急ストア、セイミヤ、中青、関西スーパー、森
田商店、東果、おおさかパルコープ、カネイ）
・東急ストアでのフェア開催（４～６月：１２回、７～８月：8回）
・セイミヤでのフェア開催（４～６月：３回、７～８月：１回）
・関西スーパーでのフェア開催（４～６月：1回、７～8月：1回）
・環境保全型農業の取組理解のための産地招へい（おおさかパルコー
プ、セイミヤ）
・関西スーパー担当者への出前授業実施（１回）
・東急ストア、東京青果との検討会（8/5）・新需要開拓マーケティング協議
会開催（５／２１）
・「系統外販売の実態調査」の実施
・「系統販売におけるこだわり販売の実態調査」の実施
・園芸戦略推進会議内に部会を設置
パートナー量販店での産地のこだわりが伝わるモデル販売の検討
・量販店等のPBの実態調査

②特産野菜等コラボレーション事業
・市町村担当者会での説明、呼び掛け
・取組組織(２団体)との随時の協議・調整
・新規取組候補地区への取組紹介と協議(1地区・１団体)

◆こうち型集落営農の推進

○過疎化、高齢化が進行し、集落機能が衰退
しつつある中山間地域の活性化を図るため、
集落の合意形成により、農業機械の共同利用
や作業の受委託などを更に進め、有望な園芸
品目等の導入・生産拡大によって、農業で継
続して生活していける所得の確保を図る「こ
うち型集落営農」のモデル集落の育成（仕組
みづくり）に取り組む。
○自立できるモデル集落(仕組みができる）の
育成（１０集落）と、１６集落の活動のｽﾃｯﾌﾟ
ｱｯﾌﾟ（農作業受委託の増加、栽培面積拡大、
施設・機械整備、経営・労務管理の向上、農
地利用調整、新たな取組開始など）
○こうち型集落営農の県下への波及に向けた
活動

○モデル集落の育成(仕組みづくり)に向けて、活
動内容をステップアップしていくこと。(特に３年目
の組織)
　・栽培技術、面積拡大、受委託、加工、事業導
入、経営、労務、農地、販売など・・・
○組織のステップアップには、運営管理を担う
リーダーの育成と資質向上が必要。
○こうち型集落営農の県下への波及のため、市
町村、ＪＡ等の指導者の育成、中山間地域集落
営農等支援事業実施市町村への支援、こうち型
集落営農実施活動実績書の作成による情報共
有。

○こうち型集落への支援　　１６集落
　発展段階に応じた研修会、役員会、栽培計画等幅広い支援を実施。
　(地域の研修会）
　・四万十町集落営農組織代表者連絡会　7月　　60名
　・嶺北地区　集落営農講演会　8月　80名
　・幡多地域集落営農研修会　　9月　　50名
○営農計画の認定
　２集落　　（芳生野、七ツ淵）
○中山間地域集落等支援事業によるハード整備への補助
　第１次　事業費６４，５４４千円（補助金　４２，９８０千円）（見込み）
　第２次　事業費２０，３２９千円（補助金　１３，５４９千円）（見込み）
○市町村・ＪＡ等の指導者育成
　６月・７月に集落営農基礎研修を実施
○法人化に向けた勉強会の開催
　２カで実施所　高知（七ツ淵）幡多（山北、宗呂、荷稲）

(1) 協定締結記念行事の開催
・締結一周年セレモニー（高知県園芸品販売
推進大会（共催））
・消費地へのＰＲ（市場や量販店等）
(2) 技術交流研修等の実施
・学生間（農業後継者）交流の実施
・環境保全型農業コンクールの開催
・オランダの最新技術研修、講演会等の実施
(3) ビジネス交流支援
・関連企業間との連携・商談会等の開催
・農産物等の輸出チャレンジ支援 ・国際園芸
展示会等への出展支援

４ 生活できる所得を確保するこうち型
　集落営農の実現

(1) こうち型集落営農の実現

◆世界のトップランナーと日本の
トップランナーの友好園芸農業協
定を活かした仕組みづくり

・県内外への高知の環境保全型農業ＰＲ

・研修体制、受け入れ体制の整備
・学生および関係者の語学力の向上
・環境制御や省エネ等の新技術の探索

・大規模農家や関連企業の新たなチャレンジの
掘り起こし

・オランダ王国大使館でのセレモニー参加（高知産花きPR）と
今年度事業打ち合わせ（１回）

・高知大との打ち合わせ（１回）
・農大での勉強会（２回）
・営農指導員発表会（１回）
・オランダ最新技術報告会（７回）
・環境保全型農業コンクールの開催（12名応募）
・花き農家のビジネス交流訪問（１回）
・ウェストラント市への友好交流訪問及び最新農業研修（１回）



アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

を示すこと>
目標（H２３）

アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に

現れた形を示すこと>

年 念 市 び大使館参事 招聘が実 境保全 農業 世 プ ダ

○パートナーシップ量販店の消費者について、高
知県の取組（環境保全型農業の取組等）認知度を
１５％アップさせる。（現状は認知されていない）
○パートナーシップ量販店の拠点店舗での高知野
菜販売額を現状の２０％アップさせる。
　　　　　（目標数値は２０年度比）

対象とした地域野菜等の販売額アップ
　23年度目標：現販売額の10％増
　バートナー量販店との継続取り引き

ダ 貿 係者 名参加

①協議会による新たな販路開拓と有利販売への支援
・高知野菜を紹介する常設コーナーの設置（東急ストア大森店４／１０～）
・産地招へいにより、産地の取り組みが理解された
・量販店と今後の取引（フェア等）について合意が出来た。
・今後のフェア展開等について取組の合意ができた。（各社）
・東急ストアの基幹３店舗では、「土佐鷹」指定の販売展開
・おおさかパルコープのカタログ販売で、エコシステムを紹介する販売展開に
ついて合意
・東急ストア、東京青果と２１年度の課題抽出及び２２年度計画について協
議。計画的な展開を進めることで合意。
・セイミヤ、東京青果と２１年度の課題抽出及び２２年度計画について協議。計
画的な展開を進めることで合意。(予定）
・関西スーパー、中青（卸）と２１年度の課題抽出及び２２年度計画について協
議。計画的な展開を進めることで合意。（予定）
・おおさかパルコープ、東果(卸)と２１年度の課題抽出及び２２年度計画につい
て協議。計画的な展開を進めることで合意。（予定）
・第18回高知県園芸戦略推進会議において、今後の検討の方向性を協議す
ることができ、モデル品目が具体化された。
・「顔の見える」、「こだわり」販売への園芸連での区分整理が進み、モデル販
売の実践につなげる。

②特産野菜等コラボレーション事業
・詳細計画の策定(室戸、嶺北)
・嶺北地域農林業振興連絡協議会
　　・コープ香川に「れいほく野菜」の常設棚が設置された
　　・コープ香川でコラボの一環としての出前授業実施
　　　高松市立花園小学校：３年生４４名
　　・コープ香川うたづ店での消費者を対象とした学習会、
　　　同栗林店での米なす、カラーピーマン、ミニトマト等による
　　　「夏の八祭（はちまつり）」及び「親子料理教室」の開催

[参考：Ｈ２１年度]
○青果販売担当者との取り組み合意
セイミヤは社長と担当部長、東急ストアは青果販売責任者の産地
訪問が得られ、産地の取り組みについて理解され、人脈もできた。
今後の販売戦略の展開など、スムースな進め方が期待できる。

○モデル集落の育成　１６集落

※平成２２年度目標
１６集落のｽﾃｯﾌﾟｱｯﾌﾟ（新たな取組開始、施設・機
械整備、農作業受委託の増加、栽培面積拡大な
ど）
モデル集落(仕組みができる)の育成　１０集落

○３地区で研修会が開催された。四万十市では、「四万十市集落営農研究
会」が設立された。（６／９）
○四万十町では、既存組織の現状把握とそのステップアップ方法について検
討しだした。
○農業用施設や機械の導入
・せま地直し　（芳生野）　・チッパーシュレッダー、管理機（梅ノ木）　・トラク
ター、農業用倉庫（荷稲）・播種機、管理機、畝立機、農業用倉庫（宗呂）　・ﾛｰ
ﾙﾍﾞｰﾗｰ、ロータリーレーキ（久府付）
・堆肥舎、運搬トレーラー(七ツ淵）　・農業用倉庫、乾燥機（谷相） 　・トラク
ター、コンバイン、管理機、動噴機（上東）
　　　　　　　　　　などにより、組織活動の体制づくりができている。

〔参考：21年度成果〕
○お米のﾌﾞﾗﾝﾄﾞ化による有利販売⇒（8,300円/30kg）「土佐天空の郷」（本山
町：64t、吉延集落：31t）
○露地野菜等の栽培推進⇒・ユズ９０ａ（久府付集落：北川村）　・ﾌﾞﾛｯｺﾘｰ７
０ａ（西後入集落：香美市）　・ｻﾄｲﾓ４５ａ（影野集落：四万十町）　・ﾌﾞﾛｯｺﾘｰ１
００ａ（下川口郷：土佐清水市）　など
○農業用施設・機械整備⇒７集落で農作業受委託の体制づくりができてき
た。

〔今後の対応〕
①営農計画の認定・見直しへの支援。
　芳生野甲・七ツ淵２地区で営農計画を策定した。この結果、芳生
野甲では基盤整備が進み、新たなハウス設置の準備ができ、七ツ
淵では、チッパーシュレッダーの導入により竹林の整備が進んでい
る。
②担当者会も含め、計画的な研修の実施。
　市町村・ＪＡを対象とした研修会を２回開催し、２３名の参加があ
り、集落営農に取り組む意識が高まった。
③営農計画の実現に向けた総合的な支援。
　定期的に役員会等が開催され組織活動ができている。（各地区１
回／月以上実施）

・1周年記念セレモニーへの市長および大使館参事の招聘が実現
予定

・来年度高知大とウェストラントの大学間の協定実現に向けて合意
・農大生2名がオランダへの一ヶ月間留学決定、14名がオランダで
の短期研修参加
・県内各産地でのCO2施用やヒートポンプ等新技術への関心高
・高知県出身者がオランダの日系一流ホテルへ採用内定（１名）
・ウェストラント市の農家と本県農家の連携生産体制を強化（１組）
・参加農家の大規模雇用経営等への関心高

・環境保全型農業の世界のトップランナーオランダ
王国ウェストラント市との友好園芸農業協定を生か
し、県内の農業者や関係者の環境保全型農業に
対する意識をさらに高め、全国のトップランナーの
地位を築くスピードを加速する

・学校間の交流に向けた関係づくり　１組
・技術交流研修参加者　10名／年

・オランダとの貿易関係者400名参加

・農大での勉強会（２５名）
・営農指導員発表会（２５名）
・オランダ最新技術報告会（410名が参加）
・環境保全型農業コンクールの開催（７名受賞）
・花き農家のビジネス交流訪問（３名参加）
・ウェストラント市への友好交流訪問及び最新農業研修（46名参加）



戦略の柱
取組方針

施策
項目名及び事業概要
（◆これからの対策）

産業成長戦略（専門分野）

主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

◆集落営農組織の活動促進

○有望品目の定着・産地づくりに向け、プロ
ジェクトチーム会を中心に、地域に提示した
有望品目について、販路拡大と産地化に向け
た取り組みを実施する。
○現状で売上５，０００万円をクリアーでき
ているのはハスイモ、パプリカ、アスパラガ
スのみ。従って本年度は販売額の増加が期待
できる品目を絞り込み、県域に広げるために
品目毎の普及拡大検討会（戦略会議）を園芸
連と連携して実施し、生産量の拡大を図る。

５ 品目別総合戦略の実践

○集落営農への取組みについて、集落協定代
表者等に対して地域ブロック・集落単位での
説明会を開催して、取り組みへの意識の醸成
を図る。また、その大きなきっかけとなる直
接支払制度に関する内容の周知も行ってい
く。

○集落営農への取り組みを支援する補助事業
の円滑な実施及び事業内容の周知徹底を図
る。

(3) 有望品目の導入・定着

◆現地実証試験による栽培実証や
販路開拓活動の支援【再掲】

○PT会で取り組む有望品目の選定。
○取り組む範囲を県域あるいは地域に分け、県
域で取り組む品目には、普及拡大検討会を主催
して、新規栽培者のフォローアップと新規参入を
促す。
○地域で取り組む品目には、振興センターや関
係機関への支援を行う。
○販路開拓、販売促進を支援する。

○PT会を開催して、実績及び計画を協議・共有。
○促成ニガウリを普及拡大するために、県域の検討会を開催し、新規栽
培を促した。

(2) 集落営農の推進

○市町村やJAなどの関係機関の積極的な関わ
りが必要。

○集落営農への意識の醸成につながるソフト事
業の積極的な活用に向けたPR

○直接支払協定代表者へのダイレクトメールの送付
　　 790の集落協定代表者へ送付
○新たな直接支払制度の説明会に併せて集落営農の推進に関する説明
会を実施（全県下790協定を対象）
   　18市町村　約1,090名参加
○集落営農ＰＲに向けた市町村広報紙やＪＡ広報紙への掲載依頼（34市
町村、13ＪＡ組織）
　 　5市町村、3ＪＡ組織が掲載
○事業の活用に関する打合せ(市町村担当者及び振興センター)
　　 事業ヒアリング時に17市町村、7振興センター、普及所
○集落営農に取り組む組織への支援（2次募集分まで）：42組織

【ミョウガ】

【ナス】

【生産】
○生産面では18ｔどり技術の普及、高品質品
種‘土佐鷹’への転換をすすめ、流通・販売
面では、出荷目標に対する実績の検証や課題
の明確化、需要に対応した供給体制の整備な
どにＪＡを通じて積極的に支援し、ＪＡを中
心としたまとまりのあるナス産地づくりを目
指す。
○本年度は、まとまりのある園芸産地育成事
業などを活用して、18ｔどり農家の増加、
‘土佐鷹’の普及拡大、系統出荷率の向上を
目指す。
【流通・販売】
高知野菜の取り組みを理解した量販店との継
続的な取引及び業務需要取引の把握・調査・
販路開拓への取り組みの実施

【流通・販売】
○高知野菜の取り組みを理解した量販店との
継続的な取引及び業務需要取引の把握・調
査・販路開拓への取り組みの実施。

【生産】
地域や県域でのまとまりによる収量・品質の
高位平準化
○篤農家や県内産地での優れた技術を、各生
産者及び他地域に速やかに移転するよう、地
域・県域間でのまとまりを推進する。

○排液処理装置の実証、導入。

【生産】
○‘土佐鷹’の計画的な普及推進
○戦略会議や系統推進会議等による系統率の
向上

【流通･販売】
パートナー量販店との戦略共有、フェア等の開
催による販売戦略の展開
○業務需要取引の拡大と開拓

【流通・販売】
○新需要開拓マーケティング協議会開催（５／２１）
○量販店での消費宣伝（関東Ａ社：８回、関東Ｂ社：２回）
○量販店関係者を産地へ招へい（２社）
○業務需要開拓に向けて企業への商材提案（関東４社）と既存企業との
関係継続

(2) 園芸の振興
【流通・販売】
○パートナーとなる量販店の確保、フェア等の開
催による販売戦略の展開。
○業務需要取引の拡大と開拓。

【生産】
○地域における学び教え合う場や、産地間での
交流によりまとまりが形成され、収量・品質の向
上につながりつつあるか。

○導入可能な処理能力となっているか。また、地
域・関係者との合意形成が図られているか。

○新需要開拓マーケティング協議会開催（５／２１）
○量販店での消費宣伝（関東２４回、関西２回）
○量販店関係者を産地へ招へい（２社）
○業務需要開拓に向けて企業への商材提案と既存企業との関係継続

○「学び教え合う場」を通じて、定植直後の肥培管理技術の検討が実施さ
れた。

○排液処理マニユアル策定準備検討会(4/9)
○排液処理マニユアル及処理装置試験成績検討会(4/21)
　（参加者：ＪＡ土佐くろしおミョウガ部会、ＪＡ土佐くろしお営農課、須崎農
業振興センター、高知県農業技術センター、丸昇農材）
○現地排液対策会議（7/2）
　（参加者：ＪＡ土佐くろしおミョウガ部会、ＪＡ土佐くろしお営農課、須崎農
業振興センター、環境農業推進課、産地づくり課、高知県農業技術セン
ター、丸昇農材）

○現地の装置聞き取り調査（7/13）

５ 品目別総合戦略の実践

(1) 生産から流通･販売までを見通し
　た総合戦略の共有と実践

◆品目ごとに生産から流通までの
総合戦略に基づく対策を実施



アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

を示すこと>
目標（H２３）

アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に

現れた形を示すこと>

販売額5,000万円以上の品目

平成23年度：５品目

平成22年度：４品目

○集落営農組織数200組織

○新たに取り組む品目として、１１品目が提案された。今後これらの品目の試
作・検討が始まることとなった。

＜成果＞
○平成21園芸年度の販売金額（園芸連調べ）では
・ハスイモで9,625万円
・アスパラガスで6,424万円
・ニガウリで4,139万円
・葉ニンニクで1,102万円
となり、短根ゴボウと茎ブロッコリーは1,000万円以下であった。
なお、重点６品目以外にパプリカが8,171万円の販売額であった。
＜今後の対応＞
本年度活動の総括を行い、次年度から始まる新規事業に取組を継
続する。

○3市町(土佐清水市、奈半利町、土佐町）で新たに集落営農に関する研修会
及び先進地視察が行われた。
○6組織が新たに集落営農の取り組みを始めた。　(事業を活用)
○既存34組織に対してハード支援を行うことにより、集落営農組織の活動が
強化された。

【成果】
○新たに6組織が新設
○新たな集落営農の取り組みによって、耕起から収穫・乾燥調整
作業で、46haの機械共同利用や受託を行う体制が整備され、機械
経費等のコストの低減が図られた。
○既存組織についても新たに160haの機械共同利用や受託を行う
体制が整備された。

【流通・販売】
○高知野菜等の取り組みを理解した量販店との継
続的な取引及び効果的なフェア等の開催
○・業務需要取引の現状把握・ニーズ調査・課題
の明確化、それにもとづく販路開拓の取り組み
○まとまりを活かした販売戦略、消費拡大の実施

【生産】
○産地のまとまりによる、反収５ｔ以上を目指す農
家達成率：１００％
○価格安定制度の実施：実施されなかった。
○高知県版GAPその１の導入：１００％、実証圃に
よるIPM技術の検討：１ヶ所
○排液処理装置の検討：須崎地区における排液
処理装置の導入。

【流通・販売】
○高知野菜を紹介する常設コーナーの設置（東急ストア大森店４／１０～）
○産地招へいにより、産地の取り組みが理解された
○高知野菜のメニュー化（新規：２社、継続：１社）
○量販店と今後の取引（フェア等）について合意が出来た。
○業務加工需要開拓に向けて、仲卸との関係が出来き、仲卸と取引のあるそ
れぞれの顧客への展開につながっている。

【成果】<22年参考>
○18ｔどりを達成した農家は12戸／15戸（穴内モデル地区）で、80％
であった。
○県域での平成22園芸年度の‘土佐鷹’作付面積は26.26haであっ
た。
○平成20年産の安芸地区でのナス系統出荷率は51%であった。
○関東・関西地区での販売推進フェアの実施。
　 関西スーパーに高知コーナーを確保（10/3～）、関東セイミヤで
高知フェア実施(11/25～）、関東東急ストア、関西大阪パルコープ
で高知フェア実施（12月～）。
【今後の対応】
今年度の活動の総括を行い、次年度の取組を検討する。

【H２３年度目標値】
・18ｔどり農家の達成率　：１００％
・‘土佐鷹’の栽培面積　：９１ha
・系統出荷率　　　　　　　：６０％
・パートナーシップを構築した量販店の拠点店舗で
の高知野菜販売額を現状の20％アップ
【H２２年度目標値】
・18ｔどり農家の達成率　：８０％
・‘土佐鷹’の栽培面積　：４０ha
・系統出荷率　　　　　　　：６０％

○高知野菜を紹介する常設コーナーの設置（東急ストア大森店４／１０～）
○産地招へいにより、産地の取り組みが理解された
○量販店と今後の取引（フェア等）について合意が出来た。
○業務加工需要開拓に向けて、仲卸との関係が出来き、仲卸と取引のあるそ
れぞれの顧客への展開につながっている。

○県下的には少ない作型（抑制栽培）だが、幡多地域を中心に活着期及び夏
場の高温対策を中心とした初期管理の周知が図られている。

○生産農家（ＪＡ土佐くろしおミョウガ部会）を交えた関係機関での合意形成は
十分図られている。

需要の拡大や消費の減少傾向などの消費流通構造の変化、コスト
増大や高齢化等の生産構造の変化に総合的に対応した。

【流通・販売】
○量販店と今後の取引（フェア等）について合意が出来た。
○業務加工需要開拓に向けて、仲卸との関係が出来、仲卸と取引
のあるそれぞれの顧客への展開につながっている。

【生産】
○産地のまとまりによる、反収５ｔ以上を目指す農家達成率：８１％
○価格安定制度の実施：実施されなかった。
○高知県版GAPその１の導入：４０％、実証圃によるIPM技術の検
討：１ヶ所
○排液処理装置の検討：須崎地区で排液処理装置（５機）を設置し
て、調査を継続している。



戦略の柱
取組方針

施策
項目名及び事業概要
（◆これからの対策）

産業成長戦略（専門分野）

主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

【ユズ】

【ブンタン】

ブンタンのあり方検討の場づくり
○土佐文旦振興対策協議会による県域での文
旦振興策の協議と実践を通じた産地のまとま
りづくり。

品質低下、バラツキ軽減
○高齢化や単価低迷による品質低下等への対
応のためマルチ栽培などの高品質技術やスプ

ユズ園を維持管理する仕組みづくり
○集落や地域で施行されている作業受委託組
織など支え合いの仕組みを作りをより充実さ
せ、県内に普及する。

隔年結果及び品質低下対策の推進
○果樹試験場選抜の優良系統を活用した母樹
園設置など将来の安定的な苗木供給体制の整
備。学び教えの場による基本技術の徹底。

出荷予測の精度向上と計画的販売強化
○冬至ユズの出荷予測システムの検証と精度
向上
により、冬至の集中出荷を分散化など戦略的
販売の実践。

ユズ果汁等の安定供給と販路、需要の拡大
○衛生管理等実需者ニーズに対応した搾汁、
加工施設の導入と高知県ユズ振興対策協議会
への支援を通じたユズ果汁等の需要拡大を図
るとともに、県域でのユズ振興の仕組みづく
りを行う。

○協議会の活動テーマの絞り込みと実践。

○補助事業によるモデル的な技術導入と成果の
紹介による技術普及

○アンテナショップや産業振興アドバイザー等の

○土佐文旦振興対策協議会の地区協議会を幡多地区、中央地区の２カ
所で開催した。

○特産果樹振興事業（県単）及び、果樹経営支援対策事業（国）などによ
るマルチ資材、スプリンクラー等の導入支援を行った。また、、まとまりあ
る園芸産地育成事業による学び教え合う場等を活用し、現地実証ほの設
置や技術普及を行った。

○産地に適した仕組み作りについての課題整理
と生産者との意識共有

○増殖方法や配布方法等の各産地での合意形
成
○隔年結果防止や品質のワンランクアップを意
識した栽培管理の指導徹底。参加率の向上

○出荷予測の精度向上に向けた各産地の意識
醸成と予測値を活かした販売戦略を実現できる
産地体制づくり（主要産地）

○ユズ果汁等の需要拡大に向けた県域での取
り組み、今後のユズ振興に向けた基金造成など
の仕組みづくり

○香美市地域雇用創造協議会では、生産者を巡回して、労働力補完等に
関する調査や北川村での先進事例調査、また、ユズ部会との協議などを
通じて、農作業受委託に関するニーズの把握や産地に適した仕組みにつ
いて協議を行った。

○果樹試験場選抜系統による母樹園設置状況及び、需要調査を実施。ま
た、各産地では、母樹園設置や今後の増殖体制に関する協議を行った。

●ユズ販売会議（ゆず協青果部会）（8/3）の参画と、生産予測等の情報
共有による、学び教え合う場での青玉、カラーリング出荷の奨励等、計画
的販売への支援を行った。
○出荷予測の第一次調査を県下の３０カ所のほ場で実施

●ユズ需要拡大緊急対策事業を創設し、高知県ゆず振興対策協議会に
対し、１０００万円の補助金による組織及び活動強化による支援を決定し
た。
●シンガポール食品見本市（4/20～23）にＪＡ土佐あき（本所、北川）、ＪＡ
土佐れいほくが参画。
●ゆず協加工部会（２回）、幹事会（２回）の開催
●ユズ果汁等消費拡大イベントの開催（３回）
●ユズ搾汁施設に関する高知県版ＨＡＣＣＰ説明会の開催

【ユリ】

○‘南国そだち’を核とした早期米の販売促
進
　活動への支援
○高品質安定生産とコスト低減取り組みへの
　支援
○地域特性を活かした売れる米作りの推進

○経営計画の策定
○経営計画の実践支援
○県域のまとまりづくり（高知県の花きの総
合PR）

(3) 売れる米づくり

◆地域特性を活かした売れる米づ
くりの推進
◆販売対策
◆新たな国の制度への対応

◆高品質安定生産とコスト低減の取組
◆県産米の県外および県内販売、消費拡大の
強化
◆南国そだち等の早期米の販売促進活動
◆県内地域ブランド米の育成
◆新たな国の制度への対応

◆こうち売れる米作り産地育成事業費補助金(3500千円）
◆県内および県外への県産米ＰＲ活動
◆県内および県外試食販売活動
◆米の消費拡大意見交換会(1回)、品質劣化対策研究会（3回)、稲作検討
会(1回)、近未来創造型稲作研究会(2回)、「売れる米づくり」米ワーキング
(1回)　、新規需要米検討会(2回)

応のためマルチ栽培などの高品質技術やスプ
リンクラーなどの省力技術の導入を図る。

消費宣伝戦略の検討と全国レベルでの展開
○産地や県域での効果的な消費宣伝戦略を実
践し全国展開を図る。また、主要産地に光セ
ンサー選別機を導入し、有利販売に繋げる。

魅力ある加工品の開発
○民間との協働による加工品の開発とテスト
マーケティング。

○１ハウスに各作型が混じるユリ栽培で、作型ご
とに収支を把握するのは非常に困難であり、経
営指導がしづらい。
○ヒートポンプのランニングコスト低減効果を検
証する際、農家ごとに施設立地条件や被覆資材
等が異なるため検証が困難。
○流行の変化や消費地ニーズの多様化に産地
が対応していく必要があるが、各市場や個々の
品目ごとに状況が異なるため、実需者や消費者
の変化を踏まえた生産体制の再構築が必要で
ある。

○ユリ切り下球利用にかかる過去の試験成績一覧とりまとめ
○ヒートポンプ実証成績とりまとめ
○モニタリング調査結果の関係者の共有、今年度の方向性確認

○アンテナショップや産業振興アドバイザ 等の
有効活用。
○光センサー選別機導入を契機とした主要産地
の販売戦略の確立と実践。

○スピード感を持った具体的な商品開発

○国庫事業によるＪＡとさしへの光センサー選果機の導入が決定し、産地
内に検討会が設置され、光センサーを活用した販売戦略について検討
中。

○土佐市の地域アクションプランの、土佐文旦加工推進チーム及び、中
小企業同友会（土佐文旦プロジェクト）への支援。



アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

を示すこと>
目標（H２３）

アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に

現れた形を示すこと>

○光センサー選別機導入産地　　２産地
　　　　　　　　＊（Ｈ２２：導入産地　１産地）

○光センサー選別機導入に伴う高品質化と園芸連
取扱量の拡大

○生産量　１０６９０ｔ（H22～23平均）

　＊（Ｈ２２）土佐文旦振興対策協議会による効果
　　　　　　　的な消費宣伝活動の実践

マルチ栽培普及拡大面積 ２ｈａ

○幡多地区及び中央地区の地区協議会が発足したことで、県域協議会の組
織体制が強化され、活動方針や具体的計画が明確化した。

○特産果樹振興事業により、土佐市、四万十市等で、新たに１１戸、４６ａのマ
ルチ栽培の普及した。また、土佐市の土佐文旦園で、新たにスプリンクラー（７
戸、2.8ha）、モノレール（９戸、5.1ha）が導入された。

○土佐文旦祭り、アンテナショップの活用などによる消費宣伝、加
工品開発への取り組みなどテーマの絞り込まれ、具体化に向けた
体制が整いつつある。

○香美市地域雇用創造協議会がユズに関する農作業受託組織「ゆずもり」を
設立した。（8/25）

○選抜系統は、６ＪＡへ約７５０本度（Ｈ２２：２JA・４９本）の穂木が配布され、
母樹園設置、増殖体制の検討が行われた。

●高知県ゆず振興対策協議会総会において、加工部会の設置など組織強化
が図られると共に、需要拡大用のﾕｽﾞｽﾃｨｯｸなど新たな資材が作成され、これ
らを活用したｲﾍﾞﾝﾄが県内外で実施され、県域での消費宣伝活動が定着し始
めている。
●４４１件の商談があり、うち１３６件で成約の可能性が高く、シンガポール事
務所を主体に商談活動中。
●ユズ振興資金の造成を含む次年度以降の協議会の活動体制について検
討が開始された。

○高齢化や突発的な事故などで、農作業が行えない生産者が増加
しており、これらに対する支援が期待される（剪定、防除、除草な
ど）

○JA土佐あきでは、北川支所での先行した取り組みが、管内全域
に波及し、JAを主体とした母樹園設置への動きに繋がった。

●本県産ゆずの生産量増大に伴う、県域での需要拡大への取り組
み強化について危機感の共有が図られた。ゆず協の活動を通じ
て、これまで低調であった、各JAの果汁販売などの営業活動も活
発化し、徐々に取引が成立しつつある。

○生産量：８４４０ｔ（H22～23平均）
　　　　　＊（Ｈ２２：１１７００ｔ　H21～22平均）

○ユズ園地維持管理のモデルを２地区以上育成し
県内に普及する。
　　　　　＊（Ｈ２２：２地区）

○新改植面積３０ｈａ／年
　　　　　＊（Ｈ２２：２０ｈａ）

○ユズ果汁のＪＡ在庫量：２００ｔ（適正在庫）
　　　　　＊（Ｈ２１末　７５０ｔ　→Ｈ２２末　４００ｔ）

◆こうち売れる米作り産地育成事業費補助金(2500千円）
全農、JA四万十、営農組織（3；南国市、四万十市、中土佐町）
◆県内および県外への県産米ＰＲ活動（卸訪問、量販店等）
◆県内および県外試食販売活動(関西、関東、とさてらす；600個/日×5日)
◆米の消費拡大意見交換会(20名)、品質劣化対策研究会（　名)、稲作検討会
(　名)、近未来創造型稲作研究会(　名)、「売れる米づくり」米ワーキング(　名)
、新規需要米検討会(　名)

H21年実績
◆県外、県内への販路拡大（県外中食、県内サンシャイン、サニー
マート等で取り扱い開始
◆極早生品種‘南国そだち’の栽培面積の拡大と販売
　150ha、695t（県外600t、県内95t）販売

◆1，2等米比率；80％
◆南国そだちの作付面積；500ha
◆新たな特色ある地域ブランド米の育成；3

　　　　　　　マルチ栽培普及拡大面積　２ｈａ
　　　　　　　新需要マーケティング協議会による
　　　　　　　県外への新たな販路開拓
　　　　　　　ブンタン加工品開発の支援
　　　　　　　（新商品の開発　１事例）

○ヒートポンプ導入効果が把握できたため、今後導入を目指す農家への具体
的なアドバイス等が可能となった。
○今年度の方向性が固まったため、7月以降の調査について各産地と協議が
行える準備が整った。

【成果】
○作型ごとの収支実態の明確化
○ヒ-トポンプを導入した際のノウハウの明確化（中間成績とりまと
め）
○モニタリング調査結果の活用
【今後の対応】
○作型ごとの収支データを活用したコンサルタント活動
○ヒートポンプ活用のノウハウの周知によるランニングコストの低
減
○モニタリング調査で明らかになった市場ニーズに対応し、各産地
が新しい取り組みを行う必要がある。

○栽培面積維持　91ha

○県内酒造会社への文旦搾汁施設の設置され、ＪＡとさしからの加工原料供
給開始（１４ｔ/年）され、新たな文旦リキュールが開発された。また、むき身によ
る新たな商品開発が進行中。

○加工品による宣伝効果や下級品の有効活用による農家所得の
向上が期待される。



戦略の柱
取組方針

施策
項目名及び事業概要
（◆これからの対策）

産業成長戦略（専門分野）

主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

【酪農】

①乳牛個々の乳量、乳質を測定し、飼料給与
の適正化等により牛群全体の能力向上を図る
牛群検定について、全農や家畜診療所など指
導機関の連携を強化するとともに、酪農家同
士の勉強会等を通じて牛群検定への加入を促
進する。

②H21年度に暑熱対策や給水施設など牛舎環境
の改善を実施した県下４地域４戸のモデル農
家において乳量や乳質等の改善状況を調査す
るとともにモデル農家牛舎での研修会等を通
じて生産性向上を図る。

★土佐茶販売対策協議会への支援
　◎生産から流通販売までの対策への支援の
強化

(5) 畜産の振興
①各地域における円滑な検定実施及び指導体
制の確立（全農、家保、ＪＡ、家畜診療所等）

②各地域における事業内容周知及び事業推進
体制の確立（モデル農家、全農、家保、ＪＡ、家畜
診療所等）

・牛群検定推進検討会の開催（３回）
・検定農家研修会の開催（１２回）
・モデル農家状況調査の実施（４回）
・乳用牛舎快適性モデル事業推進会議（１回）

◆「土佐茶」の販売推進体制の構
築

●土佐茶販売対策協議会の活動支援
　　①　県内の消費拡大対策
　　②　県内の販路拡大対策
　　③　県外へのアプローチ
○生産を維持できる仕組みづくりの活動
　　①　生産・加工流通等の総合的調査
　　②　土佐茶ブランド化に関する研究
□：ふるさと雇用再生特別基金の活用した業務委託
　　①　土佐茶の消費拡大・販路拡大に係る業務
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（全農高知県本
部）
　　②　土佐茶普及推進拠点整備および運営業務（ＮＰ
Ｏ法人）

●土佐茶販売対策協議会の活動支援
　　①　消費・販路拡大対策：実践８回
　　②　県外へのアプローチ:：実践２回
○生産を維持できる仕組みづくりの活動
　　①　生産・加工流通等の総合的調査：３回
　　②　土佐茶ブランド化に関する研究：検討会４回
□：ふるさと雇用再生特別基金の活用した業務委託
　　①　土佐茶の消費拡大・販路拡大に係る業務（全農高知県本部）：委託契約の
締結
　　②　土佐茶普及推進拠点整備および運営業務（ＮＰＯ法人）：委託契約の締結、
新規雇用の開始

(4) 土佐茶産地の再構築

【肉用牛】

【養豚】

【飼料米給与による畜産物のブランド化】
①耕畜連携のもと、地域で生産された飼料用
米を家畜に給与するとともに、生産された畜
産物の付加価値化を図る。まずは四万十町で
成功事例を作るため、JA四万十飼料米活用研
究会（ＪＡ、耕・畜農家、関係機関から構
成）の取組を支援。今年度は、H21年産米給与
豚（米豚）を周年出荷し、あわせて販促活動
を強化することで認知度を向上させる。

②肉豚の価格低落時（生産コストに相当する
保証基準価格を下回った場合）に価格差補て
んを行うことにより、養豚農家の経営安定を
図ることを目的として（社）高知県配合飼料
価格安定基金協会が実施している生産者積立
金造成事業に補助することにより、県内肉豚
の安定供給と養豚経営の安定的発展を図る。
平成２２年度は、保証基準価格を460円/kgに
設定し、枝肉価格との差額の８割を補てんす
る。

①飼料米給与による畜産物のブランド化
○飼料用米を飼料化するまでのコスト低減
○飼料用米給与豚肉の販売促進
○飼料用米給与豚の増頭

②地域肉豚価格安定対策
○豚肉価格の低迷

①飼料米給与による畜産物のブランド化
○水田利活用自給力向上事業に係る説明会の開催（１回）
・飼料用米高収量栽培技術検討会

②地域肉豚価格安定対策
・事業説明会の開催（１回）

①
○まとまりのある生産・流通販売戦略へのブラン
ディングに対する関連機関との連携

②
○生産技術向上に向けて関係機関の連携

・土佐和牛ブランド推進協議会準備打ち合わせ会の開催（３回）
・土佐あかうし販売促進会の実施（３回）
・土佐あかうしの産地交流会やPRの実施（３回）
・土佐和牛ブランド推進協議会総会の開催（１回）
・肉用牛生産性技術検討会の開催（３回）
・肉用牛生産性技術研修会の開催（２回）

①土佐和牛消費拡大
○地産地消に取り組むとともに外商ルートを
確立し、需要を高めることで土佐和牛のブラ
ンドの再構築と生産基盤の維持拡大を図る。

②肉用牛生産技術向上
○篤農家の技術の習得や先進農家での研修を
行うことで、ばらつきのある子牛発育及び枝
肉成績の均一化を図り、市場性を高め農家所
得の向上を図る。



アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

を示すこと>
目標（H２３）

アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に

現れた形を示すこと>

県内緑茶消費量の県内産シェア
　　　　　　４８％(H19)　→　６０％(H23)

・牛群検定推進検討会の開催（３６人参加予定）
・検定農家研修会の開催（延べ１２０人参加予定）
・モデル農家状況調査の実施（４戸調査）
・乳用牛舎快適性モデル事業推進会議（１２人参加）

【参考：２１年度】
①新規加入した検定農家が積極的に研修会等に参加するととも
に、自ら他の検定農家の牛舎を見に行くなど、経営改善意欲が高
まった。
②モデル農家の飼養管理改善意識が高まり、牛舎改善による飼料
摂取量増加がみられてきたほか、モデル農家以外の酪農家が牛舎
改善に取り組んだり、生産者組織自ら研修会を開催するなどモデ
ル農家以外でも波及効果が現れた。

○H23年度：経産牛１頭当たり県平均乳量8,000kg
→H22年度への前倒しを実施。

※H22年度：経産牛１頭当たり県乳量8,000kg以上
に

①県内外における消費・販路拡大対策の増加と定着化
②県外へのアプローチの増加
③凍霜害対策の実施に向けた検討の開始
④高知女子大学による試作茶の開発と試験販売の開始
⑤土佐茶カフェ設置に向けた具体的な計画策定

①土佐茶認知度の向上（４９％　→　６２％）
②新たなホームページの開設（２団体）
③夏場の消費拡大に向けた水出し茶の提案（土佐茶HP他）
④２０～３０歳女性を対象とした女子大茶の提案（商品コンセプト：
女子力向上）
⑤凍霜害対策（スプリンクラー導入）に向けた検討（仁淀川町１地
区）

①飼料米給与による畜産物のブランド化
・飼料用米生産面積10.3ha(計画7ja7より約3haの増加)拡大

・米豚の確保のため、生産農家を１戸追加

②地域肉豚価格安定対策
・事業説明会の開催（１８人参加）

①飼料米給与による畜産物のブランド化
・取組の成果として３月の米豚売り出し後、取扱店の順調な増加（３
月 17店→４月 21店）
・米豚の生産拡大
（１戸年間2,000頭→2戸年間2,800頭）

○飼料用米給与豚の生産拡大：3,200頭

※H2２目標：2,000頭

・土佐和牛ブランド推進協議会準備打ち合わせ会の開催（延べ１５人参加）
・土佐あかうし販売促進会の実施（９店予定）
・土佐あかうしの産地交流会やPRの実施（６人参加、料理雑誌掲載２回）
・土佐和牛ブランド推進協議会総会の開催（２２人参加）
・肉用牛生産性技術検討会の開催（約８０人参加）
・肉用牛生産性技術研修会の開催（約５０人参加）

【参考：２１年度】
○発育優良子牛の市場割合の向上
・ H20＝31％からH21＝39％へ
○枝肉成績の向上
・褐毛去勢：枝肉重量453.3kg（前年比4.7kg増）、枝肉単価1,399円
（前年比8円増）
・黒毛去勢：枝肉重量467.6kg（前年比3.7kg増）、枝肉単価1,686円
（前年比149円減）

○平成23年度：肉用牛飼養頭数7,000頭

※平成22年度目標：生産基盤の維持、肉用牛飼
養頭数約6,400頭



戦略の柱
取組方針

施策
項目名及び事業概要
（◆これからの対策）

産業成長戦略（専門分野）

主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

【土佐ジロー】

①地域の実需に応じた家畜飼料の安定的供給
や品質確保を図るため、耕畜連携による自給
飼料の生産体制確立と生産面積拡大について
取り組む。特に、今年度実施される国の水田
利活用自給力向上事業を活用したWCS用稲の増
産や、温暖な高知ならではの早期米生産地域
における再生稲（刈取後に再生する稲）の飼
料利用を支援し、今年度は生産面積を県下で
約51h まで拡大する

○平成２０年度から本格稼動した大川村の種
鶏・孵卵センターの生産体制に見合う県内外
の販路拡大の取組を実施。
○特定ＪＡＳ認証取得によるブランドの確
立、種鶏・孵卵センターからの雛供給、生産
農場から出荷処理するまでの円滑な生産体制
の確立を支援し、食鳥処理施設整備の検討を
実施。

【畜産共通】
◆畜産における生産コストの低減
対策

①飼料自給率の向上
○地域一体となった取組体制の確立
○地域の実需にあった飼料生産体制の確立
○WCS用稲などの生産拡大時における収穫・調
整機械の確保
○非取組地域への波及

②家畜衛生対策
○地域一体となった取組体制の確立
○地域の生産阻害要因の分析と対応

①
○WCS生産計画の策定（７カ所）
○稲ＷＣＳの生産体制づくり検討会(高知市2回、幡多1回)
○新たな県単事業の立ち上げ(稲発酵粗飼料利用促進事業）
・収穫調整機械実演のための打ち合わせ(5回)

②
○家畜衛生対策の開始
○口蹄疫の防疫対策
・県内防疫対策会議の開催（２回）

【土佐はちきん地鶏】
◆土佐はちきん地鶏生産流通戦略

○県外での流通拠点、発注システム作り
○県内での食肉販売店の拡大

○県内外量販店での試食販売会の開催（12回）
○生産・処理・販路拡大に係る検討会の開催（17回）
○産地交流会の開催（３回）
○東京アンテナショップでの食材セミナーの開催予定（1回）

○孵卵施設の運営管理
○生産から流通までの一元集出荷体制の確立

○生産技術検討会の開催（４回）
○合同販売促進会の開催（１回）
○産地交流会の開催（１回）

○本県の特産地鶏である土佐ジローの雛の安
定供給体制の確立や高品質の卵・肉の生産流
通拡大を推進するため、県内でのふ卵施設の
整備、中山間地域における農家育成、特定JAS
認証取得によるブランド力の向上や県内外の
販路拡大の取組を実施。

○担い手農家が減少する中で、園芸産地の維
持・発展のため、規模拡大等により、意欲と
能力のある担い手農家の経営発展を支援する
ことで、企業的経営体の育成を図る。
○求人を希望する規模拡大志向農家及び農業
技術を持った雇用希望者を登録し求人と雇用
のマッチングを図るための労働力確保・あっ
せんのシステム稼働に向けて支援する。

○新規認定農業者の確保については、認定候
補者リストの精査を行い、講習会やＪＡ生産
部会等により経営改善計画の作成を支援。
○認定期間の中間年を迎える農業者について
は、地域担い手協議会が中心となって、経営
改善計画の進捗状況を確認し、目標達成に向
けた支援を実施し、再認定につなげる。
○認定期間を満了する農業者については、地
域担い手協議会が面談方式により目標達成の
検証、課題解決方向等の検討を行い、新たな
計画の作成を指導する。

◆経営規模拡大による企業的経営
体の育成と優良な労働力の確保

○担い手の経営発展や園芸産地の維持に向け
ての規模拡大等による企業的経営体育成の必
要性について、地域担い手協議会メンバーの認
識共有。
○企業的経営志向農家をモデル農家へ誘導す
るための意識醸成及び各種セミナー等への参加
誘導。
○求人農家と雇用希望者とのマッチングによる
労働力確保。

○企業的経営体育成に係わる事業の周知（市町村等説明会２回、農業振
興センター経営関連担当者会、地域担い手協個別ヒアリング１回）
○農業改良普及課・所ごとの企業的経営モデル候補農家の把握依頼
○ＪＡ無料職業紹介所のマッチング状況の把握（１回：９ＪＡ）
○無料職業紹介所とハローワークとの連携について労働局との協議（１
回）
○企業的経営志向農家に対する「雇用管理や規模拡大」をテーマとした
研修会、セミナー等の開催（３回）
○ＪＡ無料職業紹介所の活動及び運営等に関する研修会の開催
○企業的経営シンポジウムの開催
　（今後の支援要請等把握するためのアンケート調査実施）

　

約51haまで拡大する。

②地域で課題となっている伝染性疾病等の対
策を畜産農家を中心に実施し、PDCAサイクル
による生産性向上を図る。PDCAサイクルによ
る生産性向上を図る。

６ 担い手の育成と生産資源の保全

(1) 認定農業者の育成・確保

◆新規認定者の確保と併せ、認定
期間の中間年や満了を迎える農業
者に対し、進捗状況の確認と達成
への支援

○認定農業者の経営改善計画の達成及び再認
定に向けたフォローアップ活動の必要性につい
て地域担い手協議会メンバーの認識共有。
○担い手育成・確保のための課題や新規就農者
の確保の必要性の共通認識。
○地域担い手協議会の構成メンバーの協力体
制の強化。（市町村、ＪＡ、振興センター等）

○認定農業者等担い手育成に係わる事業の周知（市町村等説明会２回、
地域担い手協個別ヒアリング１回）
○地域担い手協議会に対する効果的な取り組み事例の提供等によるフォ
ローアップ活動実施依頼（文書１回、研修会１回、地域協個別ヒアリング１
回）
○新規認定候補者リストの精査（6月中の回答依頼）による積極的な新規
認定誘導依頼（文書１回、研修会１回、地域協個別ヒアリング１回）
○Ｈ23認定期間満了者に対する準備作業を依頼（研修会１回、地域協個
別ヒアリング１回）

・口蹄疫対策緊急四国４県主務畜産課長会の開催（１回）



アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

を示すこと>
目標（H２３）

アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に

現れた形を示すこと>

○H23年度：生産羽数１４万羽

※H22年度：生産羽数10万羽

①
○WCS生産計画の策定（47.1ha計画）

②
○家畜衛生対策の実施（７カ所）
○迅速な口蹄疫の防疫対策を実施
・四国での酪農、肉用牛、養豚農家の一斉消毒（本県353戸）
・四国４県が連携と協調した防疫体制を構築

①
○稲WCSに取り組む地域と水田面積
（H21:４市町村・33.2ha→H22計画９市町村・54.8ha）
【継続】南国市6ha、高知市（介良）25.5ha、佐川町4.2ha、三原村
1.1ha
【新規】安芸市0.5ha、高知市(布師田、五台山)6.8ha、四万十町
1.7ha、幡多地域（宿毛市、四万十市）7.2ha、香美市1.9ha

○再生稲発酵粗飼料の生産面積：52ha

※H21目標：17ha

○県内外量販店での試食販売会の販売拡大（精肉約１トン） ○商談成立による取引開始（６件）
　取扱店の増加（21年3月：214店舗→22年5月：340店舗）

○品質向上の卵質検査の実施（50戸） ○商談成立による取引開始（3件） ○H２３年度：飼養羽数５万羽

※H２２年度：飼養羽数３万２千羽

○認定農業者数：４，３４０経営体

○企業的経営体育成に係わる事業説明会開催により、Ｈ22年度実施事業の
周知が図られた。（市町村、ＪＡ、振興センター：210名出席）
○労働局との協議により、無料職業紹介所とハローワークの連携の必要性に
ついて互いの認識が確認できた。
○企業的経営モデル候補農家数：13戸（Ｈ21年度末現在）
○企業的経営シンポジウム参加者数：農家26名を含む83名
　　　アンケート回答数：全体29/83、農家：9/26
○研修会、セミナー参加者数（2回合計）：農家58名を含む124名

【２２年度】
・シンポジウム参加農家のうちの企業的経営検討意向農家：５名
（Ｈ21～累計13戸）
・ＪＡ無料職業紹介所におけるマッチング実績：38名（31農家）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9ＪＡ、4～6月実績）

【参考：２１年度】
・シンポジウム参加農家のうちの企業的経営検討意向農家：８名
・ステップアップセミナー参加農家のうちの規模拡大取組意向農家：
４名
・ＪＡ無料職業紹介所の開設：９ＪＡ
・ＪＡ無料職業紹介所におけるマッチング実績：105名（76農家）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8ＪＡ、3月現在）

○認定農業者数：４，３４０経営体

　※その他の目標
　　　規模拡大志向農家のリストアップ：100戸
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Ｈ22まで）
　　　モデル農家の育成30戸（Ｈ23まで）
　　　ＪＡで無料職業紹介所の開設

○認定農業者等担い手育成に係わる事業説明会開催により、Ｈ22年度実施
事業の周知が図られた。（市町村、ＪＡ、振興センター：210名出席）
○認定3、5年目の認定農業者フォローアップ活動を実施。（地域担い手協議
会）
　　　実施者166名／対象者1,095名（6月末現在）
　　　内訳　3年目：64/564、5年目：102/531
○認定農業者候補者リスト数：745名（6月末現在）

【２２年度】
○認定農業者数：3,796名（H22.6月末現在）
　　　新規認定：18名、再認定：51名（再認定率54.3％）

【参考：２１年度】
○認定農業者数：3,798名（H22.3月末現在）
　　　新規認定：147名、再認定：372名（再認定率86.3％）



戦略の柱
取組方針

施策
項目名及び事業概要
（◆これからの対策）

産業成長戦略（専門分野）

主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

◆異業種からの農業参入支援

○異業種からの農業参入の必要性や現状・課
題等について、研修会等を通じて市町村等関
係者に認識を深めさせるとともに、各種制度
や相談内容等の情報共有に取り組む。

○関係部局と連携した説明会や個別対応を通
じて、農業参入希望企業等に地域農業の概要
や各種制度を周知させ、意向や要望に応じて
地元関係機関と連携して対応する。

◆ＪＡ出資型法人の設立を強力に ○ＪＡ出資型法人の設立の必要性等について Ｊ ○ＪＡの検討ＰＴ等への参画

○新規就農するうえで必要となる農業技術や
経営管理能力を身につけさせるため、就農希
望者に対する就農前の実践研修の場を拡充す
る。

○新規就農者の確保・育成を図るため、県農
業公社による遊休ハウス等の情報収集・提供
や関係部署による初期投資軽減策の有効活用
を行う。

○農業参入支援に向けて、各関係機関との各種
制度や参入希望企業等の相談内容や進捗状況
等の情報共有。

○円滑な農業参入に向けて、農地や施設、資
金、労働力、技術、販路等の確保に加えて地元
調整が課題。

○他部局と連携した説明会の開催（準備）
○相談対応

(2) 新規就農者の確保・育成

◆市町村での実践研修や遊休ハウ
スの活用等に対する支援

○研修生が少ない負担で実践研修できるよう
に、新規就農研修支援事業の導入を未実施市
町村に推進すること（H21年度末は15市町村が
導入済み）。また、円滑な実践研修が実現できる
ように、研修生受入の受け皿となる指導農業士
の認定推進や、研修生と市町村等とのマッチン
グなど、新規就農者の受入体制を強化すること。

○就農にあたっては農地、住宅、資金、技術等
の確保と、地域とのコミュニケーションづくりが課
題となる。農家等での実践研修を通じてこれらの
課題を解消することができるが、就農希望者の
ニーズに対応するためには、各関係機関の連携
による農地、遊休ハウス、住宅等の情報収集・提
供が望まれる。

○市町村等に対する新規就農研修支援事業の導入推進
説明会４回

○県内外就農相談会での就農相談対応と県内就農のＰＲ

○地域担い手協への指導農業士の推薦依頼

経営不振農家に対するＪＡグループと県の協
働の取り組みを強化する（個別農家に対する
経営支援活動の強化、ＪＡの主体的な取り組
みをサポート、支援農家の営農資金に対する
支援）

(4) 耕作放棄地の解消・担い手との
マッチング

◆耕作放棄地の再生利用の推進と
新たな担い手とのマッチング支援

○所有者の意向把握
○新たな担い手確保
○作付け品目の選定

Ｈ２１解消実績
事業活用　　　 ８hａ
他事業活用　１４hａ
自主解消　　 ９０hａ
　合　計　　１１３hａ　（うち営農再開は４５hａ）

・各種説明会での事業説明（３３回）

・県農業公社による遊休農地（耕作放棄地含）等の情報収集及び提供

○地域農業を支える新たな担い手として、農
業に精通したＪＡが運営の主導権をもつＪＡ
出資型法人（農業経営や農作業の受託を行う
とともに、研修生を受入れるなど、地域に貢
献できる法人)の設立を支援する。
○新たに法人設立を検討するＪＡの掘り起こ
しを行うとともに、設立検討ＰＴの立ち上げ
を促進する。
○法人設立促進のための地域の合意経営や設
立準備を支援するとともに、設立後の経営安
定に向けた機械・施設整備等を支援する。

(3) 経営不振農家への支援

◆経営不振農家に対するＪＡグ
ループと県の協働の取組強化

農協と農業振興センターなどからなる「経営改善
支援チーム｣がリストアップした重点支援農家に
対し、以下の取り組みを行うことで、早期の経営
安定・改善と経営の目標管理ができる経営体の
育成を図る。

●栽培技術や経営管理､生活管理などの総
　　合的な支援
●ＪＡ中央会・公社などの関係機関との連携
　　強化
●短期営農負債の利子負担軽減及び保証枠
　　の拡大による資金繰りの改善

○経営不振農家対策事業費
　・農業経営改善支援事業（環境農業推進課）　906千円
　・農業経営改善支援営農資金利子補給金（協同組合指導課） 3,144千円
　・　　〃　　　　　〃　　特別準備出えん金（協同組合指導課）　84千円

○経営不振農家対応担当　農業振興センター　普及指導員13名

◆ＪＡ出資型法人の設立を強力に
サポート

○ＪＡ出資型法人の設立の必要性等について、Ｊ
Ａでの認識共有及び意識向上。
○地域担い手協議会を通じた情報の共有化と課
題の認識共有。
○検討開始ＰＴでの情報の共有化とＪＡ中央会と
の連携。
○法人設立に向けた体制、事業内容、経営計画
及びＪＡ組合員等の合意形成。

○ＪＡの検討ＰＴ等への参画
　・ＪＡ南国市：２回（ＪＡ出資型法人と雇用創出推進協議会との一体化
　　協議検討及び県の支援策紹介）
○ＪＡ出資型法人設立促進のための県支援事業等の周知（市町村等説明
会２回）
○法人設立意向を示すＪＡへの個別協議（検討促進及び県支援策紹介
等、３ＪＡ：高知春野、高知はた、土佐あき）
○担い手育成確保対策についてのＪＡ部課長等との協議の中で、法人設
立検討を依頼（７ＪＡ）
○法人設立に向けた取り組み状況の確認とＰＴ立ち上げ依頼。（ＪＡ高知
はた）

耕作放棄地を活用し新たな担い手を確保し
て、優良農地の確保と食料自給力の向上をめ
ざす。

カウンセル ｺﾝｻﾙ

9 12 264 130 211 1,112

チーム

会
普及 ＪＡ

対象
人数

支援回数



アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

を示すこと>
目標（H２３）

アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に

現れた形を示すこと>

○県設立促進事業の活用予定：南国市担い手協議会 【２２年度】 ○ＪＡ出資型法人数：５法人

○関係機関と連携した就農支援
　新規就農者年間確保目標：170名

○説明会では、２ヵ所で３０社が参加し、うち２社と個別面談 （参考：Ｈ２１）
　　異業種からの法人参入
　　５法人が新規参入し、新規就農者８人、経営面積3.2haが増加

○新規就農者　年間170名

　・他部局と連携した説明会の開催

○市町村が行う実践研修
　実践研修生１９市町村、３４名

○県内外就農相談会での就農相談数
　　東京（５/22)；24名、大阪（７/３)；21名、高知市（８/14)；9名
○指導農業士の認定
　　新規認定候補者６名

（Ｈ２２）
○市町村における新規就農研修支援事業の取り組み強化
　制度導入２１市町村（Ｈ２１年度１５市町村）
　実践研修生３４名（Ｈ２１年度２１名）
○指導農業士の認定
　これまで指導農業士が不在であった市町村でも認定推薦があり、
新規就農者を育成する体制が充実しつつある。
○新規就農者
　平成２２年度調査では、197名を新規就農者として把握した。

(参考：Ｈ21）
　・新規就農研修支援事業　制度導入15市町村、研修生21名
　・就農相談３４６名
　・指導農業士新規認定者　　9名
　・新規就農者　161名

○H21年度実績：農家経済余剰（9普及課・所分）
　・目標20％に対し、37％（46戸）と目標達成

○利子補給事業等（H22.8.1現在）
　・契約ＪＡ数：12JA、
　・利用JA数：7JA、利用農家戸数：43戸

○経営改善農家割合
　　H19：10%　→　H23：20%以上

○県設立促進事業の活用予定：南国市担い手協議会
○ＪＡ出資型法人設立検討ＰＴの母体となり得る「地域農業システム検討会」
を立ち上げ：ＪＡ高知はた

【２２年度】
○総代会での法人設立承認（ＪＡ土佐れいほく）

【参考：２１年度】
・設立予定法人の事業内容及び収支計画案を作成。
　（ＪＡ土佐れいほく）
・ＪＡ出資型法人の必要性を認識（４ＪＡ）
　　土佐れいほく、高知春野、南国市、高知はた
・既存の法人であるＪＡ四万十が先駆的法人として意識の向上が図
られ、経営確立に向けて新たな事業展開を検討開始。（研修事業
への取り組み）
・設立検討ＰＴによる最終報告書を作成、ＪＡ理事会に諮る。
　（ＪＡ土佐れいほく）

○ＪＡ出資型法人数：５法人

　※Ｈ２２目標
　　Ｈ２３年６月のＪＡ総会等への法人設立を
　　付議（３ＪＡ）

・①実施確定・４市町0.87ha
　　(高知市、土佐清水市、いの町、本山町）

  ②実施調整中・９市町8.9ha
　　（室戸市、安芸市、土佐市、四万十市、安田町、中土佐町、大月町、黒潮町）

・農地情報１５４件（うち放棄地情報６６件）、空ハウス情報１０件（うち要修繕４
件)

【22年度】
いの町0.15ha交付決定

【参考２１年度】
○宿毛市では３．８haの大規模な実証ほ場を設置
○Ｈ22年度に高知市では、借り受ける耕作放棄地に隣接する自己
農地を含めてハウス新設を検討中。
○農政局の優良事例候補に２事例（四万十市で新規就農者が有機
栽培米1.12hａ、黒潮町で農業生産法人がサトウキビ1.64hａ）

○耕作放棄地解消目標面積（他事業の活用、自主
解消によるものを含む）
                計画　　　　　　実績
　　H21　　　３０ha　　　　１１３hａ
　　H22　　１２０ha
　　H23　　１５０ha
　合計    　３００ha

経営再建を支援する農家のうち、

経済余剰が生まれる農家の割合

経営再建を支援する農家のうち、

経済余剰が生まれる農家の割合

経営再建を支援する農家のうち、

経済余剰が生まれる農家の割合

農家の変化割合(%) 改善 維持 悪化

総出荷量 51 20 29
Ａ品率（％） 27 59 14
売上（千円） 35 22 43

農業所得（千円） 43 20 37
負債総額（千円） 46 38 19

経済余剰（千円） 39 26 44
農家意欲 44 53 19
栽培管理技術 24 47 29

経営管理能力 13 53 34
家計管理能力 8 53 39



戦略の柱
取組方針

施策
項目名及び事業概要
（◆これからの対策）

産業成長戦略（専門分野）

主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

過疎化・高齢化・混住化等の進行に伴い、農
業者のみでは適切な保全管理が困難になった
農業用施設を、非農家を交えた地域ぐるみで
保全管理する体制づくりを促進するととも
に、農業者ぐるみでの先進的な営農活動を推
進し農村環境の保全を図る本対策の継続及び
制度の改正を推進する。

◆基幹的農業水利施設の適正な更
新と予防保全

◆農地・水・環境保全向上対策の
推進 本体策の更なる推進には、先進的営農活動及び

集落営農の導入が考えられるが、その内容が把
握できていない活動組織があると思われる。

・施策評価（中間）の作成及び国への提出
　　本対策が農業用施設の保全管理に有効であり、かつ将来的にも
　必要である旨の評価を国へ伝える。
・ブロック別説明会の実施（県下６会場・活動組織代表者を対象）
　　施策評価（中間）の報告及び先進的営農活動、集落営農について
　の概要説明を行う。

①機能保全計画の策定
・本県農業を支える基幹水利施設の老朽化状
　況の把握ができていないため　計画的な保
　全管理が困難。
②老朽水路の簡易補修技術の習得
・管理者自らが行う簡易補修には、施設の劣
　化状態に応じた適切な補修工法の選択や補
　修技術の習得が必要だが、現場では適切な
　補修工法の選択がなされておらず補修の効
　果が短期間で失われているケースがある。

①基幹水利施設の機能保全計画策定委託業務発注
　２地区（６施設）
　機能診断調査を実施
　１地区（２施設）

②簡易補修工法研修用映像制作プロポーザル
　・映像製作業者と契約
　高知大学と簡易補修工法の作業内容打合せ
　・補修工法選定
　・作業実施手順
　・企画書打合せ
　・現場撮影日程の調整

①これまで整備してきた農業用用排水施設の
多くが耐用年数を経過し老朽化が進行。特に
基幹的な水利施設が機能障害に陥れば広範囲
に被害が及ぶ。このため機能診断を実施し適
正な予防保全対策を推進する。【計画策定施
設数　H22：6施設】
②老朽化した水路の中には農家等の水路管理
者自らが簡易な補修を行うことで漏水等を抑
えて機能回復を図り長寿命化させることが可
能。大学と連携してこうした地域の取り組み
を推進する。【H22：簡易補修技術研修用ＤＶ
Ｄ作成】

(5) 農業農村整備の推進



アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

を示すこと>
目標（H２３）

アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に

現れた形を示すこと>

・国の第三者委員会にて、「中間評価取りまとめ骨子案」が提示される。

・先進的営農活動、集落営農に取り組む意欲のある活動組織を把握。

【参考：２１年度】
【成果】
・活動組織は、アンケートに回答することにより、これまでの活動を
振り返り、活動の有効性を再認識し、これからの活動計画に反映。
・体制整備構想（案）作成にあたり、地域での話し合いを行うことに
より、組織の自立、活動の定着を促し、本対策の有効性を確認。

【今後の対応】
　作成した施策評価（中間）を第三者委員会にて承認をうけ、国
　へ提出するとともに、本施策の改善点についても国へ要望。

①基幹水利施設の機能診断、機能保全計画の策定
　　２地区（６施設）
　機能診断調査の実施
　・１地区（２施設）で、問診、外観調査、簡易二次診断を実施することで、
　施設の状態を把握。

②簡易補修工法研修用映像制作プロポーザル
　高知大学と簡易補修工法の作業内容打合せ
　・補修工法は３工法に選定。

【参考：２１年度】
○機能保全計画を策定する施設数
　・H21年度に６排水機場の保全計画を策定：累計13/27施設
　・６排水機場により湛水被害が防止される農地面積＝445ha
○機能診断に基づく予防保全対策の事業化
　・H20実施の機能診断で保全対策実施が必要と判断した
　　４施設について国へ事業化を申請（Ｈ22新規要望）
　・１取水堰により用水が安定供給される農地面積＝1849ｈａ
　・３排水機場により湛水被害が防止される農地面積＝73ha
○ストックマネジメントに関する技術力向上
　・マニュアル検討会、現地研修会を通じ、センター技術職員
　　の機能診断、余寿命予測、最適化計画等に関する技術力
　　が向上
　・機能診断から保全計画策定までがマニュアルに基づく統一
　　された考え方で策定可能となった。

○機能診断・機能保全計画の策定施設数
　　Ｈ２３まで　：　22/27施設



戦略の柱
取組方針

施策
項目名及び事業概要
（◆これからの対策）

産業成長戦略（専門分野）

主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

地産地消・外商課等からの情報を基に衛生管
理能力の向上を目指す施設をピックアップ
し、高度衛生管理手法及び認証制度の取得を
目指した指導・助言を実施する。このことに
よりＨＡＣＣＰ手法を取り入れた自主衛生管

土佐文旦の消費宣伝戦略の検討と全国レベル
での展開
○産地や県域での効果的な消費宣伝を実践し
全国展開を図る。また、主要産地に光セン
サー選別機を導入し、有利販売に繋げる。

ユズ果汁等の安定供給と販路、需要の拡大
○衛生管理等実需者ニーズに対応した搾汁、
加工施設の導入と高知県ユズ振興対策協議会
への支援を通じたユズ果汁等の需要拡大を図
る

魅力ある加工品の開発
○民間との協働による加工品の開発とテスト
マーケティング。

◆工場の衛生管理の高度化
◆食品関連施設における衛生管理能力の低さ
◆食品関連事業者の食品衛生に対する認識不
足
◆他部署（工業技術センター等）との連携強化
◆ＨＡＣＣＰシステムによる衛生管理手法のＰＲ
不足

◆地産地消外商課等の関連課・組織との事業説明・打合せ　　 　　 多数
回
◆認証取得希望施設等への助言・指導　　　　　　　　　　　　　　のべ５３施
設
◆ＨＡＣＣＰ手法関連研修会　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　７
回

２ 新たな取組による農業・農村の発展

１ 1.5次産業の推進

(1) 産業化への取組

◆原材料の生産から、加工、流
通、販売まで、トータルに支援を
行う体制の構築と、事業のパッ
ケージ化

○アンテナショップや産業振興アドバイザー等の
有効活用。
○光センサー選別機導入を契機とした主要産地
の販売戦略の確立と実践。

○ユズ果汁等の需要拡大に向けた県域での取
り組みを実践する仕組みづくり

○スピード感を持った具体的な商品開発

○土佐文旦振興対策協議会の地区協議会を幡多地区、中央地区の２カ
所で開催した。
○国庫事業によるＪＡとさしへの光センサー選果機の導入が決定し、産地
内に検討会が設置され、加工原料への供給も含めた販売戦略について
検討中。

●ユズ需要拡大緊急対策事業を創設し、高知県ゆず振興対策協議会に
対し、１０００万円の補助金による組織及び活動強化による支援を決定し
た。

○土佐市の地域アクションプランの、土佐文旦加工推進チーム及び、中
小企業同友会（土佐文旦プロジェクト）への支援。

●ゆず協幹事会において、ものづくりプロデューサーとの意見交換を実施

地域のこだわり資源を地域(集落)の新たな産
業の創出(産地化)へと育成するため、民間企
業のノウハウを活用した加工品の創出や、ブ
ラッシュアップによる生産拡大を支援する。

より 手法を取り入れた自主衛生管
理手法の浸透を図り、県内食品関連施設の衛
生管理能力の向上を目指す。また、工業技術
センター食品開発課が主催する品質管理講習
会において、ＨＡＣＣＰ関連の講義を行い、
能力向上意欲のある企業の掘り起こしとＨＡ
ＣＣＰ手法の啓発をおこなう。

(2) 地域加工の推進

◆高知県産にこだわりを持った加
工品や地域固有の加工技術を活か
した加工品が、地域で開発できる
よう、企画から加工の規模拡大ま
での総合的な支援体制づくりと、
事業のパッケージ化

・地域との情報共有と連携

・地域加工への取組意識の高揚

・個別企業・団体へのマッチング・生産管理・商品づくり等支援：２５件（８月
中旬現在）



アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

を示すこと>
目標（H２３）

アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に

現れた形を示すこと>

●本県産ゆずの生産量増大に伴う、県域での需要拡大への取り組
み強化について危機感の共有が図られた。
●海外への販路開拓も含め、県域での果汁品質の統一に向けた
各産地の担当者の意識統一が図られた。
●４４１件の商談があり、うち１３６件で成約の可能性が高く、シンガ
ポール事務所を主体に商談活動中

○加工品による宣伝効果や下級品の有効活用による農家所得の
向上が期待される。

◆ゆず振興協議会と連携することにより、認証制度（ゆず搾汁業）を高知県の
基準とするとすることができ、ブランド化を加速することができた。
◆食品関連施設等に対し、高度衛生管理から認証制度に繋がる衛生管理方
法のステップアップについて周知がはかれた。
◆高知市内の認証制度取得を希望する２施設に対して直接指導することによ
り、うち１施設の新規申請の目途が立った。
◆ＨＡＣＣＰ手法による衛生管理の重要性について食品関係者等（８月１９日
現在：のべ２１４名）に対し周知ができ、着実に浸透が図れている。

◆認証制度を共通基準として設定することにより搾汁施設を持つＪ
Ａ間（８施設）において衛生管理向上に対する競争意識が生まれつ
つある。
◆ＨＡＣＣＰ手法を取り入れた施設衛生管理の必要性が徐々に広
がり、ＨＡＣＣＰ対応施設とするべく、新設・改修時に合わせた問い
合わせが増加しつつある。このことにより指導も容易となり、また、
施設側も手戻り施行が防げ、費用の軽減につながっている。

●高知県ゆず振興対策協議会総会において、加工部会の設置など組織強化
が図られると共に、需要拡大用のﾕｽﾞｽﾃｨｯｸなど新たな資材が作成され、これ
らを活用した需要拡大ｲﾍﾞﾝﾄが実施されている。（３回）
●県版HACCP導入に関する説明会の開催（7/20）
●シンガポール食品見本市（4/20～23）にＪＡ土佐あき（本所、北川）、ＪＡ土佐
れいほくが参画。

○県内酒造会社への文旦搾汁施設の設置され、ＪＡとさしからの加工原料供
給開始（14ｔ/年）され、新たな文旦リキュールが開発された。また、むき身によ
る新たな商品開発が進行中。
●新たな加工品開発への動きが出始めている。

地域加工の進展によｔり地域事業者の所得が向上
している

・関係機関が連携した設計支援：１件

【参考：２１年度】
　・食品衛生及び表示に関する意識の向上
　・食品衛生に関する意識の向上及び加工プロセスの改善
　　　（基礎調査実施企業）

現在：の ２１４名）に対し周知ができ、着実に浸透が図れている。



戦略の柱
取組方針

施策
項目名及び事業概要
（◆これからの対策）

産業成長戦略（専門分野）

主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

　高知県内の新鮮な農業・水産・畜産物を中
心とした「安全」「安心」な素材を活用した
地産地消の取り組みを消費者に広くアピール
するため、野菜で元気店等を活用し、高知県
内の食材を活用したメニューを提供する場づ
くりを行い、「高知の安全・安心な食材」を
再認識する場を提供するとともに、生産者、
料理人、消費者の交流の場をつくる

(2) 食育（学校給食）による地産地
消の拡大

◆県民みんな農産物応援団づくり
・高知の野菜ソムリエとの連携
・野菜で元気店の活用
・高知の食の消費者へのPR
・生産者と実需者の交流の場づくりによる「高知
の食」の活用促進

・食材や農林漁業体験情報をおいしい風土こうちサポーター（旅館）に提
供した。
・高知食フェスタ２０１１（仮称）について庁内協議（農業振興部）を行った。
・高知女子大学と学園蔡企画について協議を行った。

　来店型販売形態の充実・強化と業務筋（外
食、中食、学校給食）のニーズに合わせた生
産、出荷、情報発信ができる直販所づくり
　直販所における安全・安心の取り組みを進
め、地域の経済・交流の活性化の拠点として
直販所を活性化させていくため、直販所の
「安心係」を養成するとともに、昨年度構築
した情報管理システムを活用したモデル直販
所での情報発信や、見せる店つくりなど、直
販所のステップアップに取り組む。

２ 「高知の食」を活用した取組の拡大

(1) 地産地消の持続的発展

◆来店型販売形態の充実・強化と
業務筋（外食、中食、学校給食）
のニーズに合わせた生産、出荷、
情報発信ができる直販所づくり

・安心係の養成
・直販所自らによるキメの細かい情報（品揃え
等）発信力の強化
・店づくりに関する生産者組織と店舗販売員の意
識統一
・情報管理システムの検証

・安心係養成講習会開催（７/２１、７/２６、７/２８）

・直販所運営管理者研修及び「安心係」発展講習会開催（８/２５）

◆グリーン・ツーリズムが楽しめ
る高知県として、農林漁家民宿を
　拠点として売り込む滞在型の
ニューツーリズムの推進

◆地域をコーディネイトする組織の強化（商品造
成に向けて）
・実践者のネットワーク
◆情報発信の強化
・農林漁家民宿・農林漁家レストランの情報整備

・グリーンツーリズム研修会開催
・個別訪問などにより、農林漁業体験施設２２ヵ所（四国グリーンツーリズ
ム推進協議会関係）の施設運営者と情報交換を行った
・「こだわりの・田舎丸ごとガイド」･･･観光施設、空港、道の駅、ＧＴ関係
　シンポジウム等で５,０００部配布
　「ツーリズム旅行商品チラシ」･･･ＧＴ関係シンポジウム、観光フェア、
　高知県人会等で約１,３００部配布
　「四国ＧＴキャンペーンパンフレット」･･･体験施設、観光施設、高速道
　路（南国ＳＡ）等で約１３,９００部配布

３ グリーン・ツーリズムの推進

(1) グリーン・ツーリズムの推進

県内でのグリーンツーリズムをはじめとし
た、体験ツーリズムの取り組みを持続的なも
のとし､地域の活性化を図ることを目的に、自
立できるツーリズムビジネス育成と合わせて
地域ぐるみの推進を支援する。

将来の地域特産物のファンづくりと消費拡大
を目的に、県下小学校等で生産者等による出
前授業を実施する。また、小学校等を対象に
食育推進活動表彰を実施し、県内での食育・
食農教育の推進と高知野菜の消費拡大を図
る。

◆集落がひとまとまりとなって生
産、加工、体験、販売までを手が
け、集落を丸ごと情報発信

○集落の活性化を図るための気運作り
　選定集落に対する事業目的の理解促進
○既存組織の体制整備を図る。
　事業展開の意欲のある組織のリーダーの
育成が必要。
○集落資源を活かした、集落らしい商品化を
進めていく手法の構築。
○情報発信の仕組みづくり

（南国市）
・中山間活性化推進協議会役員と関係機関の話し合いのうえ、中山間資源であるタ
ケノコを活用した商品化を
　目指すこととなった。
・南国市白木谷集落の女性グループが積極的にたけのこの乾燥研究（タケノコ生３
００Ｋ）を行った。
・高知市内飲食店において、たけのこ乾燥品が試験的に販売された。
・中山間地域のうちモデル集落を検討した。
（仁淀川町）
・えんこ巌組織活動内容や活動体制について聞き取りを行った。
・茶等資源活用の動機づけのため茶の研修会を実施した。
・茶等資源活用研究の検討及び実施をした。
（黒潮町）
・事業推進にあたり、集落役員に対して事業目的の理解を得るために説明を行っ
た。
・体験交流メニューのレベルアップを図るため、いなか寿司のレシピ作りを行った。
・集落活動の充実を図るための検討がされ、水田後作についての集落主体の取り
組みがされる。

集落がひとまとまりになって生産・加工・体
験・販売までを手がけ、集落をまるごと情報
発信して、地域活性化に取り組む。

　消の拡大

◆地域の特産物の食農教育と給食
への食材供給の支援による特産物
の理解促進（将来の高知の農畜水
産物応援団づくり）
◆県産主要野菜や魚の学校給食へ
の安定供給体制づくりによる県産
食材使用率の向上（将来の高知の
農畜水産物応援団づくり）

・各地域で行われている食育は、米・野菜中心
で、地域特産物の活用が少ない。

・食べ方（文旦などの皮の剥ぎ方など）を知らな
い子どもたちの増加。

・学校給食の地域特産物活用は、地域や農業に
対する理解と子どもを通じた消費宣伝の効果が
期待されるが、価格面で活用が困難。

・県内農産物の主要品目が、学校給食に登場す
る機会が少ない。

【出前授業】
・６市・１３回実施（６月末現在）

・６市１町１村・２３回実施（９月末現在）



アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

を示すこと>
目標（H２３）

アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に

現れた形を示すこと>

野菜で元気店との連携：20店【参考：21年度】
・実需者と生産者が交流し、飲食店でメニュー提供してもらえること
は生産者の励みにつながっている。
・産地との交流を通じて、お互い（生産者、実需者）のニーズが把握
でき、飲食店での食材使用促進にもつながっている。

・講習会出席者１０５名、「安心係」新規配置９店舗
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１３９店舗中１１３店舗に配置）
・講習会出席者　５６名

【参考：２１年度】
・「安心係」を配置することで、消費者からの安全・安心に関す
　る問い合わせに答えることができる体制づくりができた

農産物直販所売上高：７６億円
安心係：全店舗配置
モデル直販所：6か所

・研修会出席者２５名

・高知への入込客に対してグリーンツーリズムをＰＲできた

【参考：２１年度】
・地域の実践者とのパイプの形成

・Ｈ２３目標
　集落丸ごとグリーン・ツーリズムに取り組むモデ
ル集落：３集落
・Ｈ２２目標
　農林漁家民宿を拠点とした旅行商品の販売によ
る誘客数　　１００人

食農教育実施市町村
H23：33市町村

（南国市）
・南国市中山間丸ごと資源活用研究会が開催され、たけのこの商品化につい
て活発な意見が出された。
・たけのこの乾燥研究に使う原料は５月の伸びたたけのこを活用するが、たけ
のこの伐採や搬入をいかに労力軽減できるか等課題が明らかになった。
・高知市内飲食店でのたけのこ乾燥品試験販売は好調で、この評価を踏ま
え、新たな飲食店での活用展開を検討していくことになった。
（仁淀川町）
・地域内外に組織構成員がおり、活動の困難性があるが、地域の活性化に意
欲的であることがわかった。
・研修実施により、茶のＰＲの必要性がわかり意欲的になった。
（黒潮町）
・集落役員は事業目的は理解された。
・いなか寿司のレシピはかなり改善を図れた。
・集落ぐるみで取り組む必要性が役員に理解された。

○平成２３年度目標
モデル集落３集落の実施

※平成２１年度(参考）
ﾓﾃﾞﾙ集落の選定　３集落
集落資源の活用による交流実施　1集落

【出前授業】
・子どもたちは、出前授業で生産者の農畜産物へ対する思いと、苦労などを
知ったことで、生産者への感謝の気持ちと、その品目についてその後も強い
関心を持つようになった。

・畜産物の出前授業では、生産方法や生産者の苦労・こだわりの他、特に、人
間は命をいただいて食事をしているという食育を含めた出前授業を行い、生産
者のへの感謝の気持ちの他、食べ物を大事にする気持ちをもってもらえた。

・生産者による出前授業で、生産者と子どもたちが共に効果を得ら
れる事業とする。

・子どもたちが、食べ物を無駄にしない！という意識を持つ。



産業成長戦略の取り組み状況と成果　【林業分野】

１ 林業・木材産業の再生

林業

◆「森の工場」の拡大、推進
【事業概要】
・「森の工場」づくりに向けた支援策の強化
・技術的なサポートの実施
・森の工場の拡大

・森の工場の制度の一部変更に伴う事業内容の
周知徹底
・国有林に近接する森の工場を設定する場合、
国有林との連携が必要
・森の工場計画と市町村が樹立している各種計
画等との調整
・実施事業体からの情報収集と林業事務所との
情報共有

主な課題

産業成長戦略（専門分野）

インプット（投入）
<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

戦略の柱
取組方針

施策
項目名及び事業概要
（◆これからの対策）

１ 原木の生産の集約化・効率化

(1) 森の工場の整備

◆森林所有者の「森の工場」への
理解の促進
【事業概要】
経営方針を実現するための集約化、経営計画
等の計画づくり並びに作業道、木材生産及び
森林施業コスト分析など、低コスト林業の構
築に必要な人材養成のための研修に対して支
援する。

　間伐が必要な森林が大勢を占める現状では、
森林施業の集約化を一層推進し、利用間伐の売
上により森林所有者の負担軽減を実現できる林
業経営体・事業体を育成することが必要。
　そのためには、事業体が年間の必要事業量の
算出や工程別コスト分析を行い、森林所有者へ
施業を提案する提案型の取り組みが求められて
いる。
　現在は、その役割を担える人材が不足してい
る。

研修の開催
　養成研修（県）
　・経営コスト分析　　　　　　（２日間）
　・森林施業　　　　　　　　　（１日間）
　・作業道と作業システム　　　（２日間）

　１期生向け研修
　・森林施業検討会　　　　（１日間）

　
広報
　広報誌「樹海」に取り組みを掲載

・市町村及び森林組合への説明会の実施（6回）
・関係団体への説明会の実施（2回）
・事業体への個別ヒアリング及びサポート（52事業体）
・生産性向上のための集合研修の実施（幡多地域）

◆「森の工場」における小面積皆伐の
実施と確実な更新
【事業概要】
「森の工場」における小面積皆伐の実施と確実な
更新へ向けた課題の検討と実践

◆森林境界の明確化に関する事業の
促進
【事業概要】
森林所有者が不明な場合、あるいは境界が不明
であることに起因して施業実施の前提条件が整わ
ない森林について、境界の明確化等を図り、間伐
等森林施業の推進を図る。

・集約化推進による搬出間伐推進や、森林・林業
再生プラン（平成21年12月25日農林水産省）に
おける【伐採・更新のルール整備】の結論（平成
22年11月まで）により方向性を再検討する必要
があり、国の方針を注視する必要があること。
・木材価格の下落等により一時的に木材搬出量
を抑える必要があり、「小面積皆伐」の推進（財
政及び普及）については、経済状況を注視し慎
重な検討が必要であること。

・国との意見交換、情報収集（４回）
・内部検討会を開催(２回）
・他県との情報交換（２回）

◆森林の管理代行などの仕組みづく
りの検討
【事業概要】
森林所有者の不在村化や管理意欲の低下等によ
り、適正な管理が行われていない森林の問題が
顕在化している。このため森林所有者にかわっ
て、森林組合が森林管理や施業受託などを行う森
林管理手法を検討し、森林所有者自らでは管理で
きない森林の解消につなげる。

・過疎、高齢化や森林所有者の不在村化に
　加え、材価の低迷により、所有森林への関
　心が薄れ、結果として管理されない森林が
　増加している。

・森林管理手法検討委員会委員による現地調査等の実施
・芸東森林組合との打合せ（３回）
・検討委員会の開催（１回）
・アンケートの送付

◆地形や資源状態など、個々の森林
にマッチする効率的な作業システムの
導入を促進
【事業概要】
地形、土質や森林資源など地域によって異なるた
め、それぞれの森林に対応した効率的な作業シス
テムを導入し、安定的・効率的な間伐材搬出を展
開する。

・木材価格の低迷による指導対象事業体のモチ
ベーション低下
・木材価格が著しく低下したため、私有林での搬
出間伐が見送られる可能性
・作業道技術研修の現場の確保
・定着化に向け、事業体の現場作業員への理解

・森林林業再生プラン実践事業に関するフォローを継続実施
・重点事業体へのヒアリング（12事業体、建設業者)
・事業体との勉強会の実施（4回）
・森林林業再生プラン実践事業検討委員会（3回）
・香美、物部森組に対し作業道開設に係る研修会等の実施(3回)
・改善案試行のための現地調査(2回)

・不在村化や高齢化などにより境界が不明確
　な森林が増加しており、施業の集約化や森
　林の整備推進に支障が出てくる。
・集約化等推進するためには、境界の明確化
　を進めることが必要。
・複数ある境界明確化関連事業の周知を図り
　事業を有効に活用するため、市町村、森林
　組合等事業体と連携した取り組みを進め
　る。

・市町村への広報やＨＰへの掲載依頼。

・森林境界明確化促進事業の事業地の確保の為、林業事務所と連絡を
取りながら募集を行った。
　

・森林整備地域活動支援交付金事業の要綱改正後、市町村と連携をとり
ながら事業の受付を行った。



アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

を示すこと>
目標（H２３）

アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に

現れた形を示すこと>

・目標を達成する5,073haの要望があった。
・事業PRにより森の工場の必要性も浸透している。

・事業体による森の工場の必要性の浸透
　　　　　　　事業体数　　５２　→　５６
　
・集約化の有効性と低コストで生産効率の良い生産システムへの
改善の必要性の認識が高まった
・年間の生産経費に基づいた事業体の経営コストへの認識が高
まった

◆施業林地を集約化し、効率的な作業システムに
よる、計画的な木材生産を行うことの出来る「森の
工場」が整備されている
◆森の工場の認定面積　43,000ha

研修の開催
　養成研修（県）　　　　　　　（参加者）講師・スタッフは除く
　・経営コスト分析　　　　　　（３３人）
　・森林施業　　　　　　　　　（３１人）
　・作業道と作業システム　　　（３１人）

　１期生向け研修
　・森林施業検討会　　　　（３１人）

広報による取り組みの周知

森の工場を担う人材が２年間で50人育成できている（H21　19人、
H22　31人）

各森林組合に、２名の森林施業プランナーを確
保。
２５組合×２名＝５０名のプランナー

情報収集、意見交換を行ったが、伐採跡地等の更新の課題もあり、今後も引
き続き情報収集、検討を続ける必要がある

原木生産量　５０万m3

・香美、物部森組において先進林業機械導入事業の採択がされ、先進林業機
械の発注を行った。

・作業道研修：2事業体、オペレーター6名の育成

・オペレーターが作業道開設の基礎的な工法の実施に取り組みだ
した

原木生産量　５０万m3
　（効率的な生産システムの導入）

・検討委員会委員による現状の認識
・対象事業地の決定
・中間報告書の作成

◆森林の果たす役割に沿った、適正な森林管理を
行う。

・森林境界明確化促進事業の事業地の確保。
　　４事業体　２４０ｈａ

・森林整備地域活動支援交付金事業計画の承認。
　　２９市町村　面積７３,１００ｈａ

・境界明確化面積（～H23）３，０００ｈａ



主な課題

産業成長戦略（専門分野）

インプット（投入）
<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

戦略の柱
取組方針

施策
項目名及び事業概要
（◆これからの対策）

◆先導的・模範的な事業体の取組事
例を参考とする普及、指導
【事業概要】
・間伐材搬出のための作業や作業道開設指針の
作成、普及
・効率的木材生産のための勉強会実施と森林施
業プランナー育成
・事業体の現状システムでの不効率作業の洗い
出しと改善（現場指導）

(2) 事業体の育成
・木材価格の低迷による指導対象事業体のモチ
ベーション低下
・先進事業体の選定及び情報収集
・技術導入への事業体の理解

・先進事業体調査を実施し、その結果を県内事業体に普及（調査事業体：
3事業体等）

・ジョイント方法や先進的、革新的取組事例を基に、森林組合等に対し現
場指導を実施（4事業体）

・先進事例を活用した研修会及び現地指導(3回)

◆経営者を対象としたマネジメント研
修の実施
　○中長期ビジョン、経営方針の策定指導
　○外部有識者（アシスタントマネージャー）
　　の派遣による経営の支援

◆経営力強化のための森林組合の合
併促進の支援
◆経営者を対象としたマネジメント研
修などによる職場改善の促進支援
【事業概要】
県下の森林組合を、中長期的な展望を掲げた事
業計画や経営方針へと経営の意識の転換を図
り、経営能力の高い事業体へと育成する。
また、研修を通じて、就労条件などの職場改善を
促進するとともに、合併が有効な森林組合に対し
ては、合併促進の支援を行う。

　木材価格の低迷による収益性の悪化から森林
所有者の意欲が減退し、加えて、森林所有者の
所有面積の規模は零細である。
　一方、森林資源は成熟しつつあり、今後本格的
な伐期を迎えようとしている現在、施業を集約
し、提案でき、収益を確保できる林業事業体が求
められている。
　しかしながら、現在、森林組合のマネジメント能
力が十分ではなく、事業体の中に核となる人材
が育っていない。

研修の開催
・経営ビジョン策定組合への事前ヒアリングにより、各組合の課題を把握
（６組合）
・経営ビジョン（既）策定組合のフォロー勉強会の開催
（４組合）
・経営ビジョン策定研修
　　　　大豊町、土佐町　　　　（９日間）
　　　　須崎地区　　　　　　　（５日間）
　　　　宿毛市　　　　　　　　（４日間）
　　　　物部・香美　　　　　　（４日間）
・フォローアップ研修
　　　　昨年策定５組合　　　　（１日間）
・経営者マネジメント研修　　　（４日間）

広報
　広報誌「樹海」に取り組みを掲載

◆ジョイント化など異業種からの参入
の促進
【事業概要】

・公共工事の増加による林業に対する取組の停
滞や撤退が懸念。
・木材価格の低迷により経営面での不安やモチ

・担当者会において新たな参入、ジョイントの動向についての情報依頼
・林業事務所が新規参入の動きが見られた建設事業者に対し、事業等の
説明を実施（2社）

◆経営者を対象としたマネジメント研
修の実施
　○中長期ビジョン、経営方針の策定指導
　○外部有識者（アシスタントマネージャー）
　　の派遣による経営の支援

◆経営力強化のための森林組合の合
併促進の支援
◆経営者を対象としたマネジメント研
修などによる職場改善の促進支援
【事業概要】
県下の森林組合を、中長期的な展望を掲げた事
業計画や経営方針へと経営の意識の転換を図
り、経営能力の高い事業体へと育成する。
また、研修を通じて、就労条件などの職場改善を
促進するとともに、合併が有効な森林組合に対し
ては、合併促進の支援を行う。

(3) 担い手の育成
　木材価格の低迷による収益性の悪化から森林
所有者の意欲が減退し、加えて、森林所有者の
所有面積の規模は零細である。
　一方、森林資源は成熟しつつあり、今後本格的
な伐期を迎えようとしている現在、施業を集約
し、提案でき、収益を確保できる林業事業体が求
められている。
　しかしながら、現在、森林組合のマネジメント能
力が十分ではなく、事業体の中に核となる人材
が育っていない。

研修の開催
・経営ビジョン策定組合への事前ヒアリングにより、各組合の課題を把握
（６組合）
・経営ビジョン（既）策定組合のフォロー勉強会の開催
（４組合）
・経営ビジョン策定研修
　　　　大豊町、土佐町　　　　（９日間）
　　　　須崎地区　　　　　　　（５日間）
　　　　宿毛市　　　　　　　　（４日間）
　　　　物部・香美　　　　　　（４日間）
・フォローアップ研修
　　　　昨年策定５組合　　　　（１日間）
・経営者マネジメント研修　　　（４日間）

広報
　広報誌「樹海」に取り組みを掲載

【事業概要】
人的資源や装備を持つ建設事業者等を対象に林
業への参入を促進し、森林整備の推進につなげ
る。

ベーション低下
・事業体の経営レベルに応じた林業機械の導入
計画
・新規参入事業体においては、林業経営の目途
や事業地拡大に向けた動きへの発展
・森林組合においては、ソフト事業だけでやって
いけるか。

・参入の動きの見られた建設事業者に対して、森林組合とのジョイントに
向けた働きかけを実施（3回）
・森林整備を行っている建設事業者に対し現地指導を実施（3回）

◆森林整備支援策の改善
【事業概要】
・森林整備支援策の改善
・搬出間伐支援策の拡充
・幹線路網的な作業路の機能向上

【造林関係】
　・国からの通知に連動するため、予定時期を遅
れる場合が想定されること。
　・国の制度に縛られており、簡素化は困難
【きめ細かな林内路網整備事業事業】
　・事業実施により作業道の使用ができないため
間伐作業が一時ストップする可能性
　・事業を行った作業道を利用するのが間伐時
期の秋以降となるため事業効果の判断が困難

【きめ細かな林内路網整備事業】
・個別ヒアリング（29事業体）
・現地指導（6事業体）

【造林関係】
・林業事務所との情報共有（１回目）
・間伐推進意見交換会（県森連、森林組合等２８回）
・国への森林整備事業に関する要望活動等（４回）
・市町村広報への掲載依頼（５月）
・｢樹海｣、「公社の森」へのＰＲ掲載（計４，４００部）

◆就業希望者向けの林業体験の実
施
◆就業希望者へのＰＲ方法の改善
【事業概要】
　林業労働力の確保の推進を図るため、雇用情報
の収集と情報提供を実施するとともに、林業につ
いての就職説明会や林業体験研修、高校へのＰ
Ｒ等を行い、３年後の目標である林業の担い手１，
５６０名の確保に繋げる。

・林業事業体の経営状況が脆弱であるために、
計画的な新規雇用が出来ない。

・新規就業者職業紹介アドバイザーによる林業事業体訪問（県下57事業
体）
・高等学校への林業PR用冊子を作成（300部）し、高等学校(16校)を訪問
・高校生への林業技術研修及び林業体験の実施：4回



アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

を示すこと>
目標（H２３）

アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に

現れた形を示すこと>

・先進事例の調査結果を基に、地域の実情に対応したベンチマークの設定を
した。

◆低価格でも収益を確保し、森林所有者への還元
も行える競争力を持った経営能力の高い林業事業
体が効率的な生産活動を展開している。

研修の開催
　・経営ビジョン策定研修

回を重ねる毎に研修参加者の意識が変化した

　・フォローアップ研修

　・経営者マネジメント研修

広報による取り組みの周知

各組合が経営状況を認識し合併協議が再開された ◆低価格でも収益を確保し、森林所有者への還元
も行える競争力を持った経営能力の高い組織とな
り、効率的な生産活動を展開している。

◆県下のほとんどの森林組合が経営ビジョンを策
定

◆合併により、県下の森林組合数２１

・新規参入の動きが見られた建設事業者に対して林業事務所と連携し聞き取
り調査を実施

・参入していた建設業者が、新規に森の工場の計画を作成

・作業道開設：森林組合からの請負施工（１業者、1路線）

・低価格でも収益を確保し、森林所有者への還元
も行える競争力を持った経営能力の高い事業体が
効率的な生産活動を展開している。

研修の開催
　・経営ビジョン策定研修

回を重ねる毎に研修参加者の意識が変化した

　・フォローアップ研修

　・経営者マネジメント研修

広報による取り組みの周知

各組合が経営状況を認識し合併協議が再開された ◆低価格でも収益を確保し、森林所有者への還元
も行える競争力を持った経営能力の高い組織とな
り、効率的な生産活動を展開している。

◆県下のほとんどの森林組合が経営ビジョンを策
定

◆合併により、県下の森林組合数２１

・森林整備に取り組んでいる建設事業者に対してフォローアップを実施

・森林組合の中で、新たに建設業者へ作業道開設を請負により実施する動き
が出てきた。

・森林組合等の意見も取り入れて、県で改善できる部分の改善を行った。
・できない部分は国に対して制度改善の要望を行った。

・低価格でも収益を確保し、森林所有者への還元
も行える競争力を持った経営能力の高い林業事業
体が効率的な生産活動を展開している。

・アドバイザーによる求人状況把握
・各高等学校への林業職場のPRが図られた。
・高校生対象の研修で車両系研修20名、可搬式林業機械研修13名、林業体
験5名の参加者を得られた。

◆効率的な林業生産活動を行うことが出来る優れ
た担い手が育成されている
◆年間を通じた安定的な仕事量の確保に取り組ん
でいる
◆担い手　　１，５６０人



主な課題

産業成長戦略（専門分野）

インプット（投入）
<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

戦略の柱
取組方針

施策
項目名及び事業概要
（◆これからの対策）

２ 大型工場の整備や中小加工事業体の
　共同・協業化

◆技術者養成手法の改善・強化
　技術者のＯＪＴの推進

◆所得の確保など事業体における就
労条件の改善
【事業概要】
林業及び木材産業に関する技術者、後継者等の
基礎研修教育を行うとともに、高度な機械化技術
等についての実践的技術と能力を有する効率的
な林業生産活動の出来る優れた技術者を年間の
べ４６０名養成する。(基礎研修：１９０名、中堅技
術者養養成研修：１８０名、応用・実践的研修：９０
名)

林業の振興や森林の適正な管理のための森林
整備の担い手の中核となる人材の育成や労働
条件の向上

①林業技術者養成研修の開催：6講座6回（7月末現在）
②基幹林業労働者養成研修の開催（～9月)：5講座5回（7月末現在）
③建設業新分野説明会　2回参加

◆自伐林家等による生産を促進
　★小規模な生産活動を支援する仕組みの創設
【事業概要】
自伐林家の所得の向上を図るため、意欲をもって
森林整備や生産活動に取り組み、山村地域に住
み続けることができる条件を整える。
  ★副業型林家の育成
事業概要】
中山間において、林業等に取り組もうとする者が、
意欲を持って生産活動を続けることを支援し、定
住化や担い手確保につなげるため、ＯＪＴによる技
術研修や営林指導を行うＮＰＯ等の活動を支援す
る副業型林家育成支援事業を実施する。

関係機関、事業実施主体へのＰＲ

中山間地域での定住化促進、担い手確保

制度の周知のため市町村広報等への登載依頼を実施（34市町村）
林業事務所との情報共有（７回）
林業事務所による市町村・森林組合への周知（１回）
森林組合へのはたらきかけ（２５森林組合）
市町村広報による周知（１１回）
副業型林業者育成事業によるOJT研修の実施

(1) 製材工場等の体制の整備

(2) 製品の品質の向上

◆大型製材工場の誘致
◆単板工場（合板材料）などの設置の
検討
【事業概要】
成熟期を迎えてきた本県の人工林資源を有効に
利活用していくためには、県内の加工業者のみで
は不十分と考えられるため、強力な販売チャンネ
ルを持つ県外製材企業（銘建工業㈱：岡山県真庭
市）を誘致し、県産材の安定的な販売を目指す。
また、低質材の需要先確保のため本県への進出
希望企業等の情報収集や誘致の可能性を探る。

◆誘致対象企業の経営状況の改善
◆高知県側での素材安定供給体制の構築
◆需要低迷時の工場立地条件の把握
◆未利用資源活用の仕組み作り

◆大型製材工場誘致に向けた勉強会実施（岡山県）
◆合板用材の需給状況調査（鳥取県）
◆原木安定大量供給先進地調査（熊本県）
◆森連、素生連との供給体制整備打ち合わせ

◆大型製材工場誘致に向けた勉強会実施（高知県）
◆新工場経営シュミレーションの作成

①地元製材の共同化
　・各製材所の事業継続の意思が強いため、
　共同や協業化可能な分野での連携に絞っ
　た促進を図る必要がある。
  ・製品販売が不振で、新たな設備投資には
　消極的。
②加工分野での共同化、協業化
　・共同加工では横持ち経費が増大する。
　・賃加工業者が少ない。
　・加工経費が価格転嫁できにくい。

＠製材工場等個別訪問　：１０回
＠木材協会との意見交換：　２回

＠大型製材工場設置に向けての意見交換
　・須崎木材工業団地
　・素生連
　・森連

◆地元製材業の共同化への支援
◆加工分野での共同、協業化への促
進
【事業概要】
生産規模が零細で経営基盤の脆弱な県内製材工
場を対象に、生産の効率化・合理化を図り、県産
製材品の商品力を向上させ、販路を確保する。

◆JAS制度の普及と認定工場の拡大
◆乾燥機やグレーディング機器の導
入促進
【事業概要】
①性能や品質への意識の高い製材工場へのJAS
認定取得の促し、県内JAS認定工場を増やす。
②県内JAS認定工場や団体等が行う性能表示木
材の供給の支援や消費地で開催される土佐材展
示会などでの性能表示木材をPRし、JAS製品等
の流通を促進する。
③県産材製品の品質の向上、商品力を向上させ
るため、乾燥やグレーディングマシンの実施へ向
けた手法及び施設整備について検討し、導入を支
援する。

・景気低迷により、木材需要が減退しており、産
地間競争はますます激化の傾向、新たな販売戦
略がなければ販売シェアは次第に縮小する。

・県内製材工場等との意見交換、事業ＰＲ（意見交換10企業・団体、事業
告知31企業・団体）
・県外事業体への性能表示に関する取り組みや製品を紹介（7企業）
・セミナーの開催　2回



アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

を示すこと>
目標（H２３）

アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に

現れた形を示すこと>

①林業技術者養成研修の受講者数：延べ64名
②基幹林業労働者養成研修の受講者数：基幹林業生延べ52名、一般延べ16
名
③参加事業者：幡多21団体、高幡12団体

◆効率的な林業生産活動を行うことが出来る優れ
た担い手が育成されている
◆年間を通じた安定的な仕事量の確保に取り組ん
でいる
◆担い手　　１，５６０人

広報等の取組により、事業の制度等について一定の周知が図られた ◆効率的な林業生産活動を行うことが出来る優れ
た担い手が育成されている
◆年間を通じた安定的な仕事量の確保に取り
　組んでいる
◆担い手　　１，５６０人

◆勉強会を通じ新工場の生産目標、事業主体、経営シュミレーションを作成
し、具体化に向けて検討が始まった。

製材品の生産量　３１万５千m3
◆大規模加工施設が設置されると共に、既存企業
の共同・協業化が促進されている

製材品の生産量　31万５千m3
◆大規模加工施設が設置されると共に、既存企業
の共同・協業化が促進されている。

・県内JAS認定工場等からの性能表示木材の出荷が始まった。
　（平成22年7月末現在　2,700ｍ3）

　県内企業の性能表示に関する取り組みが進むことで、既存取引
先との取引量拡大や新規取引先の開拓が進みつつある。

◆JAS認定工場が２０以上となり、県下で強度など
の性能表示に取り組んでいる
◆乾燥材（国産材）の年間生産量６万９千ｍ3



主な課題

産業成長戦略（専門分野）

インプット（投入）
<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

戦略の柱
取組方針

施策
項目名及び事業概要
（◆これからの対策）

３ 流通の統合・効率化

・県産材外商対策について県内企業、団体との話し合い２３回（上半期）
・流通拠点について県外企業との面談件数 １１件（上半期）

①共同輸配送
輸配送の共同化をコーディネートする拠点

(1) 原木の流通体制の整備

(2) 製品の流通体制の整備

◆素材生産の現場と製材工場の直送
体制や協定取引の推進
◆山元貯木場（ストックヤード）の増設
への支援
◆原木市場における椪立て（はえた
て）の見直しなど、コスト改善の促進
◆原木市場の在庫情報や入荷情報、
ＩＴ等を活用して随時公表することで、
購入者の利便性の向上を図る取り組
みを支援
【事業概要】
　素材生産現場から加工施設への原木直送によ
り流通コストを削減するため、直送協定締結や山
元で選別（林内選別も含む）を行うストックヤード
の整備を支援する。
　また、所有者ニーズに応じて、原木流通の利便
性、効率化を図り、原木流通の拡大を図る。その
ため原木市場の機能強化を図ることとし、掽立の
改善や在庫情報や入荷情報のIT化を進める。

◆小規模製材工場の輸送コスト削減
ため 共同輸配送 研究

①木材価格が低迷し、素材生産量が減少。
②素材生産量が減少し、新たなストックヤード整
備要望がない。
③素材生産量が減少し、一椪に束ねられる材積
が減少するため、運送効率が低下するなど、コス
ト高の要因となっている。

・トレーサビリティ事業についての打合せ回数　４回
・他府県の認証制度の調査　２回（徳島県、京都府）
・新ログビジョンについて県森連等との打合せ回数　２回
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（H22.8月末現在）

・流通拠点について県外企業との面談件数　１１件（上半期）
・関東の流通拠点の候補企業と具体的な運用方法について協議（６月）

　輸配送の共同化をコーディネートする拠点、
　人材がいない。
②製品市場の統合
　各市場の個別問題が障害となっている。
③流通拠点
　消費地における流通拠点がないことが、販
　路拡大の隘路となっている。

４ 販売力の強化

(1) 販売力の強化

◆企業と連携し県の信用力を活かし
た販売促進活動の推進
◆消費地工務店とのネットワークづく
りの促進支援
◆ＩＴの積極的な活用により情報発信
と消費者ニーズの把握
◆梁桁ネットワークのシステム整備と
利用拡大への支援
【事業概要】
県産材の販売促進を図るためのツールづくりや、
県外事務所との連携により体制強化を図るととも
に、県外工務店等のネットワークづくり等による販
売促進活動を県内業界と連携し実施する。

のための共同輸配送の研究
◆量産化工場安定取引先との連携促
進
◆製品市場の統合による販売力の強
化　（共同受注＋共同仕上げ＋共同
輸配送）の   出来る体制への支援
◆大消費地に流通拠点の設置を検討
【事業概要】
製品流通の合理化を図り、県産材製品の商品力
の向上を図るため、輸配送の共同化、大消費地に

おける流通拠点整備、大量安定取引を支援する。

◆景気低迷で中小企業の経営基盤が悪化して
おり、新規開拓における与信管理が重要になっ
ている
◆首都圏への販路開拓
◆展別販売以外の県産材販売対策

・協議会設立に向けての意見交換やメンバー開拓　5回
・協議会メンバーによる打ち合わせ　6回
・県外企業との意見交換　4回
・セミナー集客のためのDM発送(東京842社、大阪735社、名古屋1,010社)
・セミナーの開催　2回



アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

を示すこと>
目標（H２３）

アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に

現れた形を示すこと>

◆製品市場の統合が進み、集荷拠点として機能し
始め 共同受注や配送が始まっている

・関東で流通拠点となる企業と協定。都会の狭小地の現場でも建
築スケジュールに応じて個別配送できるようになった（７月）

・土佐材流通促進協議会が設立（６月）
・関東の流通拠点となる１社と協定し 住宅１棟分の邸別配送を実施（７月）

・トレーサビリティの仕組づくりのため、業界関係者と協議（ワーキング）や他
府県の調査を実施した。

◆山元貯木場などが整備され原木の協定取引が
進んでいる。
◆原木市場等のコスト改善が促進されている。

始め、共同受注や配送が始まっている。築スケジュールに応じて個別配送できるようになった（７月）
　９月末までには関東、東海で５棟分の拠点利用予定

・関東の流通拠点となる１社と協定し、住宅１棟分の邸別配送を実施（７月）
　９月には、関東で３棟分の拠点利用予定
・愛知県の流通拠点となる1社と協定し、１棟分を利用予定（９月）

・土佐材流通促協議会の設立（19名）
・セミナ―参加者　40名×2 回(予定)

　土佐材流通促進協議会による外商対策により、県外販売促進の
可能性が高まっている。

◆県職員（県外事務所含む）が企業と連携して、消
費地での営業を展開している。



主な課題

産業成長戦略（専門分野）

インプット（投入）
<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

戦略の柱
取組方針

施策
項目名及び事業概要
（◆これからの対策）

◆木造住宅に関する情報発信の強化
◆地域工務店との情報交換や、共同
ＰＲ、共同納入などを行うための体制
を検討
◆県産材を利用した木造住宅建設促
進のための支援
【事業概要】
高知県木材普及推進協会が行っている木造住宅
の情報発信事業について、多くの住宅関連企業
が参画する仕組みや事業の実施を通じて、その強
化を図るとともに、県と連携した形での木造住宅
フェアを開催し、木や木造住宅の普及推進に繋げ
る。
　また、県の定めた建設基準に適合し、県産材を
構造材 使 た住宅 対 助成を

◆「れいほくスケルトン」のようなブラ
ンド戦略を構築し、顔の見える取引を
支援
◆観光や地域の産業と連携し、産地
見学会を都市との交流に発展させる
ための受け皿体制への支援
◆森林認証取得への支援とＰＲ
【事業概要】
木材需要全体が縮小する中、競争は激化してい
る。まとまりのない一般材では商品として魅力がな
く販路はますます狭まっていく。そのため、各地域
において、商品力を高める独自の取組みを行い、
販路を開拓する。
地域材のブランド化へ向けたモデルハウスの建築
と効果的な広報活動の展開。

◆地域ごとに温度差があり、また各地域におい
ても市町村ごとに温度差がある
◆地域を牽引するリーダーがいない
◆地域の中核として想定する事業体の経営基盤
の悪化（仁淀川地域）

◆土佐の木の住まい普及推進事業
　　　事業PR、アンケート実施
◆産地見学会　７回
◆トレーサビリティ　ワーキングの開催　４回

・木造住宅着工数の減
・現在の情報発信は設計士の建てる家に限定的
・林業から住宅までが一体となった情報発信に
繋げる必要がある、

・説明会の実施（四万十町）
・木造住宅助成事業
　　こうち安心の木の住まいづくり助成事業（当初）：220戸
　　新・木の住まいづくり助成事業（当初）：250戸
    木造住宅助成事業の広報
       県広報誌「さんSUN高知７月号」掲載
       建築士会会報７月号「おほりばた情報」に掲載
       H22年度版リーフレット・チラシ及びポスター配布
・住宅フェア実行委員会の開催

構造材に５０％以上使用した住宅に対して助成を
行い木造住宅の普及を促進する。

◆公共事業や公共施設での県産材
の率先利用
◆県産材を利用した木製品の需要拡
大のための支援
【事業概要】
県産材利用推進方針に基づき、公共施設の木造
化や公共土木工事に県産材を率先して利用する
とともに、市町村や団体が整備する小・中学校等
への木製品の導入や県産材を利用した施設整備
等に対して支援し、県産材利用を広く県民にア
ピールする。

・市町村、民間施設の木造化、木質化の促進
・公共事業費の減少
・官公庁、企業への木製品導入促進
・情報収集や情報発信の強化

・新規事業のＰＲ（木の香るまちづくり推進事業）：５月公募
・木製品展示販売会出展に向けた準備会開催（２回）
・県産材利用の状況や利用計画の把握：４～７月実績計画調査
・８／２８、２９：スーパーよさこい２０１０「じまん市」への出展支援（木工連
４社）
・８／１０：県産材利用推進本部会開催



アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

を示すこと>
目標（H２３）

アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に

現れた形を示すこと>

◆戸建て住宅の木造率が、全国平均を上回ってい
る

◆土佐の木の住まい申込：30件
◆産地見学会参加者数：50名、見学地：嶺北４回・梼原２回、四万十町１回参
加者：工務店・設計事務所・施主

セミナーや、邸別販売の拠点設置（関東）などにより、体制整備が
整ってきており、県外販売促進の可能性が広がってきている。

地域のブランドづくりが始まりPRが強化され、地産
外商に積極的に取り組んでいる。

・木造住宅助成事業（７月末現在）
　　こうち安心の木の住まいづくり助成事業：226戸(103%)
　　新・木の住まいづくり助成事業：170戸(68%)

◆戸建て住宅木造率
・（H21）83.8% → (H22.6末時点）84.5%

◆着工数対前年度比（木造）
全国：▲13.2%
高知：▲ 8.7%

◆四万十市地場産材モデル住宅建築推進協議会を通じて、木材の
品質に対する意識の高揚
（設計士2、施工業者7、製材業2、森組2、市役所3）

・５月公募の結果、２５団体、４０施設から申請があり事業実施予定 ・事業の拡充、一本化により、これまでの木製品のほか公共的施設
の内装や観光関連施設等への利用が広がった。

◆県をはじめ、市町村が実施する公共事業で県産
材が積極的に使われている
◆公共施設や教育施設の内装や家具に積極的に
木材が使われている



主な課題

産業成長戦略（専門分野）

インプット（投入）
<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

戦略の柱
取組方針

施策
項目名及び事業概要
（◆これからの対策）

(2) 利用の普及

(1) 原料収集システム整備

２ 木質バイオマス利用の拡大

１ 未利用森林資源の有効活用

◆木屑焚き、ペレット焚きの設備・機
器の開発と普及への支援
◆公共施設における木質バイオマス
利用施設の整備
◆地球温暖化対策の一環としてのグ
リーンエネルギー利用の促進
◆残灰回収のシステム化と再利用の
検討

◆木質ペレットの安定供給
◆木質燃料を活用した利用機器の拡大
◆利用機器の低価格化
◆残灰は、廃掃法上、産廃としての位置づけに
あるが、木質バイオマス利用者には有効利用へ
の要請が強い
◆残灰中の有害物質等灰成分の確認
◆有価物利用と産廃処理のコスト比較
◆灰回収等地域システムをどうするのか

◆補助事業(利用施設等の整備）に関する説明会の実施
　　・木質バイオマスエネルギー利用促進事業
　　・木材加工流通施設整備事業
◆グリーン熱証書発行事業の委託
◆緑の分権改革推進事業への支援
　　・3地域（安芸、物部、仁淀）
◆燃焼灰の内部検討開始
　　・先進事例調査
◆木質ﾊﾞｲｵﾏｽｴﾈﾙｷﾞｰ利用促進協議会設置
　　・情報ネットワーク立ち上げ

協議会 部会開催

◆生産～収集～配送のシステム化の
検討
◆県工業会や一次産業（林業等）との
連携による機器開発
◆コスト差を埋める支援の仕組みの
検討
◆地球温暖化対策と一体となったＰＲ
活動
【事業概要】
木質バイオマスの安定供給を図るため、推進体制
の整備やシステム化の検討、効率的な機器の開
発支援、コスト差を埋める支援の検討、地球温暖
化対策と一体となったPR活動等を推進する

◆未利用林地残材の収集コストの低減
◆木質バイオマス収集運搬のシステム化
◆コスト差を埋める支援の仕組みづくり

◆林地残材収集への支援制度の説明会を実施
　・森の工場のＣ材の搬出支援
　・自伐林家のＣ材搬出支援
　・間伐材安定供給コスト支援
◆木質資源エネルギー活用事業
　・住友大阪セメント
◆木質ペレット品質向上のための特性分析試験準備
◆緑の分権改革推進事業への支援
　・3地域（安芸、物部、仁淀）
◆木質ﾊﾞｲｵﾏｽｴﾈﾙｷﾞｰ利用促進協議会設置
　・協議会、部会開催

３ 森のものの活用

１ 森の恵みを余すことなく活用する

(1) 生産体制の整備

(2) 都市との交流の促進

◆森林環境教育や森林保全ボラン
ティアリーダーの育成
【事業概要】
森林環境教育を推進するため、学校現場での年
間を通した山の学習の取組や出前方式での森林
環境学習や林業体験などを支援する。

【事業概要】
木質バイオマス利用の普及を図るため、木質バイ
オマスを燃料としたボイラーの実証や機器導入へ
の支援や、公共施設等への利用施設の整備を推
進する。また、燃焼灰の処理または活用方法（肥
料利用）について課題やコストを検討し、農業用ボ
イラー利用における資源循環システム化を図る。

　・協議会、部会開催

◆普及指導員による生産技術の普及
◆地域の特用林産物の生産活動の
支援とPR
◆多品目少量生産に対応する、共同
集荷システムの仕組みづくりを支援
◆販売体制への支援
【事業概要】
地域に適した特用林産物の生産を促進するため、
生産体制の整備、組織化の推進、生産物のPR、
情報発信の強化等の支援を行う
特用林産業新規就業者の確保・定着のために、
各市町村における新規就業希望者に対する実践
的研修を行う。

◆就業者の高齢化や後継者不足
◆消費者ニーズを捉えた特用林産物の生産拡
大
◆積極的な販売戦略

◆特用林産生産振興に向けた普及支援活動の実施

◆特用林産の普及に向けた検討会等
○土佐備長炭販売促進打合せ
○シキミ・サカキ生産拠点づくりに向け勉強会の開催（嶺北地域）
○津野山産原木シイタケの生産・販売の推進
○菊炭（茶道用切炭）の生産状況聞き取り
○四万十の栗再生プロジェクト（四万十町）

◆特用林産物の生産活動への支援
○シキミ・サカキの製品づくり研修

◆OJT研修についての打合せ
◆２市町（室戸市、東洋町）への研修生支援

①山の一日先生の担い手となる団体・個人
　が地域的に偏在し空白が生じやすい

②山の学習支援事業を実施する教員への
　　サポートが必要

③④学校林整備を実施するための関係団体
　　　の連携

①・ラジオによる公募のお知らせ２回（FM高知、RKC）
　 ・4/26交付決定
②・交付決定（14市町村）
　 ・36小中学校　3,926人が事業を活用
③・県教育事務所担当者会での制度PRと周知（延べ３回）
③④・こうち山の日ボランティアネットワーク加盟団体（２３団体）への
       事業の周知
　　　・関係団体との打ち合わせ（延べ６回）
　　　（朝霧森林倶楽部、四万十町、四万十町教委、窪川高校）
④・県立高等学校長会で制度PRと周知
   ・9月中に窪川高校とボランティアが委託契約見込み



アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

を示すこと>
目標（H２３）

アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に

現れた形を示すこと>

・木質ペレットボイラー導入支援　：　H22（4/2半期）15台交付決定 ・農業用ハウスを中心に木質ペレットボイラーの導入が普及 発電施設における化石燃料との混焼施設や、ビ
ニールハウスの加温用設備、事業所や家庭用の
冷暖房機の普及と、その燃料として、木屑や木質
ペレットが広く利用されている。

・木質バイオマスエネルギー利用促進協議会において、バイオマス供給の課
題解決へ向けた協議を進めている。
・バイオマス利用施設の整備、間伐材安定供給コスト支援事業等の実施に
よって、バイオマス利用量が増加している。

木質ﾊﾞｲｵﾏｽ年間利用量　１３万２千トン
林地残材、製材端材等を木質ﾊﾞｲｵﾏｽエネルギー
源として有効利用されている。
森林からの収集量　3万４千トン
製材工場等からの収集量　9万8千トン

◆新たな需要を生み出す取り組みが始まった
　　　・津野山産原木シイタケ、ウスキキヌガサタケ、菊炭
◆需要のある製品の生産拡大に向けて動き始めた
　　　・土佐備長炭、シキミ、サカキ
◆後継者育成への支援が具体化
◆研修計画の整備
◆７名の研修生がＯＪＴ研修を開始

◆地域の生産者に取り組み意欲が高まりつつある
　　・津野山産原木シイタケ、ウスキキヌガサタケ、菊炭
◆後継者として参入希望者が増加する

◆地域の資源を多彩に組み合わせることで生産物
の付加価値を高める。
◆後継者の育成（上土佐備長炭）
◆消費者ニーズに沿った生産物の生産拡大。

①・1,375人が事業を活用し、概ね順調（H22計画：4,000人　進捗率34%）

②・1,045人が事業を活用し、概ね順調（H22計画：3,926人　進捗率27%）

③　　　　　　　　　　　　　　　　―
④・9月中に委託契約が成立する見込みであり、概ね順調

①新たに個人を講師に採用したことで、個性溢れる出前事業が展
開できている。
②昨年度に準じる事業量であり、安定したニーズで事業が浸透して
いる。

 森林環境教育を推進するため、学校現場での年
間を通した山の学習の取組や出前方式での森林
環境学習や林業体験などを支援する。



主な課題

産業成長戦略（専門分野）

インプット（投入）
<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

戦略の柱
取組方針

施策
項目名及び事業概要
（◆これからの対策）

◆森林環境教育や森林保全ボラン
ティアリーダーの育成
【事業概要】
ボランティア団体や人材の育成支援のため、森林
保全ボランティア団体の設立や間伐等の森林整
備活動を支援する。

◆交流促進の支援
◆地域資源の組み合わせなど魅力あ
るメニューづくりの支援
【事業概要】
情報誌の作成・配布により森の情報を提供する。
また、ホームページなどによる森の案内人、林業
体験メニューの都市住民や観光客などへの情報
提供、利用促進を拡充する。また、都市と山村の
交流の促進や森の案内人の養成、紹介などを支
援する。

<①森林保全ボランティア活動事業推進事業
・間伐等の活動フィールドの不足。特に初心者が
入りやすい安全な森林が不足し、入門用の間伐
体験を計画しづらい。
・森林保全ボランティアのメンバーが高齢化
・搬出間伐の技術不足
　
＜②こうち山の日推進事業＞
・事業に取り組む地域や団体が地域的に偏在し
ている

①ｱ)チェンソー等機械器具支給一式　9月上旬交付決定
　 ｲ)地域通貨券による間伐　9月上旬交付決定
　 ｳ)林内作業車9月下旬交付決定

②・公益社団法人高知県森と緑の会への交付決定（4/26）
   ・24団体、4,708人（参考：H21 24団体　3,512人）

＜①ふるさと雇用再生森の窓口運営事業＞
・顧客となる都市住民等のニーズにマッチした魅
力的な自然体験商品を提供する

＜②森林環境税情報誌作成事業＞
・森林環境税や森への関心が比較的低い２０～
４０代の女性などに興味を持ってもらえる内容・
編集・デザインとする

＜①ふるさと雇用再生森の窓口運営事業＞
・昨年度登録した内容等のブラッシュアップ(8件)
・新規掘り起こし=現地訪問及び候補者の活動内容・体験メニュー等の把
握9件(本山町白髪山＝森林ガイド、馬路村魚梁瀬＝森林鉄道ガイド、甫
喜ヶ峰森林公園ほか＝植生・自然観察、越知町横倉山＝自然観察・歴史
ガイド等、香美市＝陶芸、大豊町＝田舎体験、日高村＝洞窟探検、室戸
市＝炭焼体験、四万十市＝川遊び)
・HP更新契約の締結及びHP更新等に関する打ち合わせと既登録者等の
情報更新、新規登録者の情報追加作業。
＜②森林環境税情報誌作成事業＞
委託契約の締結、続いての編集会議の開催による誌面内容等の確定
①～②夏期臨時観光案内所でのパンフレット配布による県外観光客への
周知とＰＲ

◆地域の自主的な取組の支援
【事業概要】

<①こうち山の日推進事業>
・新規の団体や活動の掘り起こし 一過性に終

①・公益社団法人高知県森と緑の会への交付決定（4/26）
・24団体 4 708人

◆荒廃森林解消のための間伐推進
【事業概要】
間伐等促進法及び緊急間伐推進条例に基づく間
伐の推進を図り、森林の公益的機能の発揮や森
林のCO2吸収源対策の推進を行うとともに、森林
環境税等を活用した間伐の推進や不在村地主等
への森林整備の働きかけを行い適正な森林の管
理を行っていく。

◆森林の管理代行などの仕組みづく
りの検討
【事業概要】
森林所有者の不在村化や管理意欲の低下等によ
り、適正な管理が行われていない森林の問題が
顕在化している。このため森林所有者にかわっ
て、森林組合が森林管理や施業受託などを行う森
林管理手法を検討し、森林所有者自らでは管理で
きない森林の解消につなげる。

４ 健全な森づくり

１ 荒廃森林の解消・鳥獣被害防止の推
　進（森林整備の推進）

(1) 荒廃森林の解消に向けた森林整
　備の推進

【事業概要】
県民が企画・実施する森川海の連携した都市と山
村の継続的な交流促進活動の拡大へ支援を強化
する。また、森林保全ボランティア団体等による間
伐や里山林・水辺林・竹林等の森林保全活動を支
援する。

新規の団体や活動の掘り起こし、 過性に終
わらない継続的な活動ができる主催団体・ネット
ワークの育成
　

＜②生き活きこうちの森づくり事業＞
・里山林・水辺林・竹林等の整備後に継続した管
理を行う地域団体の育成
・県下でバランスの取れた事業の展開

  24団体、4,708人

②・8月下旬に内示
　 ・9月下旬に交付決定

・造林事業の一部交付金化による事業着手の遅
れ
・森林整備加速化事業の採択要件（集約化）の
変更

・林業事務所との情報共有（４回）
・間伐推進意見交換会（県森連、森林組合等２８回）
・市町村広報への掲載依頼（５月）
・｢樹海｣、「公社の森」へのＰＲ掲載（計４，４００部）

・過疎、高齢化や森林所有者の不在村化に加
え、材価の低迷により、所有森林への関心が薄
れ、結果として管理されない森林が増加してい
る。

・森林管理手法検討委員会委員による現地調査等の実施
・芸東森林組合との打合せ（３回）
・検討委員会の開催（１回）
・アンケートの送付



アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

を示すこと>
目標（H２３）

アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に

現れた形を示すこと>

①ｱ)チェンソー等機械器具支給一式１件（高知市）
　 ｲ)地域通貨券による間伐26.70ha　5市町村　10団体
　 ｳ)林内作業車１台（こうち山の日ボラネット）

②・717人が事業を活用しており、概ね順調（H22計画：4,708人　進捗率15%）

①・チェンソー等機械器具支給及び地域通貨券による間伐ともに根
強いニーズがあり、森林整備活動が定着してきている。

②・県民の自主的活動に対する支援に安定したニーズがあり、県
民に浸透してきている。

　ボランティア団体や人材の育成支援のため、森
林保全ボランティア団体の設立や間伐等の森林整
備活動、森を活用した活性化の取り組みを支援す
る。

＜①ふるさと雇用再生森の窓口運営事業＞
・「森の達人」候補者への取材・新規登録交渉は嶺北地域を皮切りに順調に
進んでおり、昨年度登録した内容のブラッシュアップについても順調に進捗。
・HPコンテンツ更新への協力（案内人ブログへのリンクの承諾）では、立川体
験交流、木の根ふれあいの森、かみこや、ほっと平山)が得られた。
・HPコンテンツ更新への協力（案内人ブログへのリンクの承諾）立川体験交
流、木の根ふれあいの森、かみこや、ほっと平山)が得られた。
＜②森林環境税情報誌作成事業＞
森林環境税情報誌作成等委託業務は、ほぼ順調に進捗。

＜①ふるさと雇用再生森の窓口運営事業＞
・マスコミや利用者からの問い合わせも出始めており、問い合わせ
が利用につながるケースも出てきている。今後の利用増に期待が
もてる。（ｅｘ．アジロ山、天狗高原、久保谷ロード+民宿、月見山）各
1件
＜②森林環境税情報誌作成事業＞
　　　　　　　　　　―

　森林環境税情報誌等の作成・配布により森の情
報を提供する。
　森の達人や林業体験メニューなどを商品化し、都
市住民や観光客などに情報提供、利用促進・誘客
するＨＰを立ち上げ、都市と山村の交流の促進を
支援する。あわせて、新たに森の案内人となる人
の養成、紹介も支援する。

①・717人が事業を活用しており、概ね順調（H22計画：4,708人　進捗率15%） ①・県民の自主的活動に対する支援に安定したニーズがあり、県
民に浸透してきている

　県民が企画・実施する森川海の連携した都市と
山村の継続的な交流促進活動の拡大へ援を強化

②・森林整備 21.29ha、歩道開設 2,959mであり概ね順調
　　（事業費進捗率：87.5%　7,000千円/8,000千円）

民に浸透してきている。

②・生き活きこうちの森づくり推進事業が県内全域に浸透してきて
いる。

山村の継続的な交流促進活動の拡大へ援を強化
する。また、森林保全ボランティア団体等による間
伐や里山林・水辺林・竹林等の森林保全活動を支
援する。

・県森連、森林組合等との間伐推進に向けた意見交換により共通認識を確認 ・間伐面積（H21～H23)　４５，０００ｈａ

・検討委員会委員による現状の認識
・対象事業地の決定
・中間報告書の作成

◆森林の果たす役割に沿った、適正な森林管理を
行う。



主な課題

産業成長戦略（専門分野）

インプット（投入）
<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

戦略の柱
取組方針

施策
項目名及び事業概要
（◆これからの対策）

◆森林保全ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱの支援
【事業概要】
　・森林保全ボランティア団体に対するチェー
　　ンソー等の支給及び間伐等に対する補助
　・県民の森林整備を促す事業を「こうち山の日
　　ボランティアネットワーク」に委託

◆森林所有者に対する普及啓発活動
の強化
◆森林境界の明確化に関する事業の
促進
【事業概要】
森林所有者が不明な場合、あるいは境界が不明
であることに起因して施業実施の前提条件が整わ
ない森林について、境界の明確化等を図り、間伐
等森林施業の推進を図る。

・不在村化や高齢化などにより境界が不明確な
森林が増加しており、施業の集約化や森林の整
備推進に支障が出てくる。
・集約化等推進するためには、境界の明確化を
進めることが必要。
・複数ある境界明確化関連事業の周知を図り事
業を有効に活用するため、市町村、森林組合等
事業体と連携した取り組みを進める。

・市町村への広報やＨＰへの掲載依頼。

・森林境界明確化促進事業の事業地の確保の為、林業事務所と連絡を
取りながら募集を行った。
　

・森林整備地域活動支援交付金事業の要綱改正後、市町村と連携をとり
ながら事業の受付を行った。

<①森林保全ボランティア活動推進事業>
　・間伐等の活動フィールドが不足、ﾒﾝﾊﾞー
　　の高齢化

　・初心者が入りやすい安全な活動フィールド
　が不足し、入門編の間伐等が計画しづらい

　・搬出間伐の技術不足

①・こうち山の日ボランティアネットワーク理事会及び総会（２３団体）で
　　の制度説明及び安全研修の周知
　 ・新規団体（若年層主体）関係者への制度説明
   ・６月上旬新規団体登録の呼びかけ実施（テレビ、ラジオ、HPへの
    掲載）
   ・導入予定機械のデモ研修（6/30南国市）
①ｱ)チェンソー等機械器具支給一式　9月上旬交付決定
　 ｲ)地域通貨券による間伐　9月上旬交付決定
　 ｳ)林内作業車　9月下旬交付決定

 

◆県民参加や企業支援による森林管
理の促進
◆森林保全ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱの支援
【事業概要】
環境先進企業の協賛金を得て、森林の再生と
CSR活動による地域交流を進める。
森林保全ボランティア団体による森林整備活動を
支援する。

□協定更新の取り組み　H22年度　９企業
□未協定市町村への新規協定への取り組み
　　　13市町村

□協働の森の県J-VER制度の活用に向けた取
り組み
□企業CSR活動及び地域交流の促進
□川と森を連携させたCSR活動及び地域交流の
促進

　・企業説明会の開催 36企業
　・5/14　富士通フォーラム2010参加　知事講演（協働の森・J-VER)
　・新規・更新企業への営業訪問
　・県J-VER制度活用の説明会の開催
　・協働の森フォーラムの開催

□森林管理プロジェクトの普及推進

□森林管理プロジェクト事業者が負担する第三
者機関の検証にかかる経費削減に向けた検討

○県J-VER制度説明会　7回（6流域+県全体1回）
○申請書作成講習会　　6団体
○国の環境審議会(国内排出量取引制度)プレゼン
○モニタリング研修会　　2回　企業、市町村等
○ベリフィケーション・バリデーション研修会　1回
○市町村広報　１件

◆オフセット・クレジット（J-VER）制度
を活用した森林整備の推進
【事業概要】
オフセット・クレジット(J-VER)制度
　温暖化対策におけるカーボン・オフセットに活用
されるCO2削減・CO2吸収クレジットを創出し、そ
の資金を獲得することで、森林整備の促進と雇用
の創出を図る環境(森林)ビジネス
□排出量取引(CO2排出削減)プロジェクト事業
　木質バイオマス(林地残材)を活用した削減クレ
ジットの創出
□排出量取引(CO2吸収)プロジェクト事業
　森林整備による吸収クレジットの創出
□オフセット・クレジット認証センター運営
　県内の森林を対象とした、県J-VER制度による
認証を行い、クレジットの創出を行う

(2) 鳥獣被害防止の推進

◆森林に対する食害等への防除対策
の促進
◆計画的にニホンジカの個体数調整
を行う
【事業概要】
・森林に対する食害等への防除対策を促進し計画
的にニホンジカの個体数調整を行う
・野生鳥獣から森林資源を保護することにより森
林環境への悪影響を軽減する。

・森林の食害等への防除対策【林業改革課】

・有害捕獲頭数（６，９００頭）の達成
・狩猟捕獲頭数（８，７００頭）の達成

【林業改革課】
ニホンジカについて、林業事務所との情報共有（１回）
ニホンジカについて、検討チーム打ち合わせ（１回）
調査方法を通知

【鳥獣対策課】
・報償金への補助（１／２以内）「有害捕獲」
・報償金　８，０００円／頭「狩猟捕獲」



アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

を示すこと>
目標（H２３）

アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に

現れた形を示すこと>

・森林境界明確化促進事業の事業地の確保。
　　４事業体　２４０ｈａ

・森林整備地域活動支援交付金事業計画の承認。
　　２９市町村　面積７３,１００ｈａ

①ｱ)チェンソー等機械器具支給一式１件（高知市）
　 ｲ)地域通貨券による間伐26.70ha　5市町村　10団体
　 ｳ)林内作業車１台（こうち山の日ボラネット）

・境界明確化面積（～H23）３，０００ｈａ

①・チェンソー等機械器具支給及び地域通貨券による間伐ともに根
強いニーズがあり、森林整備活動が定着してきている。

　森林保全ボランティア団体による森林整備活動
を支援する。

　・パートナーズ協定企業による更新協定は順調に進捗している。
　・更新協定　3社(累計3社)　　新規協定 1社(累計2社)
　　新規企業の開拓に向けて、更なる営業活動に取組む。
　・体験交流活動　6件　305人
　・富士通フォーラム　聴衆500人
　交流活動や企業訪問により、地元産品の活用など、地産外商課ほか他部局
との連携に広がりがみられる。
　・県J-VER制度　2社登録済み　2社申請中
県J-VER制度を活用した、市町村と企業が連携した取り組みに、他企業から

合 が増

  協働の森のCSR活動や地域交流の広報により、　今までの業種
から、幅広い分野の企業へと、拡大している。

■間伐目標　45,000ha

○オフセット・クレジット発行実績　吸収クレジット285t-CO2(内、バッファー分
8t-CO2)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 削減クレジット 3,089t-CO2
○オフセット・クレジット販売実績　10件　447ｔ－CO2(内吸収25t-co2)
　（残量　吸収クレジット252t-CO2、削減クレジット2,857t-CO2)
○高知県J-VER　プロジェクト申請・登録 2件 (津野町、中土佐町)
○高知県J-VER　プロジェクト申請         2件(大豊町、梼原町)

  環境省のJ-VER制度におけるCO2削減プロジェクトで、第1号登録
及び、CO2森林吸収プロジェクトでも都道府県第1号登録により、ク
レジット創出と販売において、全国的にもトップクラスの成果を上げ
ている。

◆間伐の必要性が周知されるとともに、適正な森
林管理が行われている

◆J-VER削減クレジット
   ４，５００t-co2

◆J-VER吸収クレジット
　 （H18～H23）
　 ６０，０００t-co2

の問合せが増えている。

ニホンジカ被害調査の進め方について、情報を共有することができた
具体的な調査手法が各林業事務所に周知徹底できた

・シカの適正な個体数管理と防除対策により、森林
環境への悪影響を軽減する。



産業成長戦略の取り組み状況と成果　【水産業分野】

・19号（東部）が入札され、工事を着工した。
・昨年度末に契約済の20号（中央）、21号（西部）は工事が進み、
　第2回目の中間検査を実施した。
　　　【ブイ契約額】　合計693,000千円
　　　　　　19号　　241,500千円
　　　　　　20号　　215,250千円
     　　　 21号    234,250千円

・21号の仕様に不安（振れまわりによる集魚効果の低下）を持つすく
　も湾漁協所属漁業者に対し、鹿児島県で6基設置された同型ブイ
　の漁獲効果情報を提供するとともに、ブイ製造業者が大学の協力
　を得て改善方法(安定用フィンの追加による振れまわりの軽減）を
　検討した。

   　　21号振れまわり改善：漁業者との協議　  2回
  　　 ブイ改善水槽試験立会（鹿児島市）　　　　1回
   　　同型ブイ漁獲効果情報提供　　　　　　　　 2回

1.◆漁獲の増加に貢献する黒潮牧場
の整備
【事業概要】
12基体制のもとで最大漁獲に向けた配置の最適
化を図るとともに、整備の低コスト化を図る。

・浮魚礁毎の漁獲効果データの蓄積が不十
　分
・低コスト仕様浮魚礁の機能検証
・黒牧増設によって一時的に倍増が見込まれ
　る漁業者の黒牧利用負担金の軽減

(1) 既存の漁港・漁場等の設備資源
　の活用

戦略の柱
取組方針

施策
項目名及び事業概要
（◆これからの対策）

産業成長戦略（専門分野）

主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

１ 生産量、品揃えの確保
　 漁獲物の安定確保

水産業

１ 生産物（鮮魚）の売上高を伸ばすため
　の戦略
(1) 生産物の量の確保、質の向上及び市場
　競争性の導入を通じた産地入札価格の向
　上

5.◆国の新たな制度（環境生態系保
全活動支援事業）の導入による磯焼
け対策の実施
6.◆藻場の有効利用方法の検討（H24
以降の取組）
【事業概要】
・藻場の回復や干潟等の機能回復による磯根資
源の維持増加、沿岸漁業の生産性の向上。
・有害生物等の除去により藻場、干潟、サンゴの
維持、回復の促進。

・新規地域の組織化、及び活動の早期着手
・活動組織の強化（H21年開始地域）
・未実施地域への結果広報等による働きかけ
・回復した藻場の漁業生産への利用

・新たに中土佐町、四万十町を新規地区として承認
・事業費の拡充（磯焼け対策等沿岸域機能回復支援交付金H21：5,450千
円→H22：9,175千円）
・未実施の地域に対する国の事業の周知
・水産試験場による追跡調査の継続
 
 

2.◆実施に向けた技術の習得と施設
の整備
3.◆活餌供給基地の増加（概ね10年
先）
【事業概要】
・カツオ一本釣り漁業の生産性の向上、県内市場
への水揚げ促進のため、活餌の供給基地の機能
強化と増加を図る

・事業継続のための体制の整備
・漁協の活餌の飼育技術が不十分、事業全般の
ノウハウ不足

・漁協等との地元の体制作りのための協議会の開催
・黒潮町の全面的なバックアップが必要であることから新町長との事業内
容協議
・活餌供給事業のノウハウ不足を補うため、先進地視察を実施
・蓄養施設の設置場所を確保するための漁港内の浚渫工事の実施
・22年度補助事業で小割網等保管倉庫、水道関連工事及び小割枠への
手すり設置

4.◆沈設型魚礁の再整備に向けた取
り組み
【事業概要】
調査船により魚礁の現況調査を実施するととも
に、漁業者に対する情報提供を行い、既存魚礁の
利活用促進を図る。また、魚礁効果把握の手法を
模索し、現況調査結果と併せて今後の整備方針
を決定する。

○魚礁の効果把握、漁獲効果把握のための漁
業者等の協力が得られにくい。
●位置情報の精度が低い時期に設置した古い
魚礁の一部は、位置確認が難しく、効率的な現
況調査ができない。

●H21の現況調査は、海域・増殖礁2カ所、人工礁８カ所、大型魚礁20カ
所の計30カ所を実施し、27.5％（30/109カ所）の進捗率であった。
●H22の現況調査は、8月13日までに、人工礁2カ所、大型魚礁12の計14
カ所で実施し、H21から通算して44カ所、進捗率40.4％（44/109カ所）で
あった。
●H21年度に実施した現況調査のうち、調査が完了した海域については、
とりまとめを行った。
●現況調査結果の広報のため、図面のスタイルや　漁業者への周知の方
法について関係漁業者と高知地区で、計2回協議した。
●各漁業指導所に依頼し、現況調査のための事前位置だし調査の準備
を行った。
○漁協水揚げ伝票電算システムを利用した魚礁漁場別の漁獲データの
取得について関係者と計３回協議した。

(2) 燃油高騰、就業者の高齢化を考
　慮した漁場の整備、漁港の活用

高知県の藻場面積について【参考】

・H18～21年の調査結果で本県沿岸域

の藻場面積は344ha（H9年1,032haか

ら67％の減少）



・19号（東部）、20号（中央）、21号（西部）の工事は順調に進んだ。
　　【進捗率】（H22年7月末現在）
　　　　　　19号　　　　2％
　　　　　　20号　　　15％
　　　　　　21号　　　27％

・すくも湾漁協所属の漁業者に対し、21号ブイの仕様の改善方法を説明
　し、一定の理解を得た。

◆黒潮牧場ブイの最適配置に向けた漁業者の
　調整、コスト縮減のための情報収集に基づく
　ブイ設置の着手
　　※21年度補正による3基設置の予算化によ
　　　　り、前倒しで着手

・最適化再配置の推進により、黒潮牧場１基あたりの漁獲効果
　の向上すなわち、漁業者の経営安定が期待できる。
・黒潮牧場のトータルコストの縮減が図られ、費用対効果の改
　善が見込まれる。

アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

を示すこと>
目標（H２３）

アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に

現れた形を示すこと>

・久通、池ノ浦、手結でウニ除去の結果、藻類の芽生え、成長を確認
・本県沿岸域におけるウニ焼け（ウニが原因で磯焼け状態が継続している海
域）の面積は推定で293haで、H21年度にウニ除去活動を実施した面積は合
計7ha（5地区）
・追跡調査の結果では、ウニ除去区のほぼ全てで珪藻類、1年生海藻の発生
を確認し、さらに0.3haで多年生のホンダワラ類等が確認された。

・平成22年度から、新たに中土佐町（矢井賀、下ノ加江）、四万十町
（志和、興津）、土佐清水市（窪津）でも磯焼け対策が実施され、活
動実施カ所数が倍増（5カ所→10カ所）するなど、磯焼け対策の気
運が高まりつつある。

◆ウニ除去による藻場の回復（H21は県内５ヶ所着
手、H22以降は数カ所追加）

●魚礁現況調査結果の広報のための図面例示様式を決定した。また、結果
の広報は漁協を通じて提供することとした。
●とりまとめが終わった図面集を関連する県下3箇所（高知市2箇所、安芸市1
箇所）に提供した。
○協議を通して、魚礁漁場別の漁獲データ取得のしくみづくりに対し、漁業関
係者側の協力を得ることができつつある。

 現況調査結を情報提供した地域や魚礁別の漁獲データ取得を
行っている地域では、漁業者・漁業関係者が魚礁効果調査を実施
する気運が形成されつつある。

◆水産試験場調査船による現況調査を実施（タイ
プごとのサンプル調査）
◆調査結果を踏まえた沈設型魚礁の整備方針の
検討

・これまで愛媛県に水揚げをしていた本県所属の大型船が佐賀港
へ水揚した。
・この結果、本県沿岸域へのカツオの来遊量が少なかったにも関わ
らず、大型船8隻の水揚げにより一定の水揚げを確保した。
・漁協の水揚げ手数料の増加、漁業者の燃油節減、積み込み物資
の増加による地域経済への波及効果も期待される。

◆現行の佐賀、土佐清水の活餌供給基地としての
充実（取扱量の増）

・22年1～2月及び5～6月に5回イワシ活餌の買い回しを行った結果、延べ４７
隻へ、計3,344杯（26,668千円）の活餌を販売。
・1～6月（3･4月は除く）の水揚げ金額は前年度同期を若干上回る結果（前年
比110％）となる。

表　魚礁現況調査進捗状況 (H22.8.13現在）　単位：カ所、％

海域・
増殖礁

人工礁 大型魚礁 合計
小規模
魚礁

8 15 86 109
2 8 20 30 47

25.0 53.3 23.3 27.5
2 12 14 9

0 13.3 14.0 12.8
第1四半期 6 6 3
第2四半期 2 6 8 6
第3四半期
第4四半期

2 10 32 44 56
25.0 66.7 37.2 40.4

魚礁種類

総    　計  (D)

総　　 数  (A)
H21実績　(B)
　進捗率（B/A）

通算進捗率（D/A)

H22実績　(C)
　進捗率（C/A）



戦略の柱
取組方針

施策
項目名及び事業概要
（◆これからの対策）

産業成長戦略（専門分野）

主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

7.◆燃油高騰に強い漁業経営の確立
【事業概要】
漁業経営の構造改善を図るため、省エネ性能の
高いエンジンへの換装を促進する漁協のリース事
業を支援
（省エネ機器等の国の研究開発への要望→H21
～研究開発着手済み）

漁業者の設備投資への意欲低下
市町村の財政負担

●エンジンリース事業は、制度設計時に47件の実施を想定していたが、
H21～23の具体的な需要は、44件と約94％の達成率が見込まれている。
●H21のエンジンリース事業は、9件の予定件数に対し、9件のリースが完
了した。
●H22のエンジンリース事業は、21件の予定件数に対し第2四半期までに
10件の交付決定を行った。
●5，6月に県下3カ所で、エンジンリース事業に関する説明会を開催した。
●H21にエンジンリースを受けた漁業者に事業効果のアンケート調査を実
施した（見込）。
●H23のエンジンリース事業の需要調査を行った（見込）。

(4) 就業者の減少・高齢化を踏まえ
　た漁業秩序の確立による資源の確
　保と効率的漁獲

8.◆３年間の集中取締
9.◆地域防犯組織の設立・活動支援
【事業概要】
＜３年間の集中取締＞
県外違反船の取締を強化し、漁獲高の維持及び
所得の向上を図る。
＜地域防犯組織の設立・活動支援＞
地域の自主防犯組織との連携による取締の効率
化による資源の確保を目指す。

・悪質巧妙化する違反への対応不足
・漁業者への違法意識醸成のための啓発の不
足
・他の捜査機関との連携不足

【○集中取締の取組】
○室戸沖の県外船による違反に対しては、フェリーに情報提供を依頼
　
○宿毛湾の県外船による違反に対しては、地元漁業者からの情報収集と
用船または高知船「くろしお、小鷹」による取締を実施

【□地域防犯組織の活用と活動支援】
□自主防犯組織の定例会開催を開催し、情報収集に関する意見交換
□自主防犯組織、県警、県による合同取締の実施に向けた協議

(3) 燃油高騰への対策

12.◆漁業の担い手の確保
【事業概要】
・漁業就業者の減少、高齢化に対応するため幅広
い世代から漁業の担い手を確保。
・漁業就業希望者に対して技術習得に関する支
援、中古船購入に関する支援を実施。
・また、担い手を確保するための勧誘活動を実施
する。

・新規就業時のハードル（漁労技術、初期投資、
漁村環境）の高さ
・一部の地域を除き、市町村、漁協の受け入れ
体制の不備

(6) 広く「漁業の担い手」を確保
・H21年度に長期研修制度の内容の充実を図り、漁船リース事業を創設。
・H22年度には漁船リース事業の対象者を拡大
・また、H21年度からふるさと雇用を活用し、県漁協に漁業就業アドバイ
ザーを設置し幅広い世代から漁業就業者を確保する体制を整備。
・H22年度も漁業就業アドバイザｰによる事業の広報（パンフレット配布、
海洋高校でのPR）、就業希望者への事業内容説明、就業相談の対応、各
種就業相談会への出席等を通じて担い手の確保を推進。

11.◆大型種苗の集中放流と効果の
検証
【事業概要】
　放流効果を向上させるため、大型種苗の放流の
定着を図る。

・種苗放流事業を実施する市町村の減少 ・ヒラメは40mm、60mmともに市町村要望尾数を配布
・黒潮町でヒラメ大型種苗の集中放流を実施（15万尾）
・効果の検証に向けた調査体制を整備
・エビ類は12mmを市町村要望尾数を配布、35mmの大型種苗は生産中

(5) コスト計算に基づく効果的な栽
　培漁業の推進

10.◆紛争の解消と規制緩和の推進
【事業概要】
・関係者の合意形成に向けた意見調整
・制度改正等による規制緩和

・利害関係者間の対立
・資源保護と効率的漁獲の調整

●バッチ調整
5年間の試験操業結果を取りまとめ、関係者にアユ資源への影響がない
ことを説明した。
□いさぎ釣り調整
操業実態調査を行うとともに漁船の規制緩和（5t→10t）について聞き取り
調査を実施したが、特に反対意見は無かった
○しいらまき網調整
協議会において漁期等の延長要望があったので、県として関係者の意見
を聞き一定の調整を図ることとした。
現在までに8回関係者と協議を行うなど意見調整を行った
これまでの協議から漁期の延長は時間をかけた粘り強い取り組みが必要
なため、操業区域の拡大についての検討を併せて行う



アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

を示すこと>
目標（H２３）

アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に

現れた形を示すこと>

【○集中取締の取組】
○宿毛湾において愛媛県の中型巻き網漁船を検挙した。

【○集中取締の取組】
○宿毛湾では愛媛県船を検挙したことから、他県船による越境操
業に対して、一定の抑止効果が期待できる。 ○県外船の違反検挙

□常習者の検挙
□啓発活動による違反防止

●H21のエンジンリース事業の実績は９件、進捗率100％であった。
●H22のエンジンリース事業は21件の予定件数に対し、10件の交付決定が行
われ約48％の進捗率であった（H22.8.16現在）。
●H21.22の通算では、事業完了及び交付決定件数は19件で、制度設計時の
47件に対し約40％達成できている。

◆ソフト施策による省エネ操業の定着
◆ハード対策（省エネ機器の普及等）による燃油高
騰に強い漁業経営への構造改革

・漁業経営構造改善計画の認定によって、漁業者に経営改善
　意識が高まりつつある。
・H21に比べH22は、エンジンリース事業の件数が倍増し、また
　新たな追加要望があることから、漁船漁業の中核的漁業者
　の設備投資意欲が掘り起されつつある。

・研修生の受け入れ数は年間7～8名程度となり、大幅に増加
・これまで受け入れのなかった中土佐町でも長期研修を開始

・H21～22年度の支援事業対象者は17～49歳で幅広い世代から就
業者を確保。
・また、平均年齢は33.1歳で、漁業技術を獲得し地域へ定着するこ
とで、漁村の活性化も期待される。

◆幅広い世代から就業者を確保
（後継者確保から担い手の確保へ）
◆年間22名程度（H15～H18平均）の新規就業者
を確保

・来年度以降の漁獲量の増大が期待されるとともに、追跡調査に対
する関係者の意識も向上している。

◆県による大型種苗の生産、放流と効果調査への
着手
◆市町村等が実施する中間育成技術のレベル
アップ

・黒潮町でヒラメ大型種苗の集中放流が実施（15万尾）された。
・これは過去最大の集中放流尾数である。ただし、放流効果の発現は来春以
降となる。

●パッチ調整（四万十河口沖の操業区域拡大）について関係者の合意を得た
ことから、H23.1月に許可内容変更予定

◆漁業者の相互理解による紛争解消



戦略の柱
取組方針

施策
項目名及び事業概要
（◆これからの対策）

産業成長戦略（専門分野）

主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

(2)〈ハード面〉

14.◆高度衛生管理に対応した市場の
施設整備を促進
15.◆拠点市場への重点投資及び必
要性の高い市場への鮮度保持・衛生
管理施設の更新などによる高品質な
生産物の確保
16.◆市場統合に向けた関係者との協
議の場づくり
17.◆市場統合を見据えたハード整備
【事業概要】
老朽化の著しい清水市場の整備に向けた計画策
定を推進
市場統合を進めるため 先進事例や県内市場の

・市場統合は支所の統廃合と密接な関係にある
うえ、地域の漁業者の理解が得られにくいことか
ら、漁協が着手に躊躇している状況

・広域連携機能強化事業費補助金（該当分：387千円）

(1)〈ソフト面〉

13.◆鮮度保持・衛生管理・規格選別
に対する意識・行動の改革
【事業概要】
＜鮮魚商品力向上事業＞
　鮮度保持等に関する漁業者間や産地市場間の
格差解消に向けて実践的な学習会等を行う。
　H22年度は8箇所で開催しH21～H23年度末まで
に22箇所で学習会を開催予定

＜ふるさと雇用再生事業＞
　魚価の向上を目的に、失業者を新たに雇用して
実施する産地市場での水産物の品質向上や鮮魚
等のブランド化に向けた取り組みを進める。

・鮮度保持の重要性を理屈では理解しても、直ち
に所得向上につながらないなどの理由から、従
来のやり方を変えるまでには至らない漁業者や
漁協職員が多い。
・学習会への漁業者・漁協職員の参加確保
・地域の課題に応じた効果的なテーマ設定と学
習会の運営
・学習会後の効果的なフォローアップ

〇鮮度保持に関する学習会の実施に向けた調整・事前評価等
　　・椎名・佐喜浜での学習会実施に向けた漁協、大敷組合、指導所
　　　との協議・調整
　　・産地市場における現状・課題調査
　　　　→椎名、佐喜浜、三津、甲浦、手結
　　・椎名・佐喜浜での学習会講師の依頼
　　　　→神奈川県水産技術センター

〇鮮度保持学習会の実施
　・椎名地区（8月5日）
　・佐喜浜地区（8月6日）

□ふるさと雇用再生水産物品質向上推進事業
　産地市場での鮮度保持等に関する業務を高知県漁協に委託
　（7,885,500円）

２ 高品質な生産物の確保（鮮魚の商品
　化）

(2) 産地市場のオープン化（新規参
　入）

18.◆既存の仲買人との信頼関係の
構築
19.◆オープン化に伴う運営リスクの
管理
20.◆市場ルールの統一と販売力を有
する仲買人の誘致
【事業概要】
産地市場での競争性の向上のために実施する市
場ルールの統一やオープン化について、仲買人と
の意見交換等を通じ、その影響等を把握し、市場
運営の改善につなげる。

・漁協のオープン化に向けた主体的な意識と活
動が不十分である。
・大口の仲買人の販売未収金が固定化し、漁協
の経営を圧迫するとともに、他の仲買人の不信
感を招いている。

・債権が固定化した仲買人への対応指導

・県内量販店等への新規参入に向けた働きかけ

14.◆高度衛生管理に対応した市場の
施設整備を促進
15.◆拠点市場への重点投資及び必
要性の高い市場への鮮度保持・衛生
管理施設の更新などによる高品質な
生産物の確保
16.◆市場統合に向けた関係者との協
議の場づくり
17.◆市場統合を見据えたハード整備
【事業概要】
老朽化の著しい清水市場の整備に向けた計画策
定を推進
市場統合を進めるため、先進事例や県内市場の
現状等に係る情報収集を行う

・市場統合は支所の統廃合と密接な関係にある
うえ、地域の漁業者の理解が得られにくいことか
ら、漁協が着手に躊躇している状況

・広域連携機能強化事業費補助金（該当分：387千円）

３ 産地市場での競争性の向上

(1) 分散化した市場の集約（拠点
　化）

市場統合を進めるため、先進事例や県内市場の
現状等に係る情報収集を行う



アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

を示すこと>
目標（H２３）

アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に

現れた形を示すこと>

・清水地区組合員の漁協経営、施設整備への受益者負担の意識
向上

〔参考：21年度〕
・先行して市場事務所を整備（鉄骨造2階建、延床面積492㎡）
・必要な資金調達の手段として清水市場の販売手数料率を0.3％引
き上げること（5年間）で合意

◆高度衛生管理に対応可能な市場の整備計画策
定（１地区）
◆鮮度保持、衛生管理施設の更新需要への対応
◆市場統合に向けた漁協内部での議論を喚起

・清水市場整備への補助事業導入に係る漁協の意志決定
・市場統合を検討する漁協内組織の立ち上げ
・市場施設の実施設計に着手
・本体工事費4.2億円を上限とした資金計画を策定

〇鮮度保持等に関する学習会の実施
　・椎名「漁獲物の鮮度保持」「先進地における鮮度保持の取組」
　　　→　４５名出席
　・佐喜浜「漁獲物の鮮度保持」「先進地における鮮度保持の取組」
　　　→　２７名出席

□ふるさと雇用再生水産物品質向上推進事業
　産地市場での鮮度保持等に関する業務を行う者を
  ２名雇用し、２支所に配置した（手結：１名、加領郷：１名）

○椎名地区・佐喜浜地区
船上・市場における氷の増量や温度管理等について取り組むべき
ことが明確になり、関係者の意識が高まった。

【参考：平成２１年度】
７つの産地市場で学習会等を実施し、鮮度保持やブランド化の面
で、一定のレベルアップがみられた。

◆漁業者による、より質の高い鮮度保持の実施
◆特別な鮮度保持ニーズ（沖〆など）へ対応できる
技術習得
◆市場における鮮度保持、衛生管理の統一実施
◆規格選別の普及
◆上記取組による適正な価格の確保

・債権が固定化した仲買人への対応のルール化

・仲買人３者が新規参入（受入保証金2.1百万円）

・漁協役職員の固定化対応を通じた経営意識の向上と仲買人間の
公平性の確保が図られた

〔参考:21年度〕
・21年度末の販売未収金412百万円（20年度比▲77百万円）
・21年度中に新規参入した仲買人：4人（受入保証金5.7百万円）

◆市場のオープン化の仕組みづくり（市場ルール
の統一等）
◆新規参入の促進

・清水地区組合員の漁協経営、施設整備への受益者負担の意識
向上

〔参考：21年度〕
・先行して市場事務所を整備（鉄骨造2階建、延床面積492㎡）
・必要な資金調達の手段として清水市場の販売手数料率を0.3％引
き上げること（5年間）で合意

◆高度衛生管理に対応可能な市場の整備計画策
定（１地区）
◆鮮度保持、衛生管理施設の更新需要への対応
◆市場統合に向けた漁協内部での議論を喚起

・清水市場整備への補助事業導入に係る漁協の意志決定
・市場統合を検討する漁協内組織の立ち上げ
・市場施設の実施設計に着手
・本体工事費4.2億円を上限とした資金計画を策定



戦略の柱
取組方針

施策
項目名及び事業概要
（◆これからの対策）

産業成長戦略（専門分野）

主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

《総括・評価を踏まえた取組》
○販売子会社の設立も含めた、以後の
　販売戦略の構築
○販売戦略に基づく取扱量の拡大によ

《今後３年間の取組》
○様々なチャネルを通じての販売の実施
　・有利販売先、販売方法の模索、検討
　・有利販売に向けた人材育成、ノウハ
　　ウの習得外

１ 生産物（鮮魚）の売上高を伸ばすため
　の戦略
  (2) 県漁協による「土佐の魚」への付加
　　価値向上

21.◆入札担当職員の育成
22.◆県漁協の流通販売事業に関す
る取組強化
【事業概要】　様々な取引先に応じた集出荷体制
（入札・荷作り・物流等）の構築、販売ノウハウの
習得と蓄積、そのための人材育成

◆流通販売事業の実績やノウハウの蓄積が乏し
い。
◆営業力・交渉力を持った人材が少ない。
◆漁協本体の財務基盤が弱く、リスクの引き受
けや必要人員確保の余裕がない。

○補助金の導入　総事業費5,905千円（補助額3,749千円）
○ふるさと雇用再生水産物販路拡大事業による事業の拡大支援（H21-
23）
　　（職員３名：本所１名・産地２名）

(3) 漁協自らも入札に参加

追1.◆養殖生産の安定に向けた漁場
環境調査や漁病対策の継続(これか
らの対策30に記載）
追2.◆既存養殖生産者グループの育
成
追3.◆養殖生産物の流通・販売対策
の強化
【事業概要】
・養殖業者のまとまりを形成し、県内民間企業と連
携した新たな取組を推進する
・既存グループの育成、強化

・経営体間で養殖技術の格差が拡大
・産地、生産者のまとまりの不足
・民間企業への依存度が高い（流通販売等）
・漁場環境の悪化による魚病や赤潮による被害
・養殖業者の意識づくりと自主活動組織の育成

・グループ化の推進、販売促進支援のため新規事業を創設
　　（事業費：5,019千円）
・グループ化、販売促進に向けた意見交換会の実施
　　宿毛地区：養殖部会等15回、民間企業5社（8回）
　　中央地区：養殖部会等11回、民間企業3社
・行政ニーズ把握のための生産者の個別面談の実施
　　宿毛地区：13名

１ 生産物（鮮魚）の売上高を伸ばすため
　の戦略
  （3）養殖生産物の流通・販売の強化

○販売戦略 基 く取扱量 拡大 よ
　る、漁協収益の向上と漁業者への収益
　還元

養殖生産物の流通・販売の強化

養殖生産物の流通・販売の強化

○補助金の導入　総事業費5,905千円（補助額3,749千円）
○ふるさと雇用再生水産物販路拡大事業による事業の拡大支援（H21-
23）
　　（職員３名：本所１名・産地２名）

◆流通販売事業の実績やノウハウの蓄積が乏し
い。
◆営業力・交渉力を持った人材が少ない。
◆漁協本体の財務基盤が弱く、リスクの引き受
けや必要人員確保の余裕がない。

21.◆入札担当職員の育成
22.◆県漁協の流通販売事業に関す
る取組強化
【事業概要】　様々な取引先に応じた集出荷体制
（入札・荷作り・物流等）の構築、販売ノウハウの
習得と蓄積、そのための人材育成



アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

を示すこと>
目標（H２３）

アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に

現れた形を示すこと>

○量販店との取引拡大により集出荷体制等のレベルアップが図ら
れた。

〔参考：21年度〕
・直販店での販売　131百万円
・県内量販店との取引　8百万円（10店舗、週3回）
・高知市中央卸売市場への出荷　33百万円

◆取引先に応じた集出荷体制整備と販売ノウハウ
の獲得

◆営業担当職員（プロ）の養成

◆有利販売先の見極め（３年間の総括・評価）と以
後の販売戦略の構築

○新規県内量販店との直接取引開始

■直販店２店舗での販売 単位：千円

Ｈ20年度

(11～3月)
Ｈ21年度

Ｈ22年度

(4～6月)
50,000 131,000 37,000

■県内量販店との取引 単位：千円

Ｈ21年度
Ｈ22年度

(4～8月)
計 備　考

サンシャイン 8,500 2,400 10,900 週3回10店舗

サニーマート － 900 900 22年6月より
計 8,500 3,300 11,800

・大谷漁協の養殖カンパチグループやすくも湾漁協の養殖部会が、
経費削減や流通、販売に関心を示し活動に着手
・既存３グループは、それぞれのレベルや特性に応じた流通販売事
業の戦略が固まりつつあり、活動の方向づけができた。

◆グループ化による生産者のまとまりの形成
◆グループ化による経営体間の養殖技術の格差
縮小
◆養殖生産物の有利販売に向けた生産・販売体
制の構築
◆漁協による養殖生産者への指導・支援体制の
強化"
 
 
 

・野見湾に新たにカンパチ養殖生産者グループが誕生
・すくも湾では養殖部会が活動を再開
・新たなグループは形成されつつあるが、販売促進に関する活動へのステッ
プアップの段階

○新規県内量販店との直接取引開始 ◆取引先に応じた集出荷体制整備と販売ノウハウ
の獲得

◆営業担当職員（プロ）の養成

◆有利販売先の見極め（３年間の総括・評価）と以
後の販売戦略の構築

○量販店との取引拡大により集出荷体制等のレベルアップが図ら
れた。

〔参考：21年度〕
・直販店での販売　131百万円
・県内量販店との取引　8百万円（10店舗、週3回）
・高知市中央卸売市場への出荷　33百万円

・現在のところ須崎市では、約130名の養殖業者中、40名程度が

■直販店２店舗での販売 単位：千円

Ｈ20年度

(11～3月)
Ｈ21年度

Ｈ22年度

(4～6月)
50,000 131,000 37,000

■県内量販店との取引 単位：千円

Ｈ21年度
Ｈ22年度

(4～8月)
計 備　考

サンシャイン 8,500 2,400 10,900 週3回10店舗

サニーマート － 900 900 22年6月より
計 8,500 3,300 11,800



戦略の柱
取組方針

施策
項目名及び事業概要
（◆これからの対策）

産業成長戦略（専門分野）

主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

２ 県１漁協による漁業費用を削減するた

追5.◆県外向けの消費拡大対策
【事業概要】
　県産水産物の県外出荷の中核を担う産地買受
人と県外消費地市場関係者との交流会等を実施
し、産地と消費地の結びつきを強めることにより、
県産水産物の地産外商を推進する。

・産地買受人の交流会への参加促進
・消費地市場関係者との事業実施の同意
  形成
・消費地市場からの商談等の個別案件への
 支援体制
・首都圏アンテナショプの活用
　（消費地での懇談会の開催）

・参加意向調査の実施
・名古屋、大阪消費地市場関係者事業説明訪問
・消費地市場からの案件への支援等の実施
・関東消費地市場関係者への事業説明訪問
・関西消費地市場関係者への事業内容説明訪問
・関西市場との交流会参加意向調査訪問（産地買受人）

県産水産物の消費拡大対策

追4.◆県内向け消費拡大対策
【事業概要】
量販店、飲食店、市場関係者等と連携した県産水
産物のＰＲ、観光客へ県産水産物のＰＲ、テレビ等
の広報媒体やホームページを活用した県産水産
物のＰＲ等を行う。あわせて、事業を効果的に実
施するため、漁協、量販店、消費者等からなる「水
産物消費拡大対策検討会」を運営する。

・消費者への周知、参加意欲の喚起
・量販店や市場関係者等との連携
・量販店や市場関係者等の主体的な参画
・事業効果の把握

・高知県おさかなＰＲ大使による県産水産物のＰＲ（県内外のイベント、量
販店等）
・水産物販売促進事業の委託（委託期間：７/21～3月末）
・水産物消費拡大対策検討会の開催（６月、９月）
・土佐の魚ＰＲ活動推進パートナー店の募集・公表

１ 生産物（鮮魚）の売上高を伸ばすため
　の戦略
  　（４）土佐の魚の消費拡大

県産水産物の消費拡大対策

23.◆県漁連の事業承継
24.◆中間マージンの還元
25.◆事業承継（漁連の組織改編）に
伴う影響の緩和
27.◆ニーズ調査に基づくサービス改
善と人材育成
【事業概要】
事業を承継した県漁協の軽油購買において中間
マージンを組合員に還元させるとともに、事業拡
大に伴う県漁協の資金調達を支援し、不参加漁協
への軽油の供給の条件・仕組みづくりを行うことに
より事業承継に伴う影響緩和を図る。
併 漁協 拡大 ため ズ調査を行

・軽油の供給条件やその他の要因も加味したう
えで取引の実施を判断するため、県漁協から合
併不参加漁協の組合員への供給が実現しない
場合も想定される
・漁協のマンパワー不足のため資材購買の仕組
み改善に対する取組への意欲が低い

・漁協系統事業承継支援資金利子補給金（1,600千円）
・電算システム整備事業費補助金（5,700千円）

・幡東ブロック購買担当者会（１回）

(3) 需要（漁協利用）の拡大

(2) 事業コスト（手数料等）の削減

26.◆県漁協の経営基盤の強化と経
営の合理化
【事業概要】
県漁協の経営基盤の強化と経営の合理化を図る
ため、支所別収支管理の徹底等を指導するととも
に、短期から長期への借換資金に対する利子補
給により財務改善を支援する。

・事業利益の大半を占める販売事業利益は水揚
げ状況に左右されるため、安定的に利益を確保
できるようさらなる管理費の圧縮が必要

・財務諸表等の情報収集、分析による指導（毎月）

・改善計画の実行・進捗管理に係る協議（１回）
・実績検討会（毎月）
・財務改善資金利子補給金（12,390千円）

・漁協系統事業承継支援資金利子補給金（1,600千円）
・電算システム整備事業費補助金（5,700千円）

・幡東ブロック購買担当者会（１回）

１ 供給価格引下げの仕組改善

(1) 県漁連の事業承継による中間
　マージンの圧縮

23.◆県漁連の事業承継
24.◆中間マージンの還元
25.◆事業承継（漁連の組織改編）に
伴う影響の緩和
27.◆ニーズ調査に基づくサービス改
善と人材育成
【事業概要】
事業を承継した県漁協の軽油購買において中間
マージンを組合員に還元させるとともに、事業拡
大に伴う県漁協の資金調達を支援し、不参加漁協
への軽油の供給の条件・仕組みづくりを行うことに
より事業承継に伴う影響緩和を図る。
併せて、漁協利用拡大のためニーズ調査を行い、
この結果をサービスの改善、職員の資質向上につ
なげる。

・軽油の供給条件やその他の要因も加味したう
えで取引の実施を判断するため、県漁協から合
併不参加漁協の組合員への供給が実現しない
場合も想定される
・漁協のマンパワー不足のため資材購買の仕組
み改善に対する取組への意欲が低い

県 漁協による漁業費用を削減するた
　めの戦略

併せて、漁協利用拡大のためニーズ調査を行い、
この結果をサービスの改善、職員の資質向上につ
なげる。



アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

を示すこと>
目標（H２３）

アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に

現れた形を示すこと>

（大阪）
・大阪市場関係者（卸売業社　２社）から消費地市場での交流会開催の合意
が得られた
・産地買受人による消費地市場視察勉強の実施（仲卸業者が視察協力）。
・関西消費地市場関係者から事業内容の同意が得られた
・関西市場との交流会参加意向調査訪問（産地買受人）　６社の参加が確定
（名古屋）
・名古屋市場卸売業者（３社）仲卸売業者（６社）が交流会へ参加
・産地市場関係者　１５社（２０名）が交流会へ参加
・名古屋市場における県産魚のニーズや評価を把握し県内の流通業者に
フィードバックした。
（関東）
・関東消費地市場卸売業者（５社）から事業への参加同意が得られた

・県外の消費地市場と産地との結びつきが強まり、人的ネットワー
クの構築が進みつつある。

〔参考：Ｈ２１年度〕
・市場名　　鮮魚取扱金額　　　　高知の取扱金額　　　高知の割合
大阪　　　　４４，３２９百万円　　　１，６３２百万円　　　　３．７％
名古屋　　 ５０，７３８百万円　　　　　８５８百万円　　　　１．７％
築地　　　１４２，９０３百万円　　　１，２３１百万円　　　　０．９％
＊取扱量は暦年

◆県内水産加工業者、流通業者の外販機会の増
加と販売額の増加

・高知県おさかなＰＲ大使によるＰＲ
（量販店や高知市中央卸売市場のイベント出演による）
　　・H２１：２４件
　　・H２２：２１件（９月末）※見込み
・土佐の魚ＰＲ活動推進パートナー店の登録（公表）
　　・飲食店　３４店舗（９月末）※見込み
　　・小売店　４８店舗（９月末）※見込み
・水産物消費拡大対策検討会において、水産物販売促進事業の効果的な実
施方法等について意見を収集した。

【参考：平成２１年度】
  高知市１世帯当たりの生鮮魚介類購入量　35.4kg
　（総務省：家計調査）

◆県産魚の料理方法や旬情報が県民に伝わる仕
組みの確立
◆本県漁業や県産魚に関する情報が子どもに伝
わる仕組みの確立
◆量販店における県産水産物の取扱いシェアの
増加
◆学校給食における県産魚の使用割合の増加
◆観光客への県産水産物のＰＲと情報提供の仕
組みの構築

・購買事業の見直しに対する漁協職員の意識向上
〔参考：21年度〕
・高知県漁協の購買事業供給高1,277百万円
　　　　　　　　　　　（対前年度比▲320百万円）

◆県漁連からの事業承継による2段階制への移行
◆燃油購買事業の組合員利用率を５％引き上げ
（78％→83％）・県漁協から不参加漁協への軽油供給について合意

・免税証のデータ管理導入について合意

・支所間の在庫調整・管理の仕組み構築
・共同仕入れによる価格交渉の開始
・在庫一掃セールの実施

・関係団体による改善計画の進捗管理体制の整備

・資金の本所一元管理がスタート

〔参考：21年度〕
・Ｈ21年度決算は５千２百万円の当期利益を計上
・繰越欠損金は漁協発足時の５億２千万円から３億９千万円に圧縮
・借入金は漁協発足時の２９億円から２２億円に圧縮

◆最高7.5％(一部を除く）の販売手数料を６%以内
に引き下げ
◆燃油供給価格の支所間の平準化
  （最大21円／Ｌ、Ｈ19実績）

・県漁協から不参加漁協への軽油供給について合意
・免税証のデータ管理導入について合意

・支所間の在庫調整・管理の仕組み構築
・共同仕入れによる価格交渉の開始
・在庫一掃セールの実施

・購買事業の見直しに対する漁協職員の意識向上
〔参考：21年度〕
・高知県漁協の購買事業供給高1,277百万円
　　　　　　　　　　　（対前年度比▲320百万円）

◆県漁連からの事業承継による2段階制への移行
◆燃油購買事業の組合員利用率を５％引き上げ
（78％→83％）



戦略の柱
取組方針

施策
項目名及び事業概要
（◆これからの対策）

産業成長戦略（専門分野）

主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

30.◆養殖生産者グループの育成
【事業概要】
・養殖業者のまとまりを形成し、県内民間企業と連
携した新たな取組を推進する
・既存グループの育成、強化

・経営体間で養殖技術の格差が拡大
・産地、生産者のまとまりの不足
・民間企業への依存度が高い（流通販売等）
・漁場環境の悪化による魚病や赤潮による被害
・養殖業者の意識づくりと自主活動組織の育成

・グループ化の推進、販売促進支援のため新規事業を創設
　　（事業費：5,019千円）
・グループ化、販売促進に向けた意見交換会の実施
　　宿毛地区：養殖部会等15回、民間企業5社（8回）
　　中央地区：養殖部会等11回、民間企業3社
・行政ニーズ把握のための生産者の個別面談の実施
　　宿毛地区：13名

28.◆漁業の構造改善に資する取り組
みを支援
29.◆漁業金融制度を見直し零細な漁
業者の資金調達を支援
【事業概要】
漁業経営の構造改善を図るため、省エネ性能の
高いエンジンへの転換を促進するための漁協が
行うリース事業を支援する。
また、リース料（原則一括払い）を漁業近代化資金
で融通できるよう制度を拡充する

漁業者の設備投資への意欲低下
市町村の財政負担

●エンジンリース事業は、制度設計時に47件の実施を想定していたが、
H21～23の具体的な需要は、44件と約94％の達成率が見込まれている。
●H21のエンジンリース事業は、9件の予定件数に対し、9件のリースが完
了した。
●H22のエンジンリース事業は、21件の予定件数に対し第2四半期までに
10件の交付決定を行った。
●5，6月に県下3カ所で、エンジンリース事業に関する説明会を開催した。
●H21にエンジンリースを受けた漁業者に事業効果のアンケート調査を実
施した（見込）。
●H23のエンジンリース事業の需要調査を行った（見込）。

２ 個別経営体への指導

(1) 生産性の向上に向けた漁業費用
　の削減

33.◆零細な加工事業者の意識と行
動の経営的視点への誘導
34.◆零細な加工事業者への商品開
発から販売までの取組を総合的に支
援
【事業概要】
　浜加工グループ等の取組に経営的な視点を導
入するきっかけとするため、専門家による衛生管
理、加工技術、流通販売等に関する講習会等を行

・グループへの経営的視点の導入
・グループ活動のレベルアップ
・講習会へのグループの参加確保
・講習会で学んだことの事業活動への反映
・グループへの効果的なフォローアップ

・各加工グループへの講習会等のニーズ調査の実施。
　　各グループの現在の課題、支援を必要とする内容の調査。（訪問によ
る聞き取り調査及び文書によるｱﾝｹｰﾄ調査）

・講習会の実施。（７月に３回実施）

３ 水産加工の産業化（1.5次産業化）に向
　けた戦略

１ 零細規模での加工による高付加価値
　化

(1) 経営的視点に立った新たな加工
　経営体の育成

(2) 既存グループなどの経営的視点
　を持った取組とその発展

32.◆養殖共済の加入を促進
【事業概要】
系統団体と連携して県内を巡回し、養殖業者に経
営意識の啓発等を行うことにより重点的な普及啓
発活動を実施する

漁業共済・積立ぷらす・セーフティーネットの加入
推進　　（変更計画後）

・養殖共済制度普及活動実施：3地域（野見、すくも湾、手結）
　（変更計画,前）

(2) 経営の近代化

31.◆組合員に対する経営指導体制を
整備
【事業概要】
漁業者への経営指導を担う相談員の活動を支援
する

・経営指導を行える職員のレベルアップ、意識の
醸成

・広域連携機能強化事業費補助金（該当分：2,132千円）

う。



アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

を示すこと>
目標（H２３）

アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に

現れた形を示すこと>

・漁業経営構造改善計画の認定によって、漁業者に経営改善
　意識が高まりつつある。
・H21に比べH22は、エンジンリース事業の件数が倍増し、また
　新たな追加要望があることから、漁船漁業の中核的漁業者
　の設備投資意欲が掘り起されつつある。

◆燃油消費量をピーク時より概ね１０％削減

・野見湾に新たにカンパチ養殖生産者グループが誕生
・すくも湾では養殖部会が活動を再開
・新たなグループは形成されつつあるが、販売促進に関する活動へのステッ
プアップの段階

・大谷漁協の養殖カンパチグループやすくも湾漁協の養殖部会が、
経費削減や流通、販売に関心を示し活動に着手
・既存３グループは、それぞれのレベルや特性に応じた流通販売事
業の戦略が固まりつつあり、活動の方向づけができた。

●H21のエンジンリース事業の実績は９件、進捗率100％であった。
●H22のエンジンリース事業は21件の予定件数に対し、10件の交付決定が行
われ約48％の進捗率であった（H22.8.16現在）。
●H21.22の通算では、事業完了及び交付決定件数は19件で、制度設計時の
47件に対し約40％達成できている。

◆グループ化による生産者のまとまりの形成
◆グループ化による経営体間の養殖技術の格差
縮小
◆養殖生産物の有利販売に向けた生産・販売体
制の構築
◆漁協による養殖生産者への指導・支援体制の
強化"
 
 
 

・現在のところ須崎市では、約130名の養殖業者中、40名程度が

いずれかのグループに参加している。

・経営感覚を持った加工販売事業の実施に向けての自覚が高まっ
た。
・新商品の開発等を通じて、今後の活動の幅が広がった。
・幡東海域への小型機船底びき網漁業の導入に伴う影響の緩和が
図られつつある。

〔参考：21年度〕
５つの地域加工グループの合計の加工品販売額26百万円

◆他の地区のモデルとなる起業グループを複数育
成
◆儲けを実感し、経営的視点を持った（少なくとも２
団体が転換）取組に着手

・各加工グループが現在かかえている課題の把握及び、それに見合った講習
会等のテーマ抽出

（ひめいち企業組合）
・企業組合の権利義務、運営等について学んだ。
・新製品の加工方法を習得した。
(土佐佐賀くろしお工房）
・新たな加工グループが発足し、加工販売事業の経営に関するアドバイスを
受けるとともに 干物の加工方法を習得した

・養殖共済制度加入の継続が図られた。　（変更計画,前）

・養殖共済金額が前年同月比（7月末）で約4割増となった。
 「H21.7末：3,241,651千円→H22.7末：4,582,895千円」

・養殖共済制度加入の継続が図られた。

・養殖共済制度の重要性を認識させることができた。

◆資源管理・漁業所得補償対策のもとで資源管理
に取り組む漁業者の割合を引き上げる

・職員の経営意識（未収金、固定化債権管理）の向上
・未収金や分類債権の管理･回収体制が強化 ・研修等を通じた相談員の資質の向上により、未収金管理、債権回

収の取り組みが伸張している

〔参考：21年度〕
・21年度は分類債権52,494千円回収し期末残高は1,280,611千円
（255先）で、うち貸倒引当金は932,082千円

◆記帳を行うモデル経営体の選定と実践

　５つの地域加工グル プの合計の加工品販売額26百万円受けるとともに、干物の加工方法を習得した。



戦略の柱
取組方針

施策
項目名及び事業概要
（◆これからの対策）

産業成長戦略（専門分野）

主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

１ 滞在型・体験型観光機能づくり

(1) 漁村・地域での受入体制の強化

４ 滞在型・体験型観光の誘客に向けた戦
　略

36.◆地域の加工施設・冷凍保管庫の
整備

※平成22年度、23年度の補助事業について要望調査したが、要望なし。

２ 前処理加工・冷凍保管による供給

35.◆前処理加工・冷凍保管事業の事
業化推進
【事業概要】
●事業主体の掘り起こし、漁協や民間企業の前
処理加工の事業化支援を行う。
　・講演会の開催
　・地域ＡＰへの位置づけ支援
　・産業振興推進総合補助金による支援

●宗田節の振興戦略の策定

【前処理加工】
・少量多品種の漁獲特性があること、漁協等
民間企業の財務力が弱いこと、後発のため
既存の流通ルートへの参入が難しいことな
どから事業への民間参入のハードルが高
い。
・新たな参入企業の掘り起こし
・魚価の向上や雇用の創出につながる漁協
と民間企業との連携

【宗田節】
・ニーズの変化による消費量の減少
・経営体の減少
・原魚の確保

●産振補助金による事業化に向け、事業内容の整理等への支援を行っ
た。
▲円滑な事業運営や新たな取り組みに向けた助言・指導を行った。
■宗田節振興策に係るワーキンググループの開催した（３回）。

(2) 漁村・地域での受入基盤の整備
（ハード整備）

37.◆漁村地域での受入体制の整備
38.◆漁村地域での受入基盤の整備
39.◆全県下的な情報の一元化、共同
販売体制の構築

◆漁村地域での受入体制の整備
　・地域一体となった受入体制づくりと活動の
　　継続
　・漁業者の意識改革、漁家所得に結びつけ
　　ていくための発想の転換

◆漁村地域での受入基盤の整備
　・観光客受入れに必要な環境の整備
　
◆全県下的な情報の一元化、共同販売体制
　　の構築（情報発信、商品売込）
　・体験型観光を商品として情報発信、販売
　　するための戦略が必要

◆漁村地域での受入体制の整備
　・既存の活動の磨き上げや新たなﾒﾆｭｰづくりで体験型観光への活
　　動を支援　（上の加江・矢井賀・佐賀・窪津・松尾・柏島・栄喜地区）
　・藤澤アドバイザーによるインストラクター研修の実施
　　中土佐町上ノ加江地区、黒潮町佐賀地区
　

　・中土佐町上ノ加江体験型観光推進事業に補助
　　大人数受入のための施設整備等（37.5万円）

◆漁村地域での受入基盤の整備
　・竜ヶ浜自然体験・環境教育型施設整備のH23概算要求（国庫補助）

◆全県下的な情報の一元化、共同販売体制の構築
　（情報発信、商品売込）
　・県内漁村における129の体験メニューを完成度によりカテゴライズ
　・藤澤アドバイザーと県関係課で今後の滞在型・体験型観光の進め
　　方や商品としての販売方法について協議
　　（観光政策課、であい博推進課、地産地消・外商課）

（ソフト施策）

37.◆漁村地域での受入体制の整備
38.◆漁村地域での受入基盤の整備
39.◆全県下的な情報の一元化、共同
販売体制の構築

◆漁村地域での受入体制の整備
　・地域一体となった受入体制づくりと活動の
　　継続
　・漁業者の意識改革、漁家所得に結びつけ
　　ていくための発想の転換

◆漁村地域での受入基盤の整備
　・観光客受入れに必要な環境の整備
　
◆全県下的な情報の一元化、共同販売体制
　　の構築（情報発信、商品売込）
　・体験型観光を商品として情報発信、販売
　　するための戦略が必要

◆漁村地域での受入体制の整備
　・既存の活動の磨き上げや新たなﾒﾆｭｰづくりで体験型観光への活
　　動を支援　（上の加江・矢井賀・佐賀・窪津・松尾・柏島・栄喜地区）
　・藤澤アドバイザーによるインストラクター研修の実施
　　中土佐町上ノ加江地区、黒潮町佐賀地区
　

　・中土佐町上ノ加江体験型観光推進事業に補助
　　大人数受入のための施設整備等（37.5万円）

◆漁村地域での受入基盤の整備
　・竜ヶ浜自然体験・環境教育型施設整備のH23概算要求（国庫補助）

◆全県下的な情報の一元化、共同販売体制の構築
　（情報発信、商品売込）
　・県内漁村における129の体験メニューを完成度によりカテゴライズ
　・藤澤アドバイザーと県関係課で今後の滞在型・体験型観光の進め
　　方や商品としての販売方法について協議
　　（観光政策課、であい博推進課、地産地消・外商課）



アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

を示すこと>
目標（H２３）

アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に

現れた形を示すこと>

【参考：平成２１年度】
シイラ加工施設：未利用の小型魚を一次加工することにより、加工
用として活用され、漁業の収入向上と地域での雇用確保にも貢献
できる。

メジカ冷凍施設：節加工に不向きな5～7月のメジカを冷凍ストック
することで、(株）土佐食の加工原魚としての活用が可能となり、漁
業者の収入向上、地域産業の育成及び雇用の確保にも貢献でき
る。

◆前処理加工・冷凍保管事業の事業化、操業開始

●産振補助金が採択され、補助事業に着手した
●宿毛湾地域での前処理加工の事業化が軌道に乗りはじめたことで、加工用
原魚の確保に向けた仕組みづくりが本格化しつつある。
■関係者の合意形成に基づく振興策がとりまとめられた
■ワーキングでの協議などを通じ、宗田節の魅力を情報発信する組織の構築
などに着手した。

〔参考：21年度〕
(1)高知県漁協と民間企業との連携
　・タカシン水産が室戸に加工場を整備し、３月から稼働
　・しめサバの製造販売と併行して、高知県漁協ブランドの商品開
発に着手
(2)高知県漁協による前処理加工
　・シイラ50ﾄﾝを処理し、練り製品の原料として350円/kgで販売
(3)すくも湾漁協による前処理加工
　・キビナゴや養殖魚10ﾄﾝを加工し、給食用等に400万円で販売

◆事業化の可能性及び適正規模に関する調
査の実施
◆地域の特性や事業者の事情に応じた前処
理加工・冷凍保管事業の事業化
◆小規模なものから多数事業化し、段階的に
規模を拡大

◆漁村地域での受入体制の整備

　
　・体験者の満足度が向上し、印象に残る体験となっている

　・県内旅行会社や高知市内６２の小中学校に情報発信が
　　できた

◆県内40箇所で滞在型・体験型観光メニュー
　づくりに着手

◆漁村住民のための生活環境の計画的な改
　善

◆ソフト施策と連動した施設整備の実施

◆狙いの顧客に対し、的確な商品情報が届く
　　仕組みづくり

◆アンテナショップ等5か所で一元化募集

◆漁村地域での受入体制の整備
　・中土佐町上の加江地区での体験ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑが整った
　
　・説明へのパネルの活用や体験者が主役であることなど体験型観光に関
　　わる方々の意識改革が進んだ
　・体験者にﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの目的や狙いなど伝える技術が向上した

　・ライフジャケット・器材倉庫を整備、リーフレットを作成した
　・100人を超える誘客が可能となった

◆全県下的な情報の一元化、共同販売体制の構築
　（情報発信、商品売込）
　・23年度から観光商品として提供可能な６２の体験メニューを抽出した
　・滞在型観光では、フリープラン(航空機+ﾎﾃﾙ+ﾚﾝﾀｶｰ）や自家用車利用
　　者をターゲットとし、旅行者がチョイスできる商品づくりが必要なことが
　　県関係課で確認できた

◆漁村地域での受入体制の整備

　
　・体験者の満足度が向上し、印象に残る体験となっている

　・県内旅行会社や高知市内６２の小中学校に情報発信が
　　できた

◆県内40箇所で滞在型・体験型観光メニュー
　づくりに着手

◆漁村住民のための生活環境の計画的な改
　善

◆ソフト施策と連動した施設整備の実施

◆狙いの顧客に対し、的確な商品情報が届く
　　仕組みづくり

◆アンテナショップ等5か所で一元化募集

◆漁村地域での受入体制の整備
　・中土佐町上の加江地区での体験ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑが整った
　
　・説明へのパネルの活用や体験者が主役であることなど体験型観光に関
　　わる方々の意識改革が進んだ
　・体験者にﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの目的や狙いなど伝える技術が向上した

　・ライフジャケット・器材倉庫を整備、リーフレットを作成した
　・100人を超える誘客が可能となった

◆全県下的な情報の一元化、共同販売体制の構築
　（情報発信、商品売込）
　・23年度から観光商品として提供可能な６２の体験メニューを抽出した
　・滞在型観光では、フリープラン(航空機+ﾎﾃﾙ+ﾚﾝﾀｶｰ）や自家用車利用
　　者をターゲットとし、旅行者がチョイスできる商品づくりが必要なことが
　　県関係課で確認できた



戦略の柱
取組方針

施策
項目名及び事業概要
（◆これからの対策）

産業成長戦略（専門分野）

主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

(3) 環境保全と適正利用のための関
　係者の連携

40.◆種苗放流や産卵場造成などの （１）河川資源の種苗放流と増殖
（２）資源の自然再生産が可能な河川づくり

・アユ遡上調査の実施

５ 中山間地域に賑わいを取り戻すための
　資源豊かな河川づくり

１ 河川資源の増強

(1) 河川資源の種苗放流と増殖

(2) 資源の自然再生産が可能な河川
　づくり

(3) 情報発信・商品売込

37.◆漁村地域での受入体制の整備
38.◆漁村地域での受入基盤の整備
39.◆全県下的な情報の一元化、共同
販売体制の構築
【事業概要】
　漁村の地域資源を活かした新たな体験型観光メ
ニューの発掘と既存メニューの磨き上げによる、
観光商品としての販売に向けた受入体制・受入基
盤の整備を図る。

◆漁村地域での受入体制の整備
　・地域一体となった受入体制づくりと活動の
　　継続
　・漁業者の意識改革、漁家所得に結びつけ
　　ていくための発想の転換

◆漁村地域での受入基盤の整備
　・観光客受入れに必要な環境の整備
　
◆全県下的な情報の一元化、共同販売体制
　　の構築（情報発信、商品売込）
　・体験型観光を商品として情報発信、販売
　　するための戦略が必要

◆漁村地域での受入体制の整備
　・既存の活動の磨き上げや新たなﾒﾆｭｰづくりで体験型観光への活
　　動を支援　（上の加江・矢井賀・佐賀・窪津・松尾・柏島・栄喜地区）
　・藤澤アドバイザーによるインストラクター研修の実施
　　中土佐町上ノ加江地区、黒潮町佐賀地区
　

　・中土佐町上ノ加江体験型観光推進事業に補助
　　大人数受入のための施設整備等（37.5万円）

◆漁村地域での受入基盤の整備
　・竜ヶ浜自然体験・環境教育型施設整備のH23概算要求（国庫補助）

◆全県下的な情報の一元化、共同販売体制の構築
　（情報発信、商品売込）
　・県内漁村における129の体験メニューを完成度によりカテゴライズ
　・藤澤アドバイザーと県関係課で今後の滞在型・体験型観光の進め
　　方や商品としての販売方法について協議
　　（観光政策課、であい博推進課、地産地消・外商課）

３ 全国から人を呼ぶことのできる情報
　発信

40.◆種苗放流や産卵場造成などの
人工的対策による資源増殖
41.◆自然再生産による資源増殖につ
ながる取組
43.◆関係機関（部署）との連携による
県外への情報発信
44.◆誘客受入れ体制の整備
【事業概要】
　責任ある種苗放流や産卵場造成、疾病対策、カ
ワウ・外来魚対策など人工的な対策により資源の
維持・増殖に取組みながら、流域や庁内外の連携
による河川環境復元により自然の再生産による資
源増殖を徐々に拡大していく。
　県内の河川では四万十川が全国ブランドとして
通用しているが、他にも自然豊かで様々な特色を
もった河川が存在し、情報の発信により全国から
人が訪れ地域に賑わいがもたらされることを目的
とする。

（１）河川資源の種苗放流と増殖
（２）資源の自然再生産が可能な河川づくり
（３）環境保全と適正利用のための関係者の連携

・アユ遡上調査の実施

42.◆アマゴ釣り場を冬季に河川中流
域に設け、誘客資源として活用する
【事業概要】
漁場の周年利用を可能とすることで遊漁者を呼び
込み交流人口の拡大を図るため、冬季のアマゴ
釣を可能とする調整規則解除のための現場調査
を行う。
  （３河川（奈半利、安田、吉野）において平成21～
23年度で調査実施、23年度に規則改正）

冬季のアマゴ釣を規制している調整規則の改正 ・規制解除のための現地調査
　奈半利（6回）・安田（3回）・吉野（6回）
・昨年度の調査結果の整理

２ 冬季における河川の利活用

人工的対策による資源増殖
41.◆自然再生産による資源増殖につ
ながる取組
43.◆関係機関（部署）との連携による
県外への情報発信
44.◆誘客受入れ体制の整備

（２）資源の自然再生産が可能な河川づくり
（３）環境保全と適正利用のための関係者の連携



アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

を示すこと>
目標（H２３）

アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に

現れた形を示すこと>

・アユ遡上状況の把握 ●平成21年度にアユ種苗生産施設が補修されたことで防疫対策の
徹底 職員の労働安全が図られ 種苗生産が安定した

◆種苗放流や産卵場造成など人工的な対策によ
り資源の維持が図られている状態

◆県内40箇所で滞在型・体験型観光メニュー
　づくりに着手

◆漁村住民のための生活環境の計画的な改
　善

◆ソフト施策と連動した施設整備の実施

◆狙いの顧客に対し、的確な商品情報が届く
　　仕組みづくり

◆アンテナショップ等5か所で一元化募集

◆漁村地域での受入体制の整備
　・中土佐町上の加江地区での体験ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑが整った
　
　・説明へのパネルの活用や体験者が主役であることなど体験型観光に関
　　わる方々の意識改革が進んだ
　・体験者にﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの目的や狙いなど伝える技術が向上した

　・ライフジャケット・器材倉庫を整備、リーフレットを作成した
　・100人を超える誘客が可能となった

◆全県下的な情報の一元化、共同販売体制の構築
　（情報発信、商品売込）
　・23年度から観光商品として提供可能な６２の体験メニューを抽出した
　・滞在型観光では、フリープラン(航空機+ﾎﾃﾙ+ﾚﾝﾀｶｰ）や自家用車利用
　　者をターゲットとし、旅行者がチョイスできる商品づくりが必要なことが
　　県関係課で確認できた

◆漁村地域での受入体制の整備

　
　・体験者の満足度が向上し、印象に残る体験となっている

　・県内旅行会社や高知市内６２の小中学校に情報発信が
　　できた

・アユ遡上状況の把握 ●平成21年度にアユ種苗生産施設が補修されたことで防疫対策の
徹底、職員の労働安全が図られ、種苗生産が安定した

◆種苗放流や産卵場造成など人工的な対策によ
り資源の維持が図られている状態
◆全国に誇る清流を維持し情報を発信

・周年を通した現地調査の結果から，対象区間の周年利用の可能
性が高まった。
・ゾーニング管理という新たなコンセプトを取り入れることにより，単
なる河川の周年利用から，アマゴの生息状況に即した漁場管理の
提案が期待できる。
　

･H22まで調査した後、規則改正に取組むため、効果発現は平成24
年以降となる

◆３河川にて冬期のアマゴ釣り場を整備・これまでの調査範囲が実際のアマゴの生息域と乖離していたため、調査・検
討の結果、調査範囲の再設定を行った。したがって、規則改正への調査結果
が出揃うのは平成23年度末の見込み。（安田・吉野）
・奈半利川では、調査対象水域における周年にわたる水温変化とアマゴの生
息状況の変化を確認し、冬季のアマゴ釣が可能な場所をほぼ特定することが
できた。あと一年間同様の調査を行い、結果を確実なものにし規則の改正に
つなげる。

徹底、職員の労働安全が図られ、種苗生産が安定した り資源の維持が図られている状態
◆全国に誇る清流を維持し情報を発信



産業成長戦略の取り組み状況と成果　【商工業分野】

・県に定期的な企業訪問を行う専任チームを
配置するとともに、県内の全ての産業支援機
関が連携した企業支援を検討する会議を設置

成長が期待され潜在力のある分野や企業への
重点的な支援を実施するため、研究会を設置
し新たなビジネスの創出に結びつけ、事業化
の実現をより効果的に進めていく。

◆総合的な支援体制の構築（産業
支援機関の連携による具体的支援
策の検討）

○対象企業ごとのニースに合致した支援策の構
築
・対象企業ごとに業種や企業規模が異なり、企
業ごとの実情や多様なニーズ・課題に対して、県
の訪問チームや中核企業等育成アドバイザーの
対象企業訪問による情報をもとに、ビジネスマッ
チング等の支援策を講じる必要がある

○中核企業等育成支援会議の開催：２回開催
（追加支援対象企業の選定、補助事業の審査会、事業の方向性検討）
○支援対象企業の入れ替え：２社
　既存対象企業のうち２社と、新たな支援対象企業２社を入れ替えた。
○ビジネスマッチング事業の実施：年度を通じて３０社に対して
　独自の技術や製品の受注先の開拓を支援
○支援対象企業への個別支援

○研究会参加者間の連携推進
   研究会参加者が持つ事業化へのアイデアや
試みを参加者間の連携を推進することにより、事
業化へつなげていくことが必要。
 
○専門家を活用した事業化支援の推進
   研究会参加者の事業化の実現に向けた多様
なニーズや課題に対して、専門家を活用したき
め細やかな支援を実施することで、事業化実現
を加速していくことが必要

○研究会の開催
  ・4/22に第1回研究会（4テーマ合同）を開催
　　　　環境・健康福祉については、合同研究会開催後に個別の
　　　　研究会を実施
  ・食品産業研究会：5/25、7/29、天然素材産業研究会：5/28、7/22
　　環境産業研究会：8/3、健康福祉産業研究会：6/11、8/9

○会員企業の個別支援（４テーマ合計：５７社）
   ・技術支援：２１社
   ・販路開拓支援等：２４社
   ・技術・販路開拓支援等：１２社

商工業

１ 外貨を稼ぐ商工業

１ 地域経済を牽引する工業の活性化

(1) ものづくり企業の強化
　 ・地場企業の競争力強化と産業集
　　積の向上
　 ・地域の特性を生かした企業誘致
　　の推進
　 ・研究開発成果の県内での事業化

① 地場企業の振興

◆成長が期待され潜在力のある分
野や企業への重点的支援

戦略の柱
取組方針

施策
項目名及び事業概要
（◆これからの対策）

産業成長戦略（専門分野）

主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

機械・金属、紙産業、食品加工企業等に対す
る技術人材の育成（専門技術研修等の実施、
食品加工特別技術支援員及び機械金属加工特
別技術支援員の配置、技術指導アドバイザー
の派遣）

・インターネットを利用した企業情報の発信
と販路拡大のための仕組みづくりのため、県
に情報発信及び受注のための新たなサイト
「高知県製造業ポータルサイト」を活用して
受注拡大に向けた取り組みを行う。
・ものづくり企業を対象にした県外での受注
開拓のため、ネット上の情報発信等の仕組み
とリンクさせた受注商談会を開催する。

◆機械・金属、紙産業、食品加工
企業等に対する技術人材の育成

・技術指導アドバイザー登録6名（8/13現在）
・食品加工特別技術支援員の委嘱
・機械金属加工特別技術支援員の委嘱
・各種技術研修の開催（8/13現在）
　17コース　56日間

関が連携した企業支援を検討する会議を設置
し、協調して支援を行い、地場企業の振興に
資する。
【地域経済をリードする中核企業の育成】
　独自の技術を強みとした製品の開発力を有
する企業等を３０社程度選定し、地域経済を
リードする中核企業への育成を目的として支
援を行う。
【小規模事業者の連携】
　技術ノウハウの強みを有効に組み合わせた
り、お互いが不足している部分を補うことに
よって、新商品の開発や新サービスの提供を
行おうとする事業者を支援する。

◆販路の拡大（インターネット利
用、県主催の商談会の開催等）

○受注拡大検討委員会を中心とした支援体制の
確立
　受注拡大検討委員会のメンバーを中心に、、販
路拡大に向けた具体的な企業支援体制を確立
する必要がある。
・各種見本市への出展企業の確保
・各種商談会への参加企業の確保
・高知県製造業ポータルサイト会員企業の確保
・高知県製造業ポータルサイトの周知

○見本市への高知県ブースの設置
　2010NEW環境展（22.05.25～28・東京ビッグサイト）

○高知県製造業ポータルサイトの開設
　県内企業を中心に、会員企業の増に向けたＰＲを行う

○岡山高知取引情報交流会（商談会）の開催
　（22.09.15・岡山全日空ホテル）

チング等の支援策を講じる必要がある。 ○支援対象企業への個別支援
　2010NEW環境展への出展の斡旋
　技術支援（工技センター・紙技センター）
○生産性向上補助事業の実施
　３社に対し補助の実施を決定



○ビジネスマッチング事業の実施
　３０社中５社に対し、１２件のマッチング活動を実施
○支援対象企業への個別支援

○ビジネスマッチング事業の実施
　３社（３件）について、相手先との具体的な商談に入っている。
○支援対象企業への個別支援

経営革新等認定企業数
H20：160社（累計）→H23：220社（累計）

○研究会参加者数（4テーマ合計）　13回開催  ：延べ 216社 (257名)
   ・食品産業研究会（３回開催）　　   ：延べ　１００社 (１１９名)
   ・天然素材産業研究会（３回開催）：延べ  　４６社 (５１名)
   ・環境産業研究会（３回開催）       ：延べ  ３７社 (３９名)
   ・健康福祉産業研究会（４回開催） ：延べ  ３３社 (４８名)
○支援体制の整備
　会員企業の個別訪問等を実施し、課題やニーズを把握。企業ごとに支援方
針や支援担当者（研究会リーダーやチーフアドバイザー、県事務局、産業振
興センター職員等）を決定し、支援体制を整備。
○研究会発事業化プラン作成に取り組む企業の増加
　専門家派遣等により、個別企業の事業化に向けた支援を実施した結果、事
業化プラン作成に取り組む企業が増加

○事業化見込み
【２２年度】
  ・事業化プラン認定：９件
　　　　食品：５件、環境：1件、健康福祉：3件

  ・現時点の事業化見込み：１９件
          食品：９件、天然素材：３件、環境：３件、健康福祉：４件

・複数の中核的な企業と、それを支えるグループ
企業群の形成

アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

を示すこと>
目標（H２３）

アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に

現れた形を示すこと>

○電子商取引普及率（BｔｏB)
H18：10.8％→H23：13.2％

食品加工特別技術支援員による商品化3件 ◆技術研修受講者数
H20：9コース　75人（年間）
→H21～H23：14コース　400人（年間）

◆技術、技能の向上や資格取得率アップ

・技術指導アドバイザー技術指導15回（8/13現在）
・食品加工特別技術支援員による技術支援等　59社75件（8/13現在）
・新商品開発、商品改良のための試作28品目（8/13現在）
・機械金属加工特別技術支援員による技術支援等　14社14件（8/13現在）
・各種技術研修の開催（8/13現在）
　461名参加

○見本市への県内製造業者の出展
　2010NEW環境展：15社出展

○製造業ポータルサイトの運営
　会員企業：49社

○商談会の開催
　発注企業13社が参加

○見本市への出展の成果
　2010NEW環境展
　　成約6件（15,682千円）・試作依頼11件・見積依頼37件・商談中
99件

○製造業ポータルサイト
　トップページのアクセス数：18,286件（8/2現在）

○支援対象企業への個別支援
　2010NEW環境展への出展：４社が出展
　技術支援（工技センター・紙技センター）：１８社に対して支援

○支援対象企業への個別支援
　2010NEW環境展への出展（４社）
　　成約１件（14,000千円）・試作依頼１１件・見積依頼８件・商談中２
８件



戦略の柱
取組方針

施策
項目名及び事業概要
（◆これからの対策）

産業成長戦略（専門分野）

主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

　県内に需要のある機械や設備を県内で製造
できる仕組みを構築するため、工業団体と他
の産業団体とのマッチングを進めるととも
に、ニーズに即した試作品の開発を支援し、
ものづくりの地産地消を促進する。

地域固有の技術や資源などを活用した誘致

② 企業立地の推進

◆本県の強みを生かした誘致（地
域固有の技術・資源・企業等の活
用）

継続的な企業訪問活動による企業立地の実現 ・立地アンケート発注、東京事務所ミッション(独自アンケート)
・合同勉強会1回

◆第１次産業と工業団体との連携を推進し、
ニーズに基づく研究開発を促進

○研究開発期間を取ることができる機械化ニー
ズの把握（研究開発要素のある地域課題の掘り
起こし）

○情報を収集する職員に、ものづくりの地産地
消の意義や進め方をどう認識させるか

○業界団体に入会していない企業への制度の
趣旨説明

○外部資金の獲得支援

【マッチング支援】
　○機械化の開発ニーズを定期的に情報提供：全73件
　　　（農業：30件、林業：12件、水産業：31件）

　○農業分野の「現場視察・意見交換会」の開催（6/1）
　　　参加者：全40名
　　　　　県内企業:10社・17名、工業会事務局：2名、
　　　　　ＪＡ関係者：9名、産業振興センター：1名
　　　　　県：11名　（工業技術ｾﾝﾀｰ、須崎農業振興ｾﾝﾀｰ、
　　　　　　　　　　　　　流通支援課、工業振興課）
【試作開発支援】
　○ものづくり地産地消推進事業費補助金公募（ｽﾃｯﾌﾟｱｯﾌﾟ事業・
　　試作開発事業）
　　　・第1回公募（7/5～7/22）
　　　・第2回公募（8/12～9/9）

技術者のスキルアップのための人材育成や技
術指導アドバイザーによる企業巡回を行うと
ともに、マッチングなどのコーディネートに
より商品化を支援し、それらを通じて製紙に
関わる産業人材の育成を図る。

◆機械・金属、紙産業、食品加工
企業等に対する技術人材の育成

◆企業ニーズに即したアドバイザーの選定
◆マッチング先の選定

◆巡回企業数：延べ30社
◆技術指導アドバイザー登録数：２名
◆技術指導アドバイザー巡回企業数：２社

◆企業立地基盤（工業団地等）の
整備の推進

【南国】
　12月に分譲するため、9月末の造成工事完了
【香南】
　本年度の用地取得及び23年度の造成工事を
行うため、繰越で行っている実施設計、用地測量
業務を8月末に完了できるよう香南市との調整
【その他】
　新たな候補地を選定するため、当該市町村の
意欲と候補地周辺のインフラ整備の状況

【南国工業団地】
　・H21～22の2ヶ年債務での造成工事発注
　・開発許可変更資料作成業務委託の発注：委託料294千円
【香南工業団地】
　・地権者及び関係者との交渉
【その他】
　・新たな候補地選定に向け、５市町村と協議

重点対策企業や増設の見込みが高い企業への
フォローアップを実施し、新増設計画の着実
な実現を図る。

現在、開発中の南国市及び香南市との共同開
発による工業団地について着実な推進と、こ
の２つの団地に続く新たな開発予定地の選
定。また、工業団地等に関連する情報通信な
どその他の基盤整備について当該市町村とと

コールセンター等の事務系職場の誘致を行
う。

◆既存立地企業へのアフターケア
対策の充実（増設の促進）

継続した訪問活動による情報提供、収集(人材・
ビジネスマッチング・技術研修)
ジネスマッチングを兼ねた他県工場見学会開催
高校新規卒業予定者の採用枠確保のため企業
訪問
緊急雇用対策人材育成事業の活用による事業
支援

・メガソーラ勉強会1回
・重点分野雇用創造製品開発等人材育成委託事業　要綱策定
・高校新卒者来年度採用枠確保企業訪問３２社

県内で不足する業種の誘致と企業間のマッチ
ング機能強化による地域で一貫した生産体制
（ＳＣＭ化）の拡大を図る。

◆不足する事務系職場の誘致 継続的な企業訪問活動による企業立地の実現
・企業訪問又は企業との面談及び企業支援活動(アフターケア)の実施：14
件
・コールセンター向けアンケート（621社）の実施

地域固有の技術や資源などを活用した誘致
や、不足する業種の誘致を進め、地域で一貫
した生産体制（ＳＣＭ化）の拡大を図る。

◆県内製造業の高度化に繋がる誘
致

（１）第1回電子部品関連企業交流会開催
（２）第2回自動車部品関連企業交流会に向けた
企業訪問
（３）誘致目標企業１社、誘致熟度アップ５社への
訪問活動
（４）精密機械加工の交流会開催

・立地、新増設企業本社訪問４社
・立地アンケート発注
・勉強会２回

どその他の基盤整備について当該市町村とと
もに整備に努める。



アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

を示すこと>
目標（H２３）

アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に

現れた形を示すこと>

・東京事務所対応アンケート対象企業調整
・立地アンケート1,721社発送、東京事務所アンケートとして対象業種の追加
・勉強会(対象1社、関連1社)

・誘致の働きかけのため訪問する企業の具体化が実現した ・固有技術や資源などを活用した誘致や、不足す
る業種の誘致が進み、地域で一貫した生産体制
（ＳＣＭ化）の拡大
・企業立地件数

（新増設件数）

【マッチング支援】
　○情報提供したもののうち、27案件について延べ39社（企業数：
　　　24社）が興味を持ち、試作機の開発に向けての検討を開始

　○「ミョウガ選別機」の現場ニーズを調査するため、工業会の会員
　　企業等が、ＪＡ土佐くろしおを訪問し生産者やＪＡ職員と意見交換。
　○工業会事務局から「ミョウガ選別機」の機械化に向けた提案を行い、
　　その内容をもとに関係者が協議した結果、当面機械化する作業の
　　絞り込みが終了

【試作開発支援】
   ○ものづくり地産地消推進事業費補助金を活用した試作開発開始
　　　　［第１回公募］
　　　　　申請件数：7件（農業：4件、林業：1件、水産業：2件）
　　　　　採択件数：6件（ｽﾃｯﾌﾟｱｯﾌﾟ：2件、試作開発：4件）
　　　　　補助申請額：12,780千円

【マッチング支援】
　○情報提供する案件に興味を持つ企業が増えてきた

　○工業会の会員企業が、各社の技術やノウハウをもとに
　　した今後の具体的な仕様などを、ＪＡ関係者と直接協議
　　する段階に入り、個別の協議・提案が始動した

　機械系の地産地消の意識が高まるとともに、地
域ニーズに対応した製品を県内で生産する体制の
拡大。

◆技術指導アドバイザー事業応募企業数：２社
◆技術指導アドバイザー事業応募希望企業数：１社

◆技術、技能の向上や資格取得率アップ

【南国工業団地】
　・造成工事完了
　・開発許可の変更申請
【香南工業団地】
　・同意書の取得　約80%（予定）
【その他】
　・候補地の選定作業に着手できた市町村あり

・勉強会参加企業２社（対象１、関連１）
・重点分野雇用創造製品開発等人材育成委託事業の契約(契約予定企業4
社、雇用予定7人）
・高校新卒者来年度採用受入れ企業６社

・事業課題の共通化
・失業者の雇用創出、企業が求める人材の育成→企業の体質強
化・工場の拠点化の促進
・高校新卒者採用枠13名確保

・固有技術や資源などを活用した誘致や、不足す
る業種の誘致が進み、地域で一貫した生産体制
（ＳＣＭ化）の拡大
・企業立地件数
　（新増設件数）
　H21～H23:９件

【南国工業団地】
　・H22年度中の分譲開始が可能となり、新規雇用が200人規模の
企業の立地が実現予定

・南国工業団地
　　分譲完了
・香南工業団地
　　造成工事開始
・うえの２つに続く団地開発
　　新たな候補地の開発に着手

・南国オフィスパークセンターへの入居2件が決定し、入居率が約10%アップし
た。
・アンケート調査の回答票の返送

・新規立地を計画中又は検討中等の企業の拾い出しができ、企業
訪問を実施すべき対象企業が具体化できた。

・固有技術や資源などを活用した誘致や、不足す
る業種の誘致が進み、地域で一貫した生産体制
（ＳＣＭ化）の拡大
・企業立地件数
　（新増設件数）
　H21～H23:８件

・立地、新増設熟度アップ４社
・立地アンケート1721社へ発送
・ルネサス高知勉強会、メガソーラ（関連１社、庁内３課）
・ＴＤ社工場増設竣工

・立地アンケート回答率２％アップ

・ＴＤ社工場増設で１０人の雇用増

・固有技術や資源などを活用した誘致や、不足す
る業種の誘致が進み、地域で一貫した生産体制
（ＳＣＭ化）の拡大
・企業立地件数
　（新増設件数）
　H21～H23:８件

　（新増設件数）
　H21～H23:８件



戦略の柱
取組方針

施策
項目名及び事業概要
（◆これからの対策）

産業成長戦略（専門分野）

主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

◆コンテンツ産業（まんが、デザ
イン等）、健康福祉産業の事業化
に向けた取組の推進

○地域課題（ニーズ）の掘り起こし

○地域の実情に応じたサービスの充実

○住民同士の支え合いのしくみづくり

○住民参加による地域に開かれた持続可能な
運営体制づくり

◆今後市町村が策定予定の地域福祉計画での
位置付け

◆あったかふれあいセンター事業費補助金
　（H２２．４．１交付決定）
　２９市町村（３８ヶ所）、４５４，８４１千円

◆あったかふれあいセンター推進協議会開催
　1回（７／７）

◆課、福祉保健所が市町村を訪問して、市町村事務担当者と現状や今後
の方向性について協議（全市町村）

漫画をはじめとする本県の特色ある地域コン
テンツをビジネスにつなげる取組を進めるこ
とにより、外貨の獲得や新たな雇用の創出を
目指す。

◆産学官連携による新産業の創出

（産学官連携会議）
・取組方針の確立
・組織体制の確立
・取り組みに当たっての任務分担

・産学官連携会議運営委員会を３回開催
・産学官連絡会の開催(7/26)

◆コンテンツ産業（まんが、デザ
イン等）、健康福祉産業の事業化
に向けた取組の推進

◆コンテンツビジネスの創出のために、ビジネス
モデルプランに応じた専門家の参加など、起業
化に向けて官民共同で取り組んでいくことが不
可欠
◆県内クリエイターの収入（仕事）が少ない

◆コンテンツビジネス起業研究会会員募集　７企業、２グループから入会
申込み
◆研究会発事業化プラン募集
◆第１回高知コンテンツコンテストの開催
７５件応募（一般１４、学生６１）
優秀賞３、TSUTAYA賞１、奨励賞６

子どもから高齢者まで年齢や障害に関わら
ず、誰もが集い、活動し、子育てや生活支
援、介護などのサービスを一体的に提供する
ことを目的に、市町村が設置する「あったか
ふれあいセンター」の取り組みによる雇用の
創出を支援する。国の「ふるさと雇用再生特
別交付金」の活用による市町村の取り組みを
支援し、本県の実情に即した小規模で多機能
な福祉サービスの提供を進めていく。

③ 新たな産業の創出

製造業や流通業・販売業などあらゆる産業の
基盤となっている情報関連産業を支援するた
め、関係団体や大学との意見交換会を実施
し、高知県で必要とされる高度ＩＴ人材育成
のための勉強会の開催や、県内情報関連企業
の新たな事業化に向けた取組に対する支援施
策について検討する。

　県内に需要のある機械や設備を県内で製造
できる仕組みを構築するため、工業団体と他
の産業団体とのマッチングを進めるととも
に、ニーズに即した試作品の開発を支援し、
ものづくりの地産地消を促進する。

◆情報関連の研究開発や組込みソ
フトなど新たな分野の取組に向け
た人材育成・確保を支援

・県内情報関連産業の課題や企業ニーズを踏ま
え、効果的な支援施策を検討する必要がある。

・クラウド研究会設立検討委員会及びクラウド研究会を開催した

県内の産学官が連携する仕組みを作り、相互
の情報共有や交流、人材育成等を促進すると
ともに、必要な機器等を整備することによっ
て産学官の共同研究を推進し、本県の産業振
興や地域活性化につなげる。

◆第一次産業と工業団体との連携
を推進し、ニーズに基づく研究開
発を促進（再掲）

○研究開発期間を取ることができる機械化ニー
ズの把握（研究開発要素のある地域課題の掘り
起こし）

○情報を収集する職員に、ものづくりの地産地
消の意義や進め方をどう認識させるか

○業界団体に入会していない企業への制度の
趣旨説明

○外部資金の獲得支援

【マッチング支援】
　○機械化の開発ニーズを定期的に情報提供：全73件
　　　（農業：30件、林業：12件、水産業：31件）

　○農業分野の「現場視察・意見交換会」の開催（6/1）
　　　参加者：全40名
　　　　　県内企業:10社・17名、工業会事務局：2名、
　　　　　ＪＡ関係者：9名、産業振興センター：1名
　　　　　県：11名　（工業技術ｾﾝﾀｰ、須崎農業振興ｾﾝﾀｰ、
　　　　　　　　　　　　　流通支援課、工業振興課）
【試作開発支援】
　○ものづくり地産地消推進事業費補助金公募（ｽﾃｯﾌﾟｱｯﾌﾟ事業・
　　試作開発事業）
　　　・第1回公募（7/5～7/22）
　　　・第2回公募（8/12～9/9）

（産学官共同研究）
・食品産業研究会との連携等、研究成果を事業
化につなげる支援



アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

を示すこと>
目標（H２３）

アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に

現れた形を示すこと>

・県下全域での事業展開◆あったかふれあいセンターの実施（8/1現在）
　　事業所　　　 Ｈ２１：２８ケ所　→　３８ヶ所（＋１１ケ所）
　　新規雇用　　Ｈ２１：７６人　　→　１１０人（＋３４人）

◆参加者　１１０人（市町村３２人、事業者６０人、県等１８人）

◆あったかふれあいセンターの実施（越知町）10月からの予定

◆高齢者や障害者など対象者ごとに縦割りでなく、誰でも身近に集
える機能、集うを基本に中山間地域では高齢者の送迎や買い物
サービスを行ったり、介護者や保護者の急病の歳の一時預かりな
ど、地域に多種多様なサービスが提供されている。
　その中で、日頃出かけたり、話す機会が少なかった高齢者の方が
集うことで笑いが生まれ喜びや生きがいを感じていただいており、こ
どもと高齢者の世代を超えたあったかふれあいも生まれている。ま
た、センターではこどもを預かることで、就労支援に繋がっている事
例もある。

◆新たなニーズの掘り起こしと生活課題へのサービス展開も図ら
れてきている。

◆実施場所として地域で遊休施設となっているものが活用されてい
る。
（旧保育所１，旧小学校3，旧診療所１，　計5件）

◆クリエイターの収入増加

・今後の産学官連携の進め方について方針が確認できた。
・産学官連携のアクションプランを作成することを確認できた。

◆高知発の新しいコンテンツビジネスの起業
◆県内クリエイターの育成・発掘、ビジネスチャンス拡大

　機械系の地産地消の意識が高まるとともに、地
域ニーズに対応した製品を県内で生産する体制の
拡大。

・クラウド研究会設立検討委員会には22団体、31名が出席しクラウド研究会の
設立を決定した
・第1回クラウド研究会では、研究会の運営方法等の方針を確認した

【マッチング支援】
　○情報提供したもののうち、27案件について延べ39社（企業数：
　　　24社）が興味を持ち、試作機の開発に向けての検討を開始

　○「ミョウガ選別機」の現場ニーズを調査するため、工業会の会員
　　企業等が、ＪＡ土佐くろしおを訪問し生産者やＪＡ職員と意見交換。
　○工業会事務局から「ミョウガ選別機」の機械化に向けた提案を行い、
　　その内容をもとに関係者が協議した結果、当面機械化する作業の
　　絞り込みが終了

【試作開発支援】
   ○ものづくり地産地消推進事業費補助金を活用した試作開発開始
　　　　［第１回公募］
　　　　　申請件数：7件（農業：4件、林業：1件、水産業：2件）
　　　　　採択件数：6件（ｽﾃｯﾌﾟｱｯﾌﾟ：2件、試作開発：4件）
　　　　　補助申請額：12,780千円

【マッチング支援】
　○情報提供する案件に興味を持つ企業が増えてきた

　○工業会の会員企業が、各社の技術やノウハウをもとに
　　した今後の具体的な仕様などを、ＪＡ関係者と直接協議
　　する段階に入り、個別の協議・提案が始動した



戦略の柱
取組方針

施策
項目名及び事業概要
（◆これからの対策）

産業成長戦略（専門分野）

主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

機械・金属、紙産業、食品加工企業等に対す
る技術人材の育成（専門技術研修等の実施、
食品加工特別技術支援員及び機械金属加工特
別技術支援員の配置、技術指導アドバイザー

派遣

◆公設試験研究機関が行う技術支
援の充実（再掲）

・技術指導アドバイザー登録6名（8/13現在）
・食品加工特別技術支援員の委嘱
・機械金属加工特別技術支援員の委嘱
・各種技術研修の開催（8/13現在）
　17コース　56日間

(2) １次産業との連携（1.5次産業の
　　推進）
　・1.5次産品の販売促進

①〈生産・加工分野〉

◆１次産業との連携に向けた新た
な仕組みづくり

マーケットインの視点とともに、商品の磨き上げ
に関する事業者の意識をいかに高めるか。

新アンテナショップの物販、飲食機能の運営
や外商活動を通じて収集した首都圏の消費者
やバイヤー等の情報を県内の生産者・事業者
にフィードバックするとともに、県や産業振
興センター、金融機関との連携により商品の
磨き上げを支援する。

成長が期待され潜在力のある分野（食品、天
然素材、環境、健康福祉、コンテンツ）での
新たな事業化への取組みや、これまで地域で
行われてきた産学官の研究開発の成果を生か
した事業化への取組みに対して、開発から生
産、販売まで一貫した支援を行う体制を整備
し、各取組の支援を行う。

◆研究開発から事業化まで、一貫
した支援体制の構築による新産業
の推進

・研究会参加企業の事業化プランの内容を把握
し、その狙いに沿った支援の実施

・環境関連企業訪問 　　　11社
・健康福祉関連企業訪問  4社
・食品関連企業訪問 　　　 1社
・天然素材関連企業訪問  7社
・関係機関等訪問　　　　　7回
・環境研究会打合せ　　　 3回
・健康福祉研究会打合せ 1回
・4テーマ合同研究会　　　1回
・天然素材研究会　　　　　1回
・環境研究会　　　　　　　　1回
・補助金審査会　　　　　 　4回
・情報収集ｲﾍﾞﾝﾄ等参加   6回

◆マーケットインのものづくり 万全のコンディションでオープンを迎えるよう準
備を入念に行うこと。

来客により良い印象を与えるために外装及び飲食店舗の設計を再検討し
た。
紫舟氏に看板に掲げる題字の作成を依頼した。
新聞広告並びに近隣商業施設とのタイアップ等によるプロモーションを
行った。
8月21日10:00オープン

本県産業全体の底上げを図り、各産業分野の
企画・生産・販売に至る地産外商戦略を進め
るために、単に店舗での県産品の販売や観光
情報の発信にとどまらず、卸・小売業等への
売り込みや商品づくりのためのテストマーケ
ティング等も行う、高知県を丸ごと売り出し
ていくためのセールス拠点を整備する。

新アンテナショップでテストマーケティング
を行い、バイヤーや消費者の意見などを事業
者にフィードバックし、商品の磨き上げに関
する意識を高めてもらうとともに、アドバイ
ザー事業と併せて財政的な支援を行う。

成長が期待され潜在力のある分野や企業への
重点的な支援を実施するため、研究会を設置
し新たなビジネスの創出に結びつけ、事業化
の実現をより効果的に進めていく。

◆マーケットインのものづくり
マーケットインの視点とともに、商品の磨き上げ
に関する事業者の意識をいかに高めるか。

◆食品加工体制の構築
○研究会参加者間の連携推進
　研究会参加者が持つ事業化へのアイデアや試
みを参加者間の連携を推進することにより、事業
化へつなげていくことが必要。
○専門家を活用した事業化支援の推進
　研究会参加者の事業化の実現に向けた多様な
ニーズや課題に対して、専門家を活用したきめ
細やかな支援を実施することで、事業化実現を
加速していくことが必要

○研究会の開催
　 ・4/22に第1回研究会（4テーマ合同）を開催
   ・食品産業研究会：5/25、7/29

○会員企業の個別支援（合計：２９社）
  ・技術支援：１３社
  ・販路開拓支援：６社
  ・技術・販路開拓支援等：１０社

の派遣）



アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

を示すこと>
目標（H２３）

アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に

現れた形を示すこと>

・技術指導アドバイザー技術指導15回（8/13現在）
・食品加工特別技術支援員による技術支援等　59社75件（8/13現在）
・新商品開発、商品改良のための試作28品目（8/13現在）
・機械金属加工特別技術支援員による技術支援等　14社14件（8/13現在）
・各種技術研修の開催（8/13現在）
　461名参加

食品加工特別技術支援員による商品化3件 ◆技術研修受講者数
H20：9コース　75人（年間）
→H21～H23：14コース　400人（年間）

◆技術、技能の向上や資格取得率アップ

チームリーダーを中心に、研究会参加企業や研究開発事業を実施している企
業に対する支援を行った。
　・個別に企業を訪問し、アドバイス、人材紹介、企業紹介を行った
　・事業化の検討、実施に必要な情報を収集し、提供を行った

ﾃｰﾏ別研究会における22年度事業化プラン認定件数　9件

設計変更に伴い、内外装工事完了が１か月程度延期。
設計変更により、来客者の店舗内動線等が改善された。

オープン（８月21日（土））
8/21　物販　来客　5,016人　レジ通過2,142人　売上　2,713,938円
　　　　飲食　来客　  246人  売上　616,962円
8/22　物販　来客　3,984人　レジ通過1,832人　売上　2,069,374円
　　　　飲食　来客　  233人  売上　526,069円

◆首都圏をはじめとする県外への情報発信を強化
し、高知県を丸ごと売り出すことで、県産品の販売
が拡大されている。
・多様な販路を確保

○事業化見込み
【２２年度】
  ・事業化プラン認定：５件
　
  ・現時点の事業化見込み：９件

・複数の中核的な企業と、それを支えるグループ
企業群の形成

○研究会参加者数
   ・食品産業研究会（３回開催） ：延べ　１００社 (１１９名)
 
○支援体制の整備
　会員企業の個別訪問等を実施し、課題やニーズを把握。企業ごとに支援方
針や支援担当者（研究会リーダーやチーフアドバイザー、県事務局、産業振
興センター職員等）を決定し、支援体制を整備。

○研究会発事業化プラン作成に取り組む企業の増加
　専門家派遣等により、個別企業の事業化に向けた支援を実施した結果、事
業化プラン作成に取り組む企業が増加



戦略の柱
取組方針

施策
項目名及び事業概要
（◆これからの対策）

産業成長戦略（専門分野）

主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

県内商工業者に対し、eコマースサイト運営者
等と協力してセミナーを開催することによっ
て、最新のeコマースに関する知識の普及を促
し、県内商工業者が県外市場への販路開拓の
ツールとしてeコマースを活用できるようにす

地産外商公社による専門小売店等との商談
会・高知フェア及び全国的な展示商談会
（スーパーマーケットトレードショー、フー
デックス、アグリフードEXPO）へ高知県とし
てブースを出展し、県産品の販路拡大の機会
を提供するための支援

◆流通販売機能の強化
・ｅ－ｺﾏｰｽに関する最新の情報・知識が得られ、
初心者にもわかりやすい内容とする。
・ｾﾐﾅｰ開催の周知を図り、より多くの参加者を集
める。
・ｾﾐﾅｰ参加者のその後の動向等を把握するなど
して、事業成果を確認、検証する。

セミナー開催1回

県内に需要のある機械や設備を県内で製造で
きる仕組みを構築するため、工業団体と他の
産業団体とのマッチングを進めるとともに、
ニーズに即した試作品の開発を支援し、もの
づくりの地産地消を促進する。

②〈流通・販売分野〉

◆流通販売機能の強化
・商品の磨き上げ
・商談会等において県産品を効果的にアピール
できるように、出展者等と調整し、「高知」を一体
的に打ち出し、商談に繋げるよう支援

・展示商談会件数　２件
・高知フェア件数　５６件

◆１次産業者と工業会等との連携
強化（再掲）

○研究開発期間を取ることができる機械化ニー
ズの把握（研究開発要素のある地域課題の掘り
起こし）

○情報を収集する職員に、ものづくりの地産地
消の意義や進め方をどう認識させるか

○業界団体に入会していない企業への制度の
趣旨説明

○外部資金の獲得支援

【マッチング支援】
　○機械化の開発ニーズを定期的に情報提供：全73件
　　　（農業：30件、林業：12件、水産業：31件）

　○農業分野の「現場視察・意見交換会」の開催（6/1）
　　　参加者：全40名
　　　　　県内企業:10社・17名、工業会事務局：2名、
　　　　　ＪＡ関係者：9名、産業振興センター：1名
　　　　　県：11名　（工業技術ｾﾝﾀｰ、須崎農業振興ｾﾝﾀｰ、
　　　　　　　　　　　　　流通支援課、工業振興課）
【試作開発支援】
　○ものづくり地産地消推進事業費補助金公募（ｽﾃｯﾌﾟｱｯﾌﾟ事業・
　　試作開発事業）
　　　・第1回公募（7/5～7/22）
　　　・第2回公募（8/12～9/9）

◆観光・物産事業者との連携強化に
よる販売促進
　観光事業者と連携した新商品の開
発

・ミネラル調整液利用依頼
・ブランド化事業・ＰＲ新聞の発注
・スーパーよさこい出展（企業クラブ）

・取水地訪問（２箇所）
・全体スキーム、規約、取水地連携に向けての課題の整理等実施
・全国海洋深層水取水地連携協議会設立について提案

(3) 海洋深層水の利用拡大

①〈既存産業界との連携による販
路拡大の支援〉

◆新たな需要の創出と販路の開拓
　深層水を利用した新商品の提案、
開発

一般消費者が身近で海洋深層水商品の購入が
できる環境作り

◆海洋深層水のブランド力の強化
　深層水マーケットの底上げに向けた
他の取水地との連携

各取水地との現状把握や課題などの整理し、共
同事業の実施

・県内外の利用者拡大

・効果的なＤＶＤの作成

新アンテナショップの物販、飲食機能の運営
や外商活動を通じて収集した首都圏の消費者
やバイヤー等の情報を県内の生産者・事業者
にフィードバックするとともに、県や産業振
興センター、金融機関との連携により商品の
磨き上げを支援する。

貿易促進コーディネータや海外事務所が貿易
相手先とのマッチングを考慮し、県内企業の
ニーズなどを把握しながら、きめ細やかな海
外展開が図れるように取り組む。また、県内
企業との間で、食品、農林水産物などの勉強
会を開催して、海外展開への動機付けや企業
力の向上を図るとともに、輸出商社による国
内商談会や海外事務所管内での海外商談会を
開催し、海外展開の活動を強化する取り組み
を進める。

◆マーケットインのものづくり
（再掲）

マーケットインの視点とともに、商品の磨き上げ
に関する事業者の意識をいかに高めるか。

ツ ルとしてeコマ スを活用できるようにす
る。

◆流通販売機能の強化
・輸出可能商品の発掘及び企画、開発支援

・海外からの輸入ビジネスの支援

・海外事務所との連携強化

・新たな輸出ルートの開拓、パートナーの確保

・市場調査の強化

・海外販路開拓のセミナー開催　複数回

・国内商談会の開催2回

・海外商談会の開催1回

・海外における展示会・見本市への出展2回

・海外におけるフェアの開催2回

発



アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

を示すこと>
目標（H２３）

アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に

現れた形を示すこと>

参加者39名

　機械系の地産地消の意識が高まるとともに、地
域ニーズに対応した製品を県内で生産する体制の
拡大。

・展示商談会出展者数　１５社
・食材を活用したホテル、料理店での高知フェア開催数　２６回
・物産展、フェア等の開催数　３０回

【マッチング支援】
　○情報提供したもののうち、27案件について延べ39社（企業数：
　　　24社）が興味を持ち、試作機の開発に向けての検討を開始

　○「ミョウガ選別機」の現場ニーズを調査するため、工業会の会員
　　企業等が、ＪＡ土佐くろしおを訪問し生産者やＪＡ職員と意見交換。
　○工業会事務局から「ミョウガ選別機」の機械化に向けた提案を行い、
　　その内容をもとに関係者が協議した結果、当面機械化する作業の
　　絞り込みが終了

【試作開発支援】
   ○ものづくり地産地消推進事業費補助金を活用した試作開発開始
　　　　［第１回公募］
　　　　　申請件数：7件（農業：4件、林業：1件、水産業：2件）
　　　　　採択件数：6件（ｽﾃｯﾌﾟｱｯﾌﾟ：2件、試作開発：4件）
　　　　　補助申請額：12,780千円

【マッチング支援】
　○情報提供する案件に興味を持つ企業が増えてきた

　○工業会の会員企業が、各社の技術やノウハウをもとに
　　した今後の具体的な仕様などを、ＪＡ関係者と直接協議
　　する段階に入り、個別の協議・提案が始動した

◆商品企画から流通・販売にいたるまで、トータル
に海洋深層水関連商品の販売を支援する県の体
制が構築され、事業が実施されている。
◆深層水関連商品売上額：１５５億円
◆第２次深層水ブームの呼び起こし

・一般消費者に海洋深層水商品の認知が図れた。

・連携していく上での課題が明確になった。
（共同事業を行う場合の決済方法の整理）
（既存の自治体協議会とのさびわけをきちんと行うこと）
（担当者が異動してもしっかりやっていける事務的な詰めを十分行ったうえで
の組織づくりを行うこと）
・連携協議会のスキームができあがった。

◆首都圏をはじめとする県外（海外）への情報発
信を強化し、高知県を丸ごと売り出すことで、県産
品の販売が拡大されている
・多様な販路を確保

・4月香港オリエンテーション

・7月に国内商談会（商社6社に県内企業27社、延べ81回の商談）

・4月にシンガポール食品見本市(FHA）4社出展

・7月に伊勢丹シンガポール四国フェア開催7社出展



戦略の柱
取組方針

施策
項目名及び事業概要
（◆これからの対策）

産業成長戦略（専門分野）

主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

◆ネット市場への出店支援（再掲）

海洋深層水の新分野への利用拡大に向け、基
礎的研究の再チャレンジ、新たな利用分野へ
の新展開、未知なる活用法の探索のための研
究を行う。

県内商工業者に対し、eコマース運営者等と協

・ｅ－ｺﾏｰｽに関する最新の情報・知識が得られ、
初心者にもわかりやすい内容とする。
・ｾﾐﾅｰ開催の周知を図り、より多くの参加者を集
める。

セミナー開催1回

第1四半期：H22年度重点指導の実施方針を確定し商工会・商工会議所
(32団体＋商工会連合会）に商工会等職員協議会総会において趣旨を徹
底
第2四半期分：12商工会25指導員（31事業所）に対し重点指導を実施し、
個別課題を設定

２ 地域経済に貢献する商業の活性化

(1) 商業振興

◆消費者ニーズに応じた商業の展
開・促進

★経営指導員の実施している重点指導への指
導支援の継続実施

★高知県商工会連合会、高知商工会議所による
経営指導員に対する既存研修の内容の充実を
図るとともに、重点指導事業にかかる研修による
個別事業者に対する支援への具体的な取り組
み手法等をいかに習得させるか。

重点指導の取組みの強化、充実を図るととも
に、経営指導員の意識改革を一層進め、中小
企業者の経営革新や創業等の取組みへの支援
の充実を図る。
このため、経営指導員の実施している重点指
導への指導支援の継続実施、平成21年度よ
り、高知県商工会連合会、高知商工会議所に
よる経営指導員に対する既存研修の内容の充
実を図るとともに、重点指導事業にかかる研
修を新たに実施する。

②〈新分野への利用拡大に向けた
研究開発〉

◆基礎的研究の再チャレンジ
◆新たな利用分野への展開
◆未知なる活用法の探索

・新たな研究機関や研究者との連携及び調整
・研究者のマンパワー不足
・施設の老朽化に伴う維持管理費確保
・管理・研究予算削減

・様々な機関や大学との連携活動を積極的に行った
・研究内容等協議の場で深層水利用等の提案を行った
・新商品開発の提案等を数件行った
・補助事業を企業に紹介して申請を行った
・国家プロジェクトの実験地として事業推進を協議

◆人を呼び込む賑わいの仕組みづ
くり

◆事業希望団体の発掘と事業内容の協議 ◆市町村、商工会、商工会議所等への周知、HPへの掲載

重点指導の取組みの強化、充実を図るととも
に、経営指導員の意識改革を一層進め、中小
企業者の経営革新や創業等の取組みへの支援
の充実を図る。

① 商店街の振興

商工団体らが取り組む商業の活性化事業を支
援することにより、商店の利用者である住民
に受け入れられ、安定・継続して利用される
商店街を目指す

◆消費者ニーズに応じた商業の展
開・促進（再掲）

★経営指導員の実施している重点指導への指
導支援の継続実施

★高知県商工会連合会、高知商工会議所による
経営指導員に対する既存研修の内容の充実を
図るとともに、重点指導事業にかかる研修による
個別事業者に対する支援への具体的な取り組
み手法等をいかに習得させるか。

第1四半期：H22年度重点指導の実施方針を確定し商工会・商工会議所
(32団体＋商工会連合会）に商工会等職員協議会総会において趣旨を徹
底
第2四半期分：12商工会25指導員（31事業所）に対し重点指導を実施し、
個別課題を設定

◆市町村、商工会、商工会議所等への周知、HPへの掲載

商店街の空き店舗を活用した新規出店や産
直・アンテナショップ等の設置を支援するこ
とにより、商店街の活性化を図る。

産業振興計画に位置付けられた事業等を対象
に、各事業が抱える課題に対応した専門家や
有識者を産業振興アドバイザーとして派遣す
ることによって、具体的な事業計画の検討、
課題解決に対応する。
さらに、全国的な人的ネットワークを有する
各界の著名人等を産業振興スーパーバイザー
として委嘱し、高知県の魅力を首都圏に向け
て情報発信するとともに、県産品の販路拡大
を目指す。

◆アンテナショップや産直ショッ
プの出店支援

◆出店希望者の掘り起こし

力してセミナーを開催することによって、最
新のeコマースに関する知識の普及を促し、県
内商工業者が県外市場への販路開拓のツール
として、eコマースを活用できるようにする。

◆潜在的な地域資源などの活用に
よる商材開発

・個々のケースごとの成果、効果をどう検証、把
握するか
・事業者からの要請に対応するだけでなく、政策
的に指導・助言が必要と思われる事業者への対
応ができる仕組みの確立
・産業振興計画に位置付けられた事業等の課題
に見合ったアドバイザーを適切に派遣するため
に、事業の状況の把握と、アドバイザーの専門
分野の情報収集に努める

・アドバイザーの派遣　１４名　２１回
・スーパーバイザーの委嘱　６名

・ｾﾐﾅｰ参加者のその後の動向等を把握するなど
して、事業成果を確認、検証する。



アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

を示すこと>
目標（H２３）

アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に

現れた形を示すこと>

参加者39名

・新たな分野の共同研究課題が増加
・新たな産業化や企業立地につながる可能性が出てきた
・様々な研究者や機関との連携が進み、幅広い分野での深層水利用の芽が
出てきた
・商品開発研究を地元企業等と共同で進めている
・国家プロジェクト事業を海洋深層水研究所で行うことに決定した

・新たな深層水商品が生まれる可能性が出てきた
・室戸海洋深層水が今後の新たな研究に利用される可能性が出て
きた

・短期的な研究課題の事業化
・中長期の研究課題等の連携体構築及び事業推
進
・深層水の新たなブームを起こす

◆地域資源を活かした商品の販売ルートの拡大
◆消費者ニーズに対応して魅力向上に取り組む商
店の増加

◆交付決定（3件）

◆地域資源を活かした商品の販売ルートの拡大
◆消費者ニーズに対応して魅力向上に取り組む商
店の増加

・高知市中心商店街の空き店舗の増加傾向に歯
止めをかける
(H21 14.1％)
・高知市商店街の歩行者通行量の減少傾向に歯
止めをかける
（Ｈ21 6月休日　54,978人）

◆高知市中心商店街の空き店舗率Ｈ20：15.3％
→増加傾向に歯止めをかける
＊H21 14.1％
◆高知市商店街の歩行者通行量Ｈ20：休日56,341
人
→減少傾向に歯止めをかける
＊Ｈ21 6月休日　54,978人

◆ビジネスに関する専門的な知識や技術を習得す
ることで、生産性の向上や販売促進などの効果が
あらわれる



戦略の柱
取組方針

施策
項目名及び事業概要
（◆これからの対策）

産業成長戦略（専門分野）

主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

◆商店街の機能向上支援

「商店街は観光資源」といった発想にたち、
商工団体等が商店街に人を呼び込むための事
業を支援し、商店街の活性化を図る。

中心市街地活性化基本計画を策定し、これか
ら商店街の活性化に取り組んでいこうとする
市町村と連携し、協議会にオブザーバーとし
て参加していく

◆観光との連携による地域商業の
活性化

◆事業希望団体の発掘と事業内容の協議

◆中心商店街の活性化
◆中心市街地活性化基本計画の策定準備中
◆国の動向注視

商工団体らが取り組む商業の活性化事業を支
援することにより、商店の利用者である住民
に受け入れられ、安定・継続して利用される
商店街を目指す

商店街の空き店舗を活用した新規出店や産
直・アンテナショップ等の設置を支援するこ
とにより、商店街の活性化を図る。

◆商店街の環境対応への支援
◆事業希望団体の発掘と事業内容の協議 ◆市町村、商工会、商工会議所等への周知、HPへの掲載

◆出店希望者の掘り起こし ◆市町村、商工会、商工会議所等への周知、HPへの掲載

企業在職者の技術、技能の向上を図るため、
事業主団体等が実施する訓練への支援や、県
立高等技術学校での訓練を実施する

◆在職者訓練の充実
・訓練を実施する事業者団体は中小零細企業に
よって組織されているため、体制や資金面での
制約があり、質・量的に訓練が十分行われない
おそれがある

・事業主においても、厳しい経営環境等により、
従業員を長期間の訓練に参加させることが難し
い状況にある

・高等技術学校学校と事業主団体とが連携し
て、参加者の拡大など在職者訓練の充実を図る
必要がある

・事業主団体等による職業訓練に対する補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　予算額　 １０，７５１千円

・高知高等技術学校による在職者訓練実施に係る予算額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ４，５３３千円

ジョブカフェの機能強化と自立支援機関や国
との連携による就職促進
平成２２年３月新規高等学校卒業者の未就職
者対策

◆若年者への県内企業への就職促
進

・直接的に雇用に結び付けるには、産業界が求
める人材育成を実施すべきだが、研修内容が産
業等で絞り込まれると参加者が集まりにくい。逆
に、幅広い内容のセミナーには参加者が集まり
やすいが、雇用への直接的な効果が薄い。
・パッケージプランの作成にあたっては、様々な
材料を体系的にコーディネイトする必要があり、
強力なリーダーシップがない状態では、暗中模
索の状態に陥りやすい。

（四万十町）
　厚生労働省ヒアリング同行

（室戸市）
　平成２２年度３次の応募を目指し事業構想作成の促進を行う

（安芸市）
　平成２３年度１次の応募を目指し地域雇用戦略チームの立ち上げを促
進する

国の事業である地域雇用創造推進事業（新
パッケージ事業）への市町村の取組みを促進
することで、市町村が行う地域密着型の人材
育成事業を支援する。

企業実習や企業研修等を通じた学校と産業
界、企業との連携強化

◆若年者への県内企業への就職促
進

・ジョブカフェこうちの認知度不足
・新規高卒未就職者4コース31名訓練開始

・基金を活用した｢ジョブカフェこうち広報員」を6月１日から配置（本部5ヶ
月雇用1名、幡多5ヶ月雇用1名）
・TVCM（幡多サテライト）：6～8月民放3局で各30本ずつ放映

○広報活動の実績（本部・幡多サテライト計　7月末）
　チラシ等配付　            239か所
　ポスター等掲示依頼　   130か所
　広報誌への掲載依頼　   34か所
　周知・情報提供　　　　   240回
　情報収集　　　　　　　　   130回

２ 産業人材の育成

１ 県内産業界が求める人材の育成と確
　保

(1) 産業人材の育成と確保

◆本県産業や事業者に対する再認
識に向けた保護者等の意識啓発

・受入れ企業の拡大
・対象校への周知及び取組の充実

・県立高等学校へ事業の周知と実施依頼の訪問　　22校
・第１回人材育成連携推進委員会幹事会の開催
・第１回人材育成連携推進委員会の開催
・実施校への計画承認決定（6/10）
・高知県ジュニアインターンシッププロジェクト事業「まなともネット」高校生
インターンシップ参加企業：１４１社

必要がある



アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

を示すこと>
目標（H２３）

アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に

現れた形を示すこと>

・高知市中心商店街の空き店舗の増加傾向に歯
止めをかける
(H21 14.1％)
・高知市商店街の歩行者通行量の減少傾向に歯
止めをかける
（Ｈ21 6月休日　54,978人）

・高知市中心商店街の空き店舗の増加傾向に歯
止めをかける
(H21 14.1％)
・高知市商店街の歩行者通行量の減少傾向に歯
止めをかける
（Ｈ21 6月休日　54,978人）

◆交付決定（3件） ・高知市中心商店街の空き店舗の増加傾向に歯
止めをかける
(H21 14.1％)
・高知市商店街の歩行者通行量の減少傾向に歯
止めをかける
（Ｈ21 6月休日　54,978人）

◆高知市中心商店街の空き店舗率Ｈ20：15.3％
→増加傾向に歯止めをかける
＊H21 14.1％
◆高知市商店街の歩行者通行量Ｈ20：休日56,341
人
→減少傾向に歯止めをかける
＊Ｈ21 6月休日　54,978人

技能検定受検者数
　Ｈ２０：８８５人（年間）
　　　↓
　Ｈ２３：９５０人（年間）

・事業主団体等による在職者訓練の実施状況
　　　○専門課程（２年間）　　　　　　 １コース　（受講者　　１１人）
　　　○短期課程（１２～１００時間）　６コース （受講者　　１３７人）

・高知高等技術学校による在職者訓練の実施状況
　　　○短期課程（１２～　２０時間）　３ース　（受講者　　２１人）

（四万十町）
　平成２２年度２次での採択に向け、構想提案書の内容検討等の支援を行う

新パッケージ事業実施市町村数
H２０：８(累計）
　　↓
H２３：１５（累計）

○ジョブカフェ実績（７月末）
　・来所者数： 5,434人（H21年： 5,492人）
  　うちサテライト481人（H21年：  310人）

　・相談件数： 3,086件（H21年： 2,622件）
　　うちサテライト287件（H21年：  136件）

　・就職者数：　  302人（H21年：  266人）
　　うちサテライト   4人（H21年：     0人）

○新規高卒未就職者（7月末）
　　25名訓練継続

・相談件数の増加に伴う就職者数の増加。特に、認知度が向上し
たことによる幡多サテライトの来所者数、相談件数、就職者数の増
加。

・ジョブカフェこうち利用者の就職者数
　　H19 ： 385人（年間）
　　　　　　  ↓
　　H23 ： 800人（年間）

・委員会において、本年度事業実施の取り組みテーマ「地域を元気に！地域
で人材を育てるぜよ！」を設定。また、事業を広報し、地域を自慢に思えるよう
な広報をしていくことを決定。
・実施校15校（8月16日現在）
　　うち、デュアル12校、技術指導9校、教員研修3校、共同研究5校

高校生の県内就職割合　　６０％



戦略の柱
取組方針

施策
項目名及び事業概要
（◆これからの対策）

産業成長戦略（専門分野）

主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

機械・金属、紙産業、食品加工企業等に対す
る技術人材の育成（専門技術研修等の実施、
食品加工特別技術支援員及び機械金属加工特
別技術支援員の配置、技術指導アドバイザー
の派遣）

◆工業技術センター等との連携に
よる技術研修（再掲）
技術者のスキルアップのための人材育成や技
術指導アドバイザーによる企業巡回を行うと
ともに、マッチングなどのコーディネートに
より商品化を支援し、それらを通じて製紙に
関わる産業人材の育成を図る。

◆工業技術センター等との連携に
よる技術研修（再掲）

・技術指導アドバイザー登録6名（8/13現在）
・食品加工特別技術支援員の委嘱
・機械金属加工特別技術支援員の委嘱
・各種技術研修の開催（8/13現在）
　17コース　56日間

企業在職者の技術、技能の向上を図るため、
事業主団体等が実施する訓練への支援や、県
立高等技術学校での訓練を実施する

◆在職者訓練の充実
・県内企業等に対して事業を広くＰＲすること
　で、事業の利用促進を図る必要がある

・当該事業が、県内企業等が人材育成（能力
  開発）に取り組むための契機となるよう、研
  修内容等を工夫する必要がある

・人材育成研修事業実施委託料予算額　　　　　３，８７５千円

◆企業ニーズに即したアドバイザーの選定
◆マッチング先の選定

◆巡回企業数：延べ30社
◆技術指導アドバイザー登録数：２名
◆技術指導アドバイザー巡回企業数：２社

　県内就職の促進のため、求人情報等を提供
する行政機関や民間職業紹介所等の情報を一
元的に集約したホームページ「高知しごと
ネット」を開設し、できるだけ多くの求職者
に閲覧してもらう。同ネットには、ハロー
ワークや民間職業紹介所等を載せた「仕事さ
がし」のページ、就職相談ができる機関等を
載せた「就職相談」のページ、資格等取得の
勉強ができる専修学校等を載せた「資格等取
得」のページ、合同企業面接会等の情報を載
せた「新着情報」のページの４つで構成され
る。

○高知しごとねっと ・アクセス件数維持には定期的な広報が必要

・リピーターを増やすには新着情報の充実が必
要

・携帯電話対応ＨＰを新設すれば、アクセス数の
維持が期待できるが、「高知しごとネット」掲載中
の機関等の中で携帯対応のＨＰを開設している
ところが少ない。

・県広報誌４月号、８月号で「高知しごとネット」をPR
・県立高校３８校へ広報用チラシ約２，７００枚配布
・地域づくり支援課や就職相談会などで広報用チラシ６００枚配布
・今後開催予定のイベントなどで広報用チラシ２００枚を配布予定
・新着情報に、「ＵＩターン就職相談会」外２４件を新規掲載

県のＵ・Ｉターン無料職業紹介機能の強化

　新規大卒者等に対して高知の就職関連情報
等を発信することにより県内への就職促進を
図る

◆移住・ＵＩＪターン、就業相談
の機能、体制の強化

・Ｕ・Ｉターン人材情報システムは、Ｈ21年3月から
個人情報の流出を防ぐためにシステムを修正
し、求職者の登録がネット上でできないため、新
規登録求職者が激減している

・基金を活用した「Ｕ・Ｉターン求人企業開拓員」の配置（4/1～9/30）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　訪問企業数　３６５社

・地域づくり支援課の「移住・就業支援システム」とデータベースの共有化
を図る（H22.6～）

・Ｕ・Ｉターン就職相談会（８／１４　高知市内）

◆本県出身の県外大学生等への県
内企業の情報の提供

・県内企業の周知と就職の促進
・インターンシップマッチングセミナー開催(5/15）
・インターンシップキックオフセミナー開催（6/19）
・県外大学保護者会で高知の就職に関する情報を提供（6/18，6/28，
8/8，8/21）
・高知県ジュニアインターンシッププロジェクト事業「まなともネット」の大学
生等への活用拡大　参加企業：２０社



アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

を示すこと>
目標（H２３）

アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に

現れた形を示すこと>

・技術指導アドバイザー技術指導15回（8/13現在）
・食品加工特別技術支援員による技術支援等　59社75件（8/13現在）
・新商品開発、商品改良のための試作28品目（8/13現在）
・機械金属加工特別技術支援員による技術支援等　14社14件（8/13現在）
・各種技術研修の開催（8/13現在）
　461名参加

①集合研修会の開催状況
　　　開催回数　２回　　　延べ受講者５３人
　
②講師の派遣の状況
　　　派遣回数　４回　　　延べ受講者８０人

研修受講者数
　Ｈ２２：３６０人
　　　↓
　Ｈ２３：５００人

◆技術研修受講者数
H20：9コース　75人（年間）
→H21～H23：14コース　400人（年間）

◆技術、技能の向上や資格取得率アップ

食品加工特別技術支援員による商品化3件

◆技術指導アドバイザー事業応募企業数：２社
◆技術指導アドバイザー事業応募希望企業数：１社

◆技術、技能の向上や資格取得率アップ

・１日あたりの平均アクセス件数が、４月は「７４件/日」、５月は「８５件/日」、６
月は「８３件/日」、７月は「８３件/日」、８月は「６９件/日」だった。

・４月１日から８月８日までの１３０日間のアクセス総数は「１０，５００件」で、１
日平均のアクセス件数は「８１件/日」になる。

　これは年間目標値の１日平均アクセス件数「９０件」の９０パーセントにあた
る。

産業界、行政、教育界の連携の強化により企業が
求める人材供給が進展

・新規登録求人企業数：7月末現在　１5社（H21年7月末：  9社）

・新規登録求職者数：7月末現在　　　46名（H21年7月末：14名）

・Ｕ・Ｉターン就職相談会（８／１４　高知市内）　参加者31名　参加企業10社

・本年度からＵ・Ｉターン就職相談会（高知会場）に企業ブースを設け
たところ、来場者の増加と再度面接約束をするなど就職に結びつき
そうな事例が数件見られた。

・産業界、行政、教育界の連携の強化により企業
が求める人材供給が進展

・学生がマッチングセミナーに参加することによって、多くの県内企
業の担当者と話をすることができ、企業の理解が深まった。

・学生がキックオフセミナーに参加し、講演を聞き、大人を交えてグ
ループディスカッションすることによって、近い将来の自分を描くこと
の大切さ、目的を持って取り組むことの大切さを認識した。

・保護者からは知らない情報を得られたとの声があった。

・インターンシップマッチングセミナー
　　参加学生　約１８０人、参加企業　２９社（資料参加含む）
・インターンシップキックオフセミナー
　　参加学生　大学生・専門学校生約９０人、高校生約６０人、企業２０社
・県外大学保護者会
　　6/18　龍谷大学　保護者約３０人
　　6/26　中央大学　保護者約４０人
　　8/8　　専修大学　保護者　１９人
　　8/21　法政大学　保護者40人予定



戦略の柱
取組方針

施策
項目名及び事業概要
（◆これからの対策）

産業成長戦略（専門分野）

主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

これまで、地域を支えてきた建設業者は近年
の公共事業費の急激な減少で厳しい経営環境
が続き、就業者数も減少している。
一方で、本県を支える重要な産業である農林
業や介護・福祉などを担う人材が不足してい
る。
　このため建設業の持つ能力を生かして、農
林業や介護・福祉など、これから本県の成長
を支える新たな分野へ進出し、地域で働く場
を確保するため、新分野進出を行おうとする
建設業者を支援する体制を総合的に整備す
る。

◆地域毎の新分野進出支援体制の
構築
◆個別経営指導の充実
◆進出支援措置の充実
◆情報提供の充実

◆「高知県建設業支援協議会運営事業費補助金」の通知（県下８６ヶ所）
◆建設業新分野進出アドバイザーの配置（１名）
◆地域産業振興監オフィス訪問・協議（７ヶ所）
◆建設業新分野進出ガイドブックの事例集配布（１，０００部）
◆「高知県建設業支援協議会運営事業費補助金」採択４件
◆県下４ヶ所（７地域）で新分野進出説明会・セミナーを実施

３ 就労の場づくり

１ 建設業の新分野進出の実現

(1) 建設業の新分野進出
・新分野進出にあたっての情報やノウハウ、資金
等が不足
・円滑な新分野進出にあたって、市町村などを巻
き込んだ関係機関による支援の不足。



アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

を示すこと>
目標（H２３）

アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に

現れた形を示すこと>

【参考：２１年度】
◆建設業者が建設業新分野進出の支援制度の情報を一定習得
◆建設業者の個別相談により、疑問点や制度活用へ課題の解決
◆地域の協議会で新分野進出に向けての支援体制構築
◆２１年度に新分野進出済３社、進出準備中が３３社。

◆建設業の新分野進出数
　　Ｈ２０：　７５社（累計）
　　　　　　　↓
　　Ｈ２３：１０８社（累計）

◆建設業の新分野進出の個別相談に対応し助言
◆新分野進出説明会・セミナーの参加者
幡多会場：２１社・４８名、高幡会場：１３社・３６名



産業成長戦略の取り組み状況と成果　【観光分野】

◆フィルムコミッションによるロ
ケーション撮影の誘致

県内でのロケ撮影について、オファーがあった場
合の対応となっており、積極的な営業誘致活動
が展開されていない。

・映像コンテンツ撮影誘致委託業務（２１，１７６千円）
・映像コンテンツ撮影誘致事業費補助金（１件：４４１千円）
・知事によるNHK「龍馬伝」、TBS「JIN -仁-」の高知ロケ誘致活動

・「土佐・龍馬であい博」について、首都圏
をはじめ全国に向けて積極的なＰＲを展開
し、誘客を促す。
・旅行会社に向けて、高知県の魅力ある観光
資源・地域資源を紹介し、旅行商品の造成や
販売促進につなげる。

◆「龍馬伝」を活かしたＰＲ、プ
ロモーション活動の展開

◆ターゲットを明確にした効果的なＰＲ活動の
  実施
◆旅行会社の求める、商品造成につながる
  情報の提供

◆広報媒体製作経費 206,309千円
　　ガイドブック、ホームページ、ノベルティグッズ、のぼり旗、各種広
　　告、広報パブリシティ等
◆ＰＲ活動経費 27,107千円
　　ＰＲキャラバン、旅フェア
◆旅行エージェント対象モニターツアー委託料 7,762千円
◆藤澤アドバイザー委託料（年額） 4,800千円

◆観光ＰＲ・イメージ戦略に基づ
くターゲット別のＰＲ、プロモー
ション活動の展開

本県の情報発信の現状は、単発的な広報・ＰＲ
にとどまっており、ＰＲ主体を束ね、高知県イメー
ジを形成し観光情報を強力に発信する必要があ
る。

◆ポスト「龍馬博」を見据えた観
光ＰＲ・イメージ戦略の確立

取組方針
施策

項目名及び事業概要
（◆これからの対策）

産業成長戦略（専門分野）

主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

観光

１ 滞在型・体験型観光の推進

１ 効果的な観光ＰＲ、プロモーション
活動の展開

・400万人観光推進チーム会議の開催（5回）
・ポスト龍馬博推進委員会の開催（5回）
・旅行商品説明会の開催（3回）

観光ＰＲプロデューサーと協働で、ＰＲ・イ
メージ戦略を策定、実施することで、発地エ
リア別、ターゲット別のきめ細やかな情報発
信を展開する

戦略の柱

専任職員の配置による映画会社等への誘致活
動、現地案内、県内ロケーション、ロケ支援
情報の周遊提供、ロケ経費補助制度の創設に
よる高知県内へのロケ誘致

◆周遊バスの運行体系の強化
◆公共交通機関の利用促進

・コンベンション協会補助金の充実
・ふるさと雇用再生特別基金事業の導入
・ＭＹ遊バス及び定期観光バス（東部）のＰＲ

観光客の周遊性を高めるとともに、観光客の
ニーズに合わせた観光コースを提供するた
め、タクシーを活用した周遊プランを実施
し、タクシーによる二次交通制度の定着をめ
ざす。

◆旅行会社とのタイアップ等によ
るレンタカープランの充実

観光客の周遊性・利便性の確保、周遊バスの
継続的な運行のため、主要観光施設、既存公
共交通機関と連携したＭＹ遊バスの運行、
「龍馬伝」放送に合わせた定期観光バスを運
行し、公共交通機関を利用した周遊観光がで
きる運行体系の整備をめざす。

◆観光ガイドタクシー等を活用し
た周遊観光の推進

◆来県者の周遊性を確保するための二次交通
が不十分

◆安価な周遊タクシーは、コースによっては利用
者数と費用対効果から、継続的な運行が困難で
ある。

◆公共交通機関の運行便数が少なく、効率的な
周遊ルートの作成が困難

・コンベンション協会補助金の充実
・タクシープランのＰＲ

２ 県内の観光地を結ぶ交通手段の確保

◆来県者の周遊性を確保するための二次交通
が不十分

◆公共交通機関の運行便数が少なく、効率的な
周遊ルートの作成が困難

「３ 四国「「３． ４県での受入態勢の整備、ＰＲ 活動の展開」に記載



・ＢＳ―ＴＢＳ放送「吉田類の酒場放浪記～高知編～」…６～７月放送

◆官民で本県観光の広報をはじめとする振興
  策の検討が行われる。

◆官民による広報協力体制が確立される。

◆官民一体となった戦略に基づくターゲット別の効
果的なＰＲ、プロモーション活動が展開される。

◆映画やテレビ等のロケを通じた高知県のイメー

◆ガイドブックVol.3発行(5/31・ 15万部)
　 ガイドブックVol.4発行(8/31・ 7万部)
◆ＰＲキャラバン実施(9ヶ所)
◆広報エージェンシー委託によるプレスツアーの実施(2回)
◆旅フェアへの参加
◆体験型観光プロモーションの実施(2回)
　・東京14件、大阪10件のエージェントに対して売り込み営業を実施
　・東京11人、大阪11人のエージェント担当者をモニターツアーに招聘
◆旅行エージェント対象モニターツアーの実施(2回)

◆藤澤アドバイザーとプロモーション活動をした結果、県外旅
  行エージェント２社が魚梁瀬森林鉄道遺産ガイドを含めた旅
  行商品を企画。
◆ＰＲキャラバンの実施により、下期の旅行商品(東京・大阪・
　名古屋発)にも龍馬博が反映・組み込み済み。

・ＪＲ四国旅行商品説明会出席者　155名（うち旅行会社等98名）
・旅フェアに合わせた旅行商品説明会出席者  18社26名
・龍馬博PRキャラバン旅行商品説明会出席者
・龍馬の國便り（メールマガジン配信）　登録者323名（8/25現在）

アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に

現れた形を示すこと>

アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

を示すこと>
目標（H２３）

◆官民一体となった戦略に基づくターゲット別の効
果的なＰＲ、プロモーション活動が展開される。

◆映画やテレビ等のロケを通じた高知県のイメー
ジづくりと観光客の誘致

・周遊観光バス「しまんと・あしずり号」がH22.7.2から運用開始

◆観光ガイドタクシー制度が定着しつつあり、利用
者が徐々に増大する

◆イベント開催時には、官民一体でＭＹ遊バスなど
臨時バスが運行される態勢が整う

◆一定のエリアについては、公共交通機関を利用
した周遊観光が行えるように、住民生活と観光客
に配慮した運行体系が整う

◆観光ガイドタクシー制度が定着しつつあり、利用
者が徐々に増大する

◆イベント開催時には、官民一体でＭＹ遊バスなど
臨時バスが運行される態勢が整う

◆一定のエリアについては、公共交通機関を利用
した周遊観光が行えるように、住民生活と観光客
に配慮した運行体系が整う

広くPRを行い、また、観光客の満足度を上げ、利用客増につながるよう進める

◆映画やテレビ等のロケを通じた高知県のイメ
ジづくりと観光客の誘致



取組方針
施策

項目名及び事業概要
（◆これからの対策）

産業成長戦略（専門分野）

主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

戦略の柱

◆四国観光の推進組織の体制強化

「四国観光交流戦略」（Ｈ２２～Ｈ２４の
３ヵ年計画）の３つの戦略である、①国内大
都市圏などからの誘客②東アジア・欧米から
の誘客③四国の魅力を高める、に沿った事業
を活用し、四国への観光客の増加を目指す。

◆「花・人・土佐であい博」事業
の継承と発展を支援

体験型観光の取組が、本業の片手間であった
り、あくまでもボランティアの域を出なかったりと、
安定的・継続的に実施して旅行商品となるため
には、担い手の意識を変えていく必要がある。

「土佐・龍馬であい博」における地域への誘
客の仕組みづくりとして、「花・人・土佐で
あい博」で芽吹いた地域イベントの継続（定
着）やさらなる磨き上げを支援し、滞在型・
体験型観光の推進を図る。

◆「龍馬伝」を契機とした新たな
観光戦略の展開

◆旅行会社とのタイアップ等によ
るレンタカープランの充実【再
掲】

４ 地域の自然・歴史・文化などを活か
した県民参加による体験型観光資源の発
掘と磨き上げの推進

◆観光資源強化事業費補助金（予算計上額）10,000千円
◆藤澤アドバイザー委託料（年額）4,800千円

・組織強化として職員駐在1名及び財政支援（拠出金35,000千円予定）
・台湾での四国観光説明会や四国インバウンドフェアにより、四国への誘
客をＰＲした。

３ 四国４県での受入態勢の整備、ＰＲ
活動の展開

四国を一体として捉えた広域観光ルートを設定
し、国内外に戦略的なＰＲができるよう、四国４県
及び四国ツーリズム創造機構など官民一体と
なった更なる取り組みが必要である。

・会場ボードウォークでの物産販売：連日開催（最大９コマ出店）

・物販・イベントスペースでの物産イベント

7/1～8/29 50回開催（土佐市の特産品販売など最大14コマ

出店）

・高幡地区物産販売及びステージイベント開催

8/6 8/8 12コマ出店 津野山神楽 ステ ジパフォ マンス

◆400万人観光推進チームを設置
し、地域資源を磨き上げ
◆まち歩き観光などへの支援
◆地域産物を活用した魅力づくり
への支援
◆教育旅行の受入態勢づくりへの
支援
◆広域観光周遊ルートづくりへの
支援

県と市町村、（財）高知県観光コンベンション協会
などの関係者で構成する「４００万人観光推進チー
ム」により、観光地や観光資源の磨き上げの取組を
進め、地域での広域観光周遊ルートづくりやまち歩
き観光、地域産物を活用した魅力づくり、教育旅行
の受入態勢づくりを支援していく。

「高知」の強みを活かした旅行商品を磨き上げや民間
への効果的な支援を行っていくためには、観光客の周
遊状況や満足度などを調査・分析し、現場へのフィード
バックの継続を徹底していく必要がある。

◆広域観光周遊ルートづくりへの
支援

「龍馬伝」の放送を最大限に活かし、全県的
な観光振興につなげるため「土佐・龍馬であ
い博」を開催（「花・人・土佐であい博」で
芽だしした地域資源の継続

・400万人観光推進チーム会議の開催（３回）
・推進チーム長による市町村長への巡回協議（３地域）
・地域本部、観光コンベンション協会と地域の核となる観光資源について
協議

・景観整備事業費の補助金の導入
・フォトスポット選定委託事業の導入

「四万十川」や「足摺岬」など、全国に知ら
れる観光資源に恵まれた幡多地域において、
観光客が２泊３日以上滞在できる高い魅力の
ある観光地づくりを進める。

県内の優れた記念写真のスポットを「フォト
スポット」として選定し、観光資源として情
報発信するとともに、展望台や写真台の整
備、フォトスポットを示す県下統一の看板を
整備するなど磨き上げ事業を支援する。

◆観光圏整備事業の導入実施
四万十・足摺エリア（幡多地域）観光圏という枠
組みができたが、構成団体の広域で取り組むと
いう意識はまだ十分でない。構成団体の意識醸
成をより進めていく必要がある。

観光圏整備事業費補助金及び幡多広域組織づくり担当チーフによる財政
的・人的支援

　

　県内の名所・旧跡などすでに知られた観光資
源だけでなく、新たな観光客を誘引するだけの魅
力ある「フォトスポット」の選定

8/6～8/8 12コマ出店、津野山神楽・ステージパフォーマンス

など

・夏季イベント 特産品販売・キッズコーナー・ステージイベント

7/17～8/29

・夏季 平日の集客対策 ろまん社中入館者に氷菓・冷茶のサービス

8/10～（火・水・木曜日に実施）

・巡回特別展「龍馬伝」無料シャトルバス運行

7/31～8/31 15便/日



アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に

現れた形を示すこと>

アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

を示すこと>
目標（H２３）

◆滞在型・体験型観光を実現するため、官民
  及び各地域が連携して推進する態勢が整う

◆2010年の「龍馬伝」の放送を契機に、本県の
  入込み客数が増える
　（H19：305万人→400万人）

◆滞在型・体験型観光を実現するため、官民
  及び各地域が連携して推進する態勢が整う

◆2010年の「龍馬伝」の放送を契機に、本県の
  入込み客数が増える
　（H19：305万人→400万人）

◆四国観光立県推進協議会（現：四国ツーリズム
創造機構）が組織再編され、官民一体となった組
織で運営される

◆国際観光推進の機運が高まり、受入のための
課題を克服する取組が進む

◆レンタカーの利用を促進するため、旅行会社等
とのタイアップによるレンタカープランを充実させ、
ＰＲするとともに、観光カーナビ情報が充実され、
誘客に寄与する

◆インストラクター研修参加者(4月)125名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(6月) 90名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(8月)139名

◆藤澤アドバイザーとプロモーション活動をした結果、県外旅
  行エージェント２社が魚梁瀬森林鉄道遺産ガイドを含めた旅
  行商品を企画。

・旅行エージェント等へ高知県観光についてＰＲできた

・8/15ろまん社中入場者 40万人

8/2とさてらす入場者 80万人

4/1～8/10バス実績 5,108台

・8/15 メイン会場入館者目標40万人達成

当初の想定より148日短縮 目標達成率 178％

◆滞在型・体験型観光を実現するため、官民及び
各地域が連携して推進する態勢が整う

◆2010年の「龍馬伝」の放送を契機に、本県の入
込み客数が増える
　（H19：305万人→400万人）

・景観整備事業…市町村への意向調査中
・フォトスポット選定委託事業…委託事業者決定

・観光ﾘｰﾌﾚｯﾄ「トサコレ」に絶景ビューポイントとして16ヶ所掲載

・県下的なＧＷ対策の実施（ＧＷ期間中（4/24～5/5）県内主要観光施設32施
設入込客：318,690人（対前年比132％））
・地域の核となる観光資源の選定（４２施設、資源）

◆滞在型・体験型観光を実現するため、官民及び
各地域が連携して推進する態勢が整う

◆2010年の「龍馬伝」の放送を契機に、本県の入
込み客数が増える
　（H19：305万人→400万人）

◆滞在型・体験型観光を実現するため、官民及び
各地域が連携して推進する態勢が整う

◆2010年の「龍馬伝」の放送を契機に、本県の入
込み客数が増える
　（H19：305万人→400万人）

○周遊観光バス「しまんとあしずり号」の運行開始
・旅行会社商品パンフレットへの掲載（JTB、日本旅行、近畿日本ツーリスト、
JR東海ツアーズ　計約60万部）
・チラシを配付（ＪＲ四国、県内ホテル等　計約3000枚）

・首都圏、関西圏等から高知西南地域への誘客が見込める



取組方針
施策

項目名及び事業概要
（◆これからの対策）

産業成長戦略（専門分野）

主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

戦略の柱

５ 観光振興に寄与する人材の育成と活
用

◆滞在型・体験型観光推進の気運
づくり

◆滞在型・体験型観光推進の気運
づくり（再掲）

歴史、花、まちあるきをテーマに、食、自
然、人など高知の地域資源をつなぐイベント
を開催

◆地域で活動する人材のネット
ワークづくり

地域の観光をプロデュースしリードする人材が少
なく、体験をサポートする観光ガイドやインストラ
クターも不足している。

・市町村観光主管課長等会議において、地域資源を活用した滞在型・体
験型観光推進に関する講演を行った。

・観光コンベンション協会各地域の意見交換会に参加した

◆旅行の動機づけとなるイベント
等の企画

ＮＨＫ大河ドラマ「龍馬伝」の放送、「土佐・龍馬で
あい博」の開催により、県内観光施設等へ入込
客数が増加しているが、更なる観光資源の磨き
上げ、効果的な県外への情報発信を行い、龍馬
伝、龍馬博終了後も継続した誘客につなげてい
くことが重要である。

・委託事業が、下期商品としてより効果的なものになるよう、観光コンベン
ション協会、観光施設（坂本龍馬記念館、歴史民俗資料館、牧野植物園、
モネの庭、龍馬の生まれたまち記念館、こうちミュージアムネットワーク)と
協議
・ＪＲ商品説明会や旅フェアの下期商品として概要をプレゼン
・ポスト龍馬博推進委員会の開催（5回）
・龍馬博PRキャラバンで、下期商品も含め志国高知「龍馬ふるさと博」の
概要をプレゼン

「３ 四国「「５ 観光振興に寄与する人材の育成と活用」に記載

任意団体の幡多広域観光協議会を、地域コー
ディネート組織として確立させるよう、一般
社団法人格の取得や第２種旅行業の登録を行
い、幡多地域における着地型旅行商品の開発
などを行う。

◆地域コーディネート組織の立ち
上げ支援及び組織強化

既存観光協会との役割分担を明確にするととも
に、誘客活動を強化し、自立運営に向けた収入
を確保していく必要がある。

幡多広域組織づくり担当チーフによる人的支援

６ 地域コーディネート組織の整備

・ＮＨＫ大河ドラマ「龍馬伝」の放送に合わ
せて開催している「土佐・龍馬であい博」に
ついて、総合アドバイザーによる全国的な視
点からの助言を受け、効果的なＰＲや地域資
源の磨き上げ等を行うことにより、県全体の
観光振興につなげる。

高知県を訪れる観光客の皆様に、高知の持つ
観光素材を気持ちよく楽しんでいただくため
の環境づくりに取り組む。観光ガイドのスキ
ルアップのための研修の開催と有料ガイドへ
の移行。

◆ＰＲ戦略づくり等にあたっての
専門家（アドバイザー）の活用

◆インストラクター研修により多くの担い手
 （実践者）が参加するための協力体制（市
 町村、観光協会）

◆総合アドバイザー経費(15,492千円)
◆【西川氏】運営委員会出席(1回)
　　　　　　　　ポスト龍馬博推進委員会出席（６月、８月）
◆【藤澤氏】インストラクター研修実施（４月、６月、８月）

◆観光ガイドの育成、充実
・各団体の観光ガイドのレベルアップ
（地域限定のガイドに特化している団体もある）
・有料ガイドへの移行
（団体によっては、有料化に否定的）

・研修会講師謝金の支援制度の導入

地域起しや特産品ビジネスに携わる人々を
ネットワーク化し、ニュービジネスの展開に
向けた側面的支援を行う。



アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に

現れた形を示すこと>

アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

を示すこと>
目標（H２３）

◆滞在型・体験型観光を実現するため、官民及び
各地域が連携して推進する態勢が整う

◆2010年の「龍馬伝」の放送を契機に、本県の入
込み客数が増える
　（H19：305万人→400万人）

・市町村観光主管課長等会議の出席者　約60名

・観光コンベンション協会各地域参加者約40名×３ヶ所

・地域資源を活用した滞在型・体験型観光について具体的な動きが
必要な市町村の職員のスキルを向上することができた。

・観光事業の最前線で活躍する民間の方々の取組み、抱える課題
を共有するとともに、連携を図ることができた。

◆「龍馬伝」を通じて、県民の観光客をお迎えしよ
うとする機運が高まる

◆ボランティアガイドをはじめとする「おもてなし」の
組織が育成され、官民がそれぞれの役割を果たす

・首都圏、関西圏旅行会社への周知

幡多広域観光協議会が任意団体から一般社団法人化し、組織体制の強化が
図れた。

幡多地域において、教育旅行だけでなく一般旅行客を含めた着地
型旅行商品が提供できる態勢ができた。

◆「龍馬伝」を通じて、県民の観光客をお迎えし
　ようとする機運が高まる。

◆ボランティアガイドをはじめとする「おもてな
　し」の組織が育成され、官民がそれぞれの役
  割を果たす。

◆県内先進事例として、幡多広域観光協議会が法
人格や旅行業法などの資格を取得し、地域エー
ジェントとして誘客事業を実施

◆県内３ブロックごとに１泊以上滞在できる観光地
づくり

◆【西川氏】助言を取り入れた主なもの
　・来場者ｱﾝｹｰﾄの項目追加（レンタカー利用の把握）
◆【西川氏】人脈の活用
　・6/23奈良平城遷都1300年祭へのＰＲキャラバン隊派遣をコーディネー
　 ト
　・NEXCO西日本との提携継続(Ｈ22.7月～Ｈ23.1月）
◆【藤澤氏】体験型観光プロモーション
　・東京14件、大阪10件のエージェントに対して売り込み営業を実施
◆【藤澤氏】インストラクター研修参加者
　　（4月）125名
　　（6月）　90名
　　（8月）139名

◆藤澤アドバイザーとプロモーション活動をした結果、県外旅
  行エージェント２社が魚梁瀬森林鉄道遺産ガイドを含めた旅
  行商品を企画。
◆インストラクターや観光ガイドなど、観光に携わる者のレベル
　アップが図られた。

・無料ガイドから有料ガイドへ移行することを決定した団体あり

◆観光ガイドレベルアップ研修：３団体（おもてなし課へ登録済：２団体、未登
録：１団体）

◆観光ガイド養成研修：２団体（おもてなし課へ登録済１団体、未登録１団体）

◆観光ガイド新規立ち上げ研修：１団体

◆観光ガイドのレベルアップとやる気の醸成 ◆「龍馬伝」を通じて、県民の観光客をお迎えしよ
うとする機運が高まる

◆ボランティアガイドをはじめとする「おもてなし」の
組織が育成され、官民がそれぞれの役割を果たす



取組方針
施策

項目名及び事業概要
（◆これからの対策）

産業成長戦略（専門分野）

主な課題
インプット（投入）

<講じた手立てが数量的に見える形で示すこと>

戦略の柱

７ 国際観光の推進

◆受入態勢づくりの充実

◆地域産物の観光施設等での販売
促進

地域や産業間、同業者、民間組織との連携を強
化し、効果的な情報発信等を行う必要がある。

・庁内関係課とのニューツーリズムに関する協議。

◆地域産物の商品化を促進 サテライト会場以外の市町村について、一部の
市町村を除き、龍馬伝で訪れた客にお金を使っ
てもらうための取組を行おうとする意欲が薄い。

・高知県産業振興アドバイザー制度を活用し、(財)のいち動物公園協会へ
アドバイザーを派遣。
・藤澤総合アドバイザーと越知町役場・町観光協会との観光資源の活用
に関する協議を実施

◆情報発信の展開

(2) 観光への地域産物の活用

ニューツーリズムの定着化、充実を図るため、観光
部を中心に産業振興部（地産地消・外商課、地域支
援企画員）、農業振興部、水産振興部及びその他の
関係各課が連携し、各地域での取組を支援し、県コ
ンベンション協会のよさこいネットを活用し、一元
的に県内のニューツーリズムの情報を発信してい
く。

東アジア（中国、韓国、台湾）をターゲット
とした国際観光推進戦略を策定し、具体的な
事業として実行する。

◆体験メニューの充実

(1) ニューツーリズムの推進

８ 産業間連携による新たな可能性への
　挑戦

◆国際観光推進会議の設置及び外
国人観光客誘致の促進

外国人にとって魅力的なものとなる商品開発な
ど、観光関連業者全体が外国人観光客を積極
的に誘致しようとする姿勢に至っていない。

・台湾を訪問し、商談会開催や航空会社訪問を行い、高知県観光のＰＲを
行った

促進

◆地域産物の情報発信を促進

産物への活用を図るため、観光部と産業振興部（地
産地消・外商課、地域支援企画員）、その他の関係
各課が連携し、各地域での取組を支援していく。

に関する協議を実施。



アウトプット（結果）
<インプット（投入）により、具体的に

現れた形を示すこと>

アウトカム（成果）
<アウトプット（結果）等を通じて生じるプラスの変化

を示すこと>
目標（H２３）

・土佐・龍馬であい博総合アドバイザー藤澤氏による研修等により
県内の体験プログラムの質が上がってきた。

◆宿泊施設や道の駅などでの地場産品の使用が
拡大し、観光客へ魅力ある”地場産品”や”食”の
提供が広がっている

・土佐・龍馬であい博総合アドバイザー藤澤氏の研修による観光ガイド・インス
トラクターへの助言等

・のいち動物公園内に屋台が8月中に開設予定。
・藤澤アドバイザーから「君が踊る、夏」ロケ地や町内観光施設、地域ならでは
の食などを含めた、越知町総合観光パンフレットの作成等に助言をいただい
た

・のいち動物公園での販売利益の向上が期待できる。
・越知町観光パンフレットづくりに向けて機運が高まった。

◆地域資源を活かした体験メニューや農林漁家民
宿等が拡大している

◆体験メニューや交通アクセスなど、ニューツーリ
ズムに関する情報を一元的に、かつ、タイムリーに
提供している

◆国際観光を推進するため官民の協力態勢が確
立される

◆本県として統一的な国際観光推進の取組が、官
民それぞれの立場で展開される

・国際観光推進基本戦略たたき台を立案

◆観光と物産の一元的な情報発信がなされている
た。


